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△開  会 

○委員長（川添公貴）ただいまから企画経済委

員会を開会いたします。 

 本日の委員会は、お手元に配付してあります審

査日程により審査を進めたいと思いますが、御異

議ございませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（川添公貴）異議がありませんので、

そのように審査を進めたいと思います。 

 ここで審査に当たっての留意事項を申し上げま

す。 

 所管事務調査は当然ございません。質疑をされ

る場合は、決算と関連したものになるようによろ

しくお願いしたいと思います。できるならば、款

項目を明示していただければありがたいと思いま

す。 

 また、各課の審査の冒頭に部長からの決算の概

要として主要施策の成果の概要説明を受けた後、

詳細にわたっては、課長のほうから決算内容の説

明を受けることとしておりますので、よろしくお

願いをいたします。 

────────────── 

△議案第１８４号 決算の認定について

（平成２６年度薩摩川内市一般会計歳入歳

出決算） 

○委員長（川添公貴）それでは、議案第

１８４号決算の認定について（平成２６年度薩摩

川内市一般会計歳入歳出決算）を議題といたしま

す。 

────────────── 

△市民スポーツ課の審査 

○委員長（川添公貴）まずは、市民スポーツ課

の審査に入ります。 

 決算の概要の説明を求めます。 

○観光・スポーツ対策監兼観光・シティセー

ルス課長（古川英利）おはようございます。そ

れでは、市民スポーツ課の決算概要を附属書の

１２１ページで説明をさせていただきたいと思い

ます。 

 決算額は３億２,３１６万６,５０９円でありま

す。主要施策の成果といたしまして、１、スポー

ツ・レクリエーション活動の充実につきましては、

（１）にありますように、スポーツ振興に関する

ことでは、競技力の向上、普及並びに健康スポー

ツ推進のため、スポーツ推進委員の研修、それか

ら、１,２３８人に参加いただきました川内川河口

マラソン・ウォーキング大会の開催などを行って

おります。 

 （２）スポーツ合宿等誘致に関することでは、

愛知製鋼や日本バレーボール協会のほうも、それ

から県が主催しますスポーツ合宿セミナーへの参

加など広く誘致活動を実施したところで、１万人

を超える受け入れを達成しております。 

 これにより、全日本の男子・女子バレーボール

チームを初め、早稲田大学、青山学院大学などト

ップアスリートの合宿が実現しております。誘致

実績は記載のとおりであります。 

 引き続き、１２２ページをお願いします。ス

ポーツ・レクリエーション関係の充実では、総合

運動公園、スポーツ交流研修センターなど社会体

育施設の管理運営を行っておりますが、総合運動

公園のサンアリーナの照明制御設備取りかえなど

を行っております。 

 なお、利用状況は７１施設の合計利用者数で

６５万１,７７８名、対前年比９８.７％でありま

すが、３年連続６５万人を突破しているところで

ございます。 

 以上で説明を終わります。 

○委員長（川添公貴）ありがとうございました。 

 続いて、課長の説明を求めます。 

○市民スポーツ課長（坂元安夫）おはようござ

います。市民スポーツ課でございます。 

 決算の状況につきまして説明を申し上げますの

で、決算書の１９７ページをお開きください。 

 １０款６項１目保健体育総務費の当課分の決算

額は、１億２,０５８万１,０９１円でございます。

備考欄で説明いたします。事項、保健体育総務費

の決算額は６,４３８万２,８７６円で、職員８人

の給与に係る経費が主なものでございます。 

 次に、事項、体育振興運営費の当課分の決算額

は４,３０７万５,５４３円で、スポーツ推進委員

８８名及びスポーツ推進審議会委員９名の審議会

報酬、全国ボート場所在市町村協議会負担金など

の負担金５件、九州全国大会出場者への助成を行

うスポーツ振興補助金などの補助金５件が主なも

のでございます。 

 次に、決算書の１９９ページをお開きください。

事項、市民運動会運営費の決算額は１３４万

３,９９３円で、主管する市体育協会への運営委託

費が主なものでございます。 
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 なお、第１０回市民運動会は、台風１９号接近

のため市民の安全を最優先に考え、中止としたと

ころでございます。 

 次に、事項、各種大会運営費の決算額は１９万

４,１４３円で、カヌー競技大会、一輪車競技大会

に係る経費であり、カヌー競技大会に向けてのカ

ヌー教室講師謝金などが主なものでございます。 

 なお、カヌー競技大会につきましては、台風

１２号接近により参加者の安全を最優先に考え、

中止としたところでございます。 

 次に、事項、健康スポーツ推進事業費の決算額

は１９１万９,６６６円で、健康スポーツ教室指導

業務委託ほか１件が主なものでございます。 

 次に、事項、スポーツ合宿等誘致事業費の決算

額は９６６万４,８７０円で、スポーツ合宿を実施

した団体へ激励品の提供や奨励金、全日本バレー

ボールチーム強化合宿招聘事業補助金が主なもの

でございます。 

 続きまして、１０款６項１目保健体育総務費の

主な不用額について説明をいたします。 

 まず、８節報償費の１３９万１,２７３円で、事

項、保健体育振興運営費のスポーツ教室講師謝金、

事項、スポーツ合宿等誘致事業費の県外の合宿団

体に対する激励品、奨励金の執行残が主なもので

ございます。 

 次に、１９節負担金補助及び交付金の１４０万

９,５６３円で、事項、体育振興運営費の九州大会、

全国大会等に出場する個人・団体に支援するス

ポーツ振興補助金の執行残が主なものでございま

す。 

 続きまして、同ページの１０款６項２目体育施

設費の決算額は、２億２５８万５,４１８円でござ

います。備考欄で説明いたします。事項、体育施

設管理費は、決算額９,２４４万５,９２１円で、

樋脇サンヘルスパークなどの指定管理施設に係る

指定管理業務委託１４件、その他各体育施設の清

掃業務委託など維持管理に要する業務委託１７件、

里プール舗装工事など１６件の工事請負費、樋脇

体育館バレー支柱などの備品購入７件、鹿児島県

Ｂ＆Ｇ地域海洋センター連絡協議会負担金などの

負担金２件が主なものでございます。 

 事項、総合運動公園管理費は、決算額１億

１,０１３万９,４９７円で、総合運動公園のうち

有料公園施設の指定管理委託やスポーツ交流研修

センター警備業務委託など９件の委託料、総合運

動公園テニスコート観覧席補修工事など２件の工

事請負費、アリーナトレーニング室トレーニング

機器購入、陸上競技場第３種認定に係る備品購入

費が主なものでございます。 

 続きまして、１０款６項２目体育施設費の主な

不用額について説明を申し上げます。 

 まず、１３節委託料の２１０万１,４１７円で、

事項、体育施設管理費のまちづくり公社が指定管

理となっている川内プール、屋外運動場照明施設、

御陵下公園の指定管理委託の実績額確定による精

算返納金、事項、総合運動公園管理費のまちづく

り公社が指定管理者となっている総合運動公園の

指定管理委託の実績額確定による精算返納金、ス

ポーツ交流研修センターケータリング及び清掃業

務委託などの執行残が主なものでございます。 

 次 に、１４節使用料及び賃借料９８万

５,９８０円で、事項、総合運動公園管理費のス

ポーツ交流センターの利用実績に基づくリネン

リース料の執行残が主なものでございます。 

 次に、１５節工事請負費の１８５万１,２２６円

で、事項、総合運動公園管理費の総合体育館照明

制御設備取りかえ工事を建設部へ執行委託しまし

たが、その委託戻し分の執行残が主なものでござ

います。 

 次に、歳入について御説明申し上げます。 

 決算書の２５ページをお開きください。１４款

１項７目５節保健体育使用料のうち当課分は、収

入済額４,９０５万７６０円でございます。 

 備考欄で主なものを説明いたします。行政財産

使用料、屋外運動施設照明、御陵下公園、総合運

動公園内有料施設、各支所の体育施設、スポーツ

交流研修センターなどの使用料でございます。 

 次に、決算書の５３ページをお開きください。

１７款１項２目、１節利子及び配当金の当課分は、

スポーツ振興基金利子収入で、収入済額４万

６,９２３円でございます。 

 次に、決算書の５７ページの１９款１項２７目、

１節スポーツ振興基金繰入金は、スポーツ振興基

金を１,０００万円取り崩し、繰り入れたものでご

ざいます。基金の運用状況につきましては、後ほ

ど基金のところで説明申し上げます。 

 次に、決算書の６１ページをお開きください。

２１款５項４目、１節雑入の当課分は、収入済額

１１４万１,４５３円でございます。主なものは、

コインロッカー収入金、電気水道料実費収入金な
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どが主なものでございます。 

 なお、当課分につきましては、決算書７６ペー

ジの備考欄の中ほどに明細をお示ししてございま

す。 

 続きまして、決算書の３８５ページをお開きく

ださい。基金の運用状況でございます。当課分は、

上から９番目のスポーツ振興基金でございます。

決算年度中増減高は、基金利子収入相当額の積立

金４万７,０００円と、スポーツ振興基金運営委員

会が行っている九州大会、全国大会等に出場する

団体等への助成金に充当するために基金を取り崩

した１,０００万円、これを相殺いたしまして、決

算年度中の増減高はマイナス９９５万３,０００円

で、年度末現在高は１億８,１４１万２,０００円

でございます。 

 以上で説明を終わります。よろしく御審査くだ

さるようにお願いいたします。 

○委員長（川添公貴）はい、ありがとうござい

ました。 

 ただいま説明がございましたが、御質疑願いた

いと思います。御質疑ございませんか。 

○委員（小田原勇次郎）それでは、私は数点あ

るんですが、まず１点目は、一問一答でちょっと

済いません、よろしいですか。負担金の中で、全

国ボート場所在市町村協議会負担金が２２万円、

非常に大きな額で出されておるんですが、まずは

このボート負担金、この協議会に加入する意義と

いうのをちょっと御説明をお願いしたいんですが。 

○市民スポーツ課長（坂元安夫）御承知のとお

り、川内川のボート場ということで、実はＣ級の

公認コースを得てございます。それで、管理を含

めまして、レガッタハウスを含めまして、ボート

協議会のほうで加入をしていただいております。 

 それで今、この協議会につきましては、３０自

治体が加盟してございまして、全国市町村レガッ

タ大会というのを主な事業として開催されてござ

います。これは毎年各地持ち回りで開催しており

ます。 

 全国から約１,０００名近くの方々が集まってく

るわけですが、そういう大会をやる場合、この協

議会のほうから負担金として交付がなされること

になってございまして、約５００万程度となって

まいりますが、その支援を受けて全国市町村レガ

ッタ大会の開催もできますので。ただ、本市の場

合、まだそれを開催してございませんので、今、

ボート協議会の御意向も含めて、できればこの大

会も誘致できないかなというふうに思っていまし

て。そういうところが一番の、かなり支援を含め

てメリットかなというふうに思っております。 

○委員（小田原勇次郎）この件に関しては、本

市が川を生かしたスポーツ振興という部分につい

ては、取り組む姿勢があるんだという理解をする

ところなんですが。昨年の決算の中で、がらっぱ

カヌー競技大会が台風接近で中止になっています

が、これも川を使ったスポーツ振興なんですが。

がらっぱカヌー競技大会がもうなくなるというよ

うなお話もあったんですが、そこが少し川を生か

した地域スポーツ振興としては、逆流しないかな

という部分があるんですが、そこあたりのちょっ

と考えを聞かしていただきたいんですが。 

○市民スポーツ課長（坂元安夫）確かに川を生

かした子どもを中心とした大会になっていたわけ

ですけれども、なかなか参加を含めまして厳しい

状況等もございまして、経費的にはかかっており

ませんでした。 

 ただ、レガッタと一緒にあわせてやったりだと

かという、これまで取り組みも経過があったんで

すけれども、やむなく優先順位をつけて今回、平

成２７年度については、がらっぱカヌー競技大会

については、もう中止をしようということで決め

たところです。 

○委員（小田原勇次郎）もうこの件については、

非常に市民スポーツ課のほうが教育部門から首長

事務局になった途端に、教育部門が欠落してしま

ったなというような声等もあるので、そこあたり

のお考えもまた今後検討すべきかなというふうに、

これは一つの決算に関する分でありませんので、

コメントとしてお聞きください。 

 じゃあ、あと質疑を３点、済いません。まず

１点目は、市民運動会が中止になった分で、

８３万ぐらい執行しておりましたので、中止にな

った市民運動会の部分の委託料執行が、そこあた

りがどういう経費が中心に、事前準備があったん

だろうと思いますけれども、そこあたりのかかっ

た部分をちょっと御説明をいただきたいなという

のが１点。 

 ２点目が、今回の工事請負費の中に前年もあっ

たのかもしれません、前年はちょっと確認し忘れ

たので、東郷総合運動公園体育館に防犯カメラの

設置工事がありますが、そういう運動施設の中に
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防犯カメラを取りつけるという部分の姿勢につい

て、今のお考え、－今後全部いろいろ全てにわ

たって取りつけていくお考えなのか、そこあたり

の防犯カメラの対応という部分についての考え、

をお示しいただけないかな。今回、工事請負費が

上がっていたので、２カ所、その考えを教えてく

ださい。 

 それともう１点は、総合運動公園管理費の中で、

私はちょっと決算書で見つけ切らんかったもので

すから、総合運動公園管理費の財源に国庫支出金

の５,７００万入っているんですが、この財源をち

ょっと教えていただければという、この３点、お

願いをいたします。 

○市民スポーツ課長（坂元安夫）３点ございま

した。 

 まず、第１０回の市民運動会にかかった経費と

いうことでございますが、実施に向けて当然活動

をしてまいりましたので、まず、報償費の関係で

マスゲームの関係をやってまいりましたので、そ

のマスゲームの指導者の謝金でございます。それ

と、商品を準備してございましたので、その商品

の表彰を含めての各種商品等です。 

 それと、当然、消耗品等の準備がございました

ので、消耗品、それと一番主な大きいのがやはり

消耗品と商品のそこが一番大きな経費でございま

す。 

 それと、防犯カメラの考えについてということ

でしたが、実際、全施設ついてないのが現状でご

ざいますが。既にそういう事故等が発生した分に

ついては、とにかくやっぱり設置しようというこ

とで、それと、来場、入場者等が利用者が多い部

分については、基本つけていこうという考えでご

ざいます。 

 それと、５,７００万の国庫支出金につきまして

は、これは電源立地交付金の充当分でございます。 

○委員（小田原勇次郎）最後にさせていただき

ます。もちろん、市民運動会で去年中止になった

分の要するに商品代とか、そこあたりで執行済み

額は無駄にならないような使い方ができるという

認識で、もうそこで捨てるというわけではありま

せんでしょうから、そこはうまく生かしていただ

きたいという部分と、大した要望じゃありません

から、無駄にしないようにという部分と。確かに

防犯カメラの部分は、例えば学校の体育館の社会

体育の施設であるとか、そこあたりでも実際問題

として今そういう金品のいろんな事件が起こって

おるという連絡が入っておるのが実態です。 

 ですから、そこあたりを加味しての工事請負費

だったのかなというものがありますので、今後、

そういう体育施設の中で、いわゆる事件性のある

部分が起こらないような対策も、本来は使用者が

気をつけていかなきゃいけない部分なんでしょう

けれども、そこあたりの実態は把握しておくべき

必要があるのかなというふうに感じたところであ

りました。 

 以上です。 

○市民スポーツ課長（坂元安夫）旧来、そうい

う部分については設置する考えではございますの

で。ただ、利用者のほうにも今ほどもありました

ように、注意喚起の部分だとか、やはり予防をし

たりとか、ロッカーを実は使われても、ロッカー

に鍵をかけないで御利用されている方等もあって、

そういう部分がございますので、そういうことを

含めまして、注意喚起を含めて対応を考えたいと

いうふうに思っております。 

○委員長（川添公貴）ほかございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（川添公貴）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で、市民スポーツ課を終わります。御苦労

さんでした。 

 ここで休憩します。 

         ～～～～～～～～～～ 

         午前１０時２１分休憩 

         ～～～～～～～～～～ 

         午前１０時２３分開議 

         ～～～～～～～～～～ 

○委員長（川添公貴）休憩前に引き続き会議を

開きます。 

────────────── 

△観光・シティセールス課の審査 

○委員長（川添公貴）観光・シティセールス課

の審査に入ります。 

 部長、説明お願いします。 

○観光・スポーツ対策監兼観光・シティー

セールス課長（古川英利）申しわけございませ

ん。それでは、決算附属書の１１５ページをお願

いいたします。 

 観光・シティセールス課の平成２６年度の主要

施策の成果について、その概要を説明させていた

だきます。 
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 まず１点目、観光誘客事業では（１）において、

観光入り込み客数及び宿泊者数とも前年を上回る

実績となっております。旅行全体に対して旅行商

品造成支援事業を実施し、２２４件、２,３６３人

のツアー参加があり、また、イベントコンベンシ

ョン誘致報償金の交付により、１９件、

５,６９２人の宿泊実績がありました。 

 （２）において、グリーン・ツーリズム推進協

議会が受け入れる修学旅行体験学習が１０校、

１,１６２名の実績となっております。 

 １１６ページの（３）きゃんぱくの継続実施に

関しましては、８３プログラム、１万５,３６１人

の集客が図られたところでございます。 

 １１７ページ、物産販売事業では、（１）におい

て、ウエブサイトを活用した通信販売サイトを実

施するとともに、中段の表にありますように、百

貨店などにおいて最上階に際し地域産品のＰＲ販

売に努めております。グルメ、スイーツでは、キ

ビナゴラーメンやアオサらーめんなどの提供店舗

を表示したパンフレットを作成し、ＰＲを行いま

した。 

 １１８ページ、３、観光施設事業では、（１）に

おいて、３１施設のうち２５施設を指定管理者に

よる管理運営を実施。なお、公有財産利活用基本

方針により、３１施設のうち１１施設の所管がえ

を行いました。 

 （２）観光船の管理運営では、観光船かのこが

対前年比１７％増の４,０３２名の利用実績となっ

ております。 

 （３）にありますが、観光業の振興を図るため、

観光定置網整備、民宿改修等に対し補助金を交付

し、受け入れ態勢の充実強化を図っているところ

でございます。 

 １１９ページ、４、シティセールスプロモーシ

ョン事業では、ホームページ個々の観光物産ガイ

ドの運営や下段に記載のカ、甑島交流促進事業に

おいて、パンフレット作成を初め甑島のプロモー

ション番組の作成・放映を行ったところでござい

ます。 

 １２０ページ、シティセールスマネジメント事

業では、ぽっちゃん計画プロジェクトを推進する

ため、５地区に２名を配置し、商品開発に取り組

んでおります。 

 ６点目、緊急雇用創出事業臨時特例基金事業で

は、県の基金を活用した各事業者が行う商品開

発・販路拡大に取り組んで雇用の確保を図りまし

た。 

 引き続いて、決算の状況について説明をさせて

いただいてよろしいでしょうか。 

○委員長（川添公貴）どうぞ。 

○観光・スポーツ対策監兼観光・シティセー

ルス課（古川英利）それでは、歳出について説

明をさせていただきます。決算書の１３５ページ

をお願いいたします。 

 ５款１項１目労働諸費の当課分につきましては、

決算額６７６万８,７５０円であります。 

 備考欄の中段をお願いいたします。中段少し下

あたりに観光・シティセールス課分がございます

が、内訳については、緊急雇用創出事業臨時特例

基金事業を活用し、市内の事業所の商品開発・販

売力の向上に必要な人材の確保を図りまして、地

域振興と雇用の受け皿創出に取り組むため、市内

事業者に委託したシティセールス物産製造販売業

務委託３人の雇用、それから農家宿泊体験を推進

するために必要な受け入れ農家確保と、体験旅行

者のスムーズな受け入れ態勢を構築するため、観

光物産協会に委託しました農家民宿体験推進事業

業務委託の４件でございます。いずれも県支出金

１００％を充当している事業でございます。 

 次に、決算書１５１ページをお願いいたします。

７款１項３目観光費について、決算額５億

７,５０２万２,２０１円でございます。 

 備考欄１５３ページをお開きください。

１５４ページの備考欄、観光施設の中段の部分、

うち繰越明許費がありますが、委託料の６５９万

３,０００円で、いこいの村いむた池の温泉給湯管

移設事業で工事検討に不測の期間を要したことに

より、前年度からの繰越分で、いこいの村いむた

池温泉給湯管移設事業実施設計業務委託でござい

ます。 

 次に、３段下の工事費４,７５２万８,０００円

は、同じくいむた池の工事と管理道路整備工事で

ございます。 

 １５１ページにお戻りください。備考欄を説明

させていただきます。シティセールス企画総務費

として主なものは、地域おこし協力隊員９名の報

酬、社会保険料などシティセールス活動支援事業

ほか１件、観光物産協会運営支援事業補助金でご

ざいます。 

 次に、シティセールスプロモーション事業費と
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して主なものは、販路拡大推進事業業務委託ほか

１１件、甑島観光誘客宣伝展開負担金などでござ

います。 

 次に、観光誘客事業費として主なものは、旅行

商品造成支援事業業務委託ほか１０件、川内大綱

引補助金ほか２８件でございます。 

 次に、物産販売事業として、薩摩川内市フェイ

スブックページ／ジャパンエスジー運用等業務委

託ほか３件、１５３ページに移りまして、日本自

治体等連合シンガポール事務所運営負担金などで

ございます。 

 次に、観光施設費として主なものは、観光船運

航船員の嘱託員報酬と、それから上甑県民自然レ

クリエーション村指定管理料ほか２０件、港湾機

能高度化施設整備事業長浜港旅客待合所改修工事

ほか１４件、観光船かのこ乗船施設浮き桟橋購入

ほか１０件、甑島水産観光促進補助金３件などで

ございます。 

 次に、翌年度の繰り越しにつきましては、里港、

長浜港旅客待合所増築改修工事で、工事進捗にお

いて不測の期間を要したことにより、年度内の完

成が見込めないため、手数料と工事合わせて１億

５１８万６,０００円を繰り越しております。 

 なお、備考欄の米印の建設整備課分は平成

２７年度より観光・シティセールス課より所管が

えを行った分でございます。 

 次に、歳出額のうち、１節１事業５０万円以上

の不用額について説明をいたします。１５１ペー

ジにお戻りください。 

 ７款１項３目、１節報酬の不用額は、５６万

４００円であります。主なものは、地域おこし協

力隊員の１１月で途中退職による隊員報酬で、追

加募集を行いましたが応募がなく、５６万円が未

執行となったものでございます。 

 次 に、８節報償費の不用額は、９９万

３,３４４円です。主なものは、イベントコンベン

ション誘致事業の執行残７０万４,６９６円でござ

います。９節旅費の不用額は、１５２万

２,５６３円です。主なものは、ぽっちゃん計画プ

ロジェクト事業の隊員の研修旅費の執行残２７万

２,１９１円。同じく普通旅費の執行残９４万

１,２００円で、総務省委託事業、これは１００％

交付金事業でございますが、外部専門家等の旅費

執行残が主なものでございます。 

 次に、１３節委託料の不用額は、４０４万

１,５６８円です。主なものは、ぽっちゃん計画プ

ロジェクト事業の総務省委託分である地域力創造

のための起業者定住促進モデル事業に係るアドバ

イス等支援業務委託の執行残６３万２,３００円、

それから観光船事業費の観光船かのこ浮き桟橋設

置業務委託の執行残１１７万２,９５９円、本土地

域観光施設、それから甑地域の観光施設の指定管

理料の実績確定に伴う精算返納額１５０万

１,１２１円が主なものでございます。 

 次に、１５節工事請負費の不用額は、１２０万

４,６１１円で、主なものは、観光宿泊施設事業費

のいこいの村いむた池の温泉給湯管移設工事の執

行残１０７万９,０００円が主なものです。 

 次に、１９節負担金補助及び交付金の不用額は、

９６５万３,７９５円です。主なものは、観光誘客

事業の旅行商品造成支援事業補助金の執行残

７０３万２,６００円、観光イベント事業費の天候

不良によるイベント中止のための返納分５５万

５,８２３円、観光施設企画調整事業費の水産観光

促進補助金の執行残１７９万２,４４０円が主なも

のです。 

 次に、歳出の未執行について説明いたします。

２０３ページをお願いいたします。 

 中段部分の１１款災害復旧費４項その他公用・

公共施設災害復旧費、１目現年公用・公共施設災

害復旧費、１１節修繕の不用額は１００万円、

１５節工事請負費の不用額は１００万円で、修繕

工事が必要な災害が発生しませんでしたので、未

執行となっております。 

 次に、歳入について説明を申し上げます。決算

書１９ページをお願いいたします。 

 １４款１項５目、１節商工使用料の当課分につ

きましては、調定額１,２５２万７,０４０円に対

しまして、収入済額も同額でございます。 

 ２２ページをお開きください。備考欄の中段よ

り少し上の部分の観光・シティセールス課分をご

らんください。内訳は、商工使用料として主なも

のは、とうごう五色親水公園使用料、生態系保存

資料館、それから観光船乗船料など１４件でござ

います。 

 ３５ページをお願いいたします。１５款２項

５目１節商工費補助金の当課分につきましては、

調定額７,２００万円、収入済額２,５２３万

５,０００円でございます。これは里港、長浜港旅

客待合所改修事業に係る国の港湾機能高度化施設
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整備補助金でありまして、なお、収入未済額の

４,６７６万５,０００円につきましては、先ほど

説明しました事業の年度繰り越しによるものでご

ざいます。 

 引き続き、３９ページをお願いいたします。

３９ページ、下段部分にあります１６款２項１目、

１節総務管理費補助金の当課分につきましては、

調定額１００万円に対しまして収入済額も同額で

ございます。県が行っております地域交流の課題

解決や地域活性化に取り組む補助金で、３月に開

催しました薩摩川内のりものフェスタ事業に係る

県補助金でございます。 

 ４５ページをお願いします。１６款２項５目、

２節観光費補助金につきましては、調定額

２,３３０万４,０００円、収入済額も同額でござ

います。内訳は、観光費補助金として県の特定離

島推進事業の採択を得ました観光船かのこの浮き

桟橋購入事業、甑島観光イベント調査事業、ぽっ

ちゃん計画プロジェクト事業に係る県補助金でご

ざいます。 

 ５１ページを引き続きお願いいたします。下段

の１７款１項１目財産貸付収入、１節土地建物等

貸付収入の当課分につきましては、５４ページの

備考欄にあります調定額６５万５,６００円、収入

済額も同額でございまして、川内大綱引保存会の

収入でございます、貸付料でございます。 

 ５３ページをお願いします。２目１節利子及び

配当金の当課分につきましては、５６ページの備

考欄の上から６行目をごらんください。調定額

１万９,７８８円、収入済額１万９,７８８円でご

ざいます。内訳は、観光振興基金利子収入でござ

います。 

 引き続き、５７ページをお願いいたします。一

番下段の１９款１項５９目観光振興基金繰入金、

１節観光振興基金受入金は、６０ページの備考欄、

調定額２,６４０万円、収入済額も同額で、内訳は、

旅行商品造成支援事業委託、イベントコンベンシ

ョン誘致事業報償金、川内駅イベント、こしき島

アクアスロン大会の補助金の４事業に充当するた

めに繰り入れたものでございます。 

 引き続き、６１ページをお願いいたします。中

段部分の２１款４項４目、１節観光受託事業収入

の当課分につきましては、調定額３４０万

３,２１０円、収入済額も同額で、内訳は、総務省

の地域力創造のための起業者定住促進モデル事業

の受託事業収入でございます。 

 同じく、６１ページの下段、２１款５項４目、

１節雑入の当課分につきましては、７０ページに

なりますが、収入済額１６４万２,４１０円で、竜

仙館の施設納付金、地域のじまんづくりプロジェ

クト経費補助金、遊湯館施設納付金など７件でご

ざいます。なお、歳入の不納欠損はございません。 

 以上が歳入に関する主なものですが、引き続き、

３７９ページをお願いいたします。公有財産のう

ち動産の２行目、浮き桟橋は１の増でございます。

観光船かのこの浮き桟橋を安全面の観点から、長

さ１０メートルのものから２５メートルのものへ

と交換したことによるものです。 

 同じく、（４）物件の行政財産、温泉権及び冷泉

の泉源の増減でありますが、年度中の増減はござ

いません。 

 次の３８０ページをお願いいたします。（５）の

有価証券につきましては、当課分は上から５番目

の株式会社遊湯館５３０万円、一番下の株式会社

薩摩川内市観光物産協会の２００万円で増減はご

ざいません。 

 （７）無体財産権、３８２ページをお願いいた

します。平成２２年１月２９日に登録されました

ロゴマークの商標登録で増減はございません。 

 最後に、３８５ページです。基金につきまして

は、下から４番目の欄の観光振興基金であります。

増減高マイナス２,６３８万円につきましては、繰

入金として２,６４０万円を旅行商品造成支援事業

業務委託など４事業に充当し、利子相当分２万円

を相殺した額であります。 

 以上で、観光・シティセールス課の決算状況に

関する説明を終わります。よろしく御審査賜りま

すようお願い申し上げます。 

○委員長（川添公貴）ありがとうございました。 

 これより質疑を行います。質疑はございません

か。 

○委員（江口是彦）観光・シティセールス課に

ついてはいろいろお聞きしたいのがあるんですけ

ど、２点だけ数字的な確認も含めて教えてくださ

い。 

 一つは、附属書の１１５ページで説明なされま

した観光客の入り込み数、甑島分について具体的

にちょっと数字を教えていただければと思います。 

 それから２点目、これは決算書の１５４ページ、

上甑の県民自然レクリエーション村指定管理料ほ
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か、いろいろ２０件ほど指定管理料が出ています

けど、具体的に上甑の自然レクリエーション村の

場合で幾らかかるのか、それを例に挙げてちょっ

とお示ししていただければ、これは非常に立派な

施設なので、村時代から里とか鹿島はよく子ども

たちも遠足に行くような立派な、それで普通の私

たちも年に１回ぐらいは遊びに行きたいなあと思

うような施設だったので、それで十数年ぶりにこ

とし初めて行ったんです。それで、確かにいろい

ろ管理されていたので、使用料は３５万ぐらい年

間入っているようですが、この指定管理料を幾ら

ぐらいかかっているものか、教えてください。 

 以上２件。 

○観光・シティセールス課課長代理（有馬眞

二郎）観光入り込み客数の甑島分につきましては、

入り込み客が６万１,２８１名です。宿泊につきま

しては、２万９,２８１名となっております。 

○委員長（川添公貴）指定管理料。 

○観光・スポーツ対策監兼観光・シティセー

ルス課長（古川英利）済いません、指定管理料

についてはちょっとお時間ください…。管理委託

料といたしまして、９４９万５,７７１円でござい

ます。 

○委員長（川添公貴）自然レクリエーション分

ですよ。 

○委員（江口是彦）わかりました、資料でも出

てきているようですので。観光客入り込み数の前

年度も含めてちょっと。今のは平成２６年度の実

績ですね、それで平成２５年度もちょっと参考の

ために教えていただけますかね。 

○観光・スポーツ対策監兼観光・シティセー

ルス課長（古川英利）平成２５年度の甑島の入

り込み客数は５万７７７２名です。宿泊につきま

しては３万２,６３５名でございます。 

○委員（江口是彦）はい、わかりました。 

○委員長（川添公貴）ほかございませんか。 

○委員（小田原勇次郎）私、観光・シティセー

ルス課の皆さん方が一生懸命頑張っておられると

いう部分は敬意を表しながら、総論部分にちょっ

と課長教えてください。 

 どうとかというと、一応、成長戦略で観光ビジ

ネスを取り組む形でやっていますから、そうした

ときに、観光ビジネスとなった場合は、やはり民

活、行政はそれ一生懸命になるのはわかるんです

が。民間が一生懸命になったその実績が上がって

おられるのかなという分を、非常にどう見たらい

いのかなというふうな私はちょっと迷っておる、

考え方が。例えば今、江口委員がおっしゃった甑

島の観光、確かに市長は甑島の観光で伸びてると

いう部分、おっしゃるとこはわかるんですが。片

や交通貿易課の甑航路の実績を見たときに、前年

度で高速船は確かに、前年度実績よりも高速船は

５ , ０ ０ ０ 人 増 な ん で す が 、 フ ェ リ ー は

９,０００人減っているんです。総体で、航路利用

者は４,０００人減っているんですね。 

 そうした中において、どう甑観光の部分を捉え

ていけばいいのかなというのがわからないという

のが１点。 

 そして、附属書の説明の中で旅行商品の造成支

援事業イベントコンベンションの誘致奨励事業と

いうのがあるんですが、この事業が実績が前年度

を下回っているんですね。 

 例えば、旅行商品造成事業は前年度よりも

６５８人減っています、取扱高が。そして、イベ

ントコンベンション誘致事業は８３人減っている。

これは平成２５年度との比較なんですが。そうし

た部分、そしてあと、川内大綱引、川内駅イベン

ト、これも大きく伸びているだろうなと思うんで

すが、果たして川内大綱引も参加者が３,０００人

という新聞報道の中で、６万人本当にあの国道の

中に集まっているのかよという捉え方、あの参加

者は３,０００人おったら、少なくとも、多く見積

もっても参加者の１０倍だろうと、そうしたとき

に３万という形の中において、６万というこの実

績を我々は本当に観光実績として捉えていいもの

かなという部分もあります。 

 それは、現場に行った感覚です。ですから、要

は観光実績として本当に民活が動いた中、民活、

いわゆる民間が一生懸命動いた中において、実績

が上がっているという捉え方をすべきなのかとい

う部分を総論としてちょっとお聞かせを願いたい

んですが。 

○観光・スポーツ対策監兼観光・シティセー

ルス課長（古川英利）実績が上がっているかと

いう部分については、少しずつですが、実績は上

がっているというふうに認識しております。 

 今、るるおっしゃった中でちょっと整理したい

んですが、まず、観光統計の話でいうと、イベン

トの数については、主催者発表もそのまま入れて

おりますが、おっしゃったとおり実数としては非
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常に危うい数字なんですね。我々はトレンドとし

て見ています。要は、対前年比でふえたか減った

かという捉え方で、最終的には地元の事業者の雇

用の数であるとか、そんな実感がある数字でない

といけないというふうに考えております。 

 で、フェリーで減っているという部分でいうと、

二つ要因がありまして、社会減、あるいは公共事

業の減を観光旅行者でカバーし切れていないので、

マイナスになっているというふうに考えています。 

 またあわせて、旅行誘客に関しましては、これ

本当御存じのとおり、非常に厳しい競争社会であ

りまして、目新しさという部分でどう打って出る

かというところで如実に出てくると思っておりま

すので、ここは営業の戦略も含めて気合い入れて

いかないといけないんですが、一番肝要なのは、

御指摘のとおり地元の盛り上がりということです。 

 若手を中心に、３０代、４０代を中心に甑のほ

うではそういった自主的な動きが出てきています

ので、行政である程度プロモーションはお手伝い

はできますが、最終的には自分たちで頑張らない

といけないというスタンスで、また対話を繰り返

しながら今やっている状況で、我々が知らないと

ころでそういう自主的な動きが、特に上甑のほう

では出てきているので、そういったのを市全体に

広げていきたいというふうに考えております。 

 以上です。 

○委員（小田原勇次郎）私の発言は、決してシ

ティセールス課の皆さん方のやり方が生ぬるいと

いう言い方での指摘も意見として申し上げたわけ

ではありませんので、やはり観光を取り組む以上

は行政が何ぼ一生懸命やっても、やっぱり民の

方々が実際に危機感を持って取り組んでいただか

なければ、要は例えば最近聞く中でも、旅館業者

の方々が観光業者もなかなか入りづらいと。要は、

工事関係者がもう押さえてしまっていて、観光者

は入りづらいというような実態等も聞く中におい

て、本当に観光に取り組む姿勢があるのかという

部分は再度やはり行政から働きかけながら、民の

方々が一生懸命取り組まなければ観光はなってい

かないんですよというスタンスは貫いていただき

たいというふうに御意見は申し上げておくところ

です。 

 あわせて、監査委員からもことしの御指摘の中

に、イベント事業については類似のイベントの事

業や補助金も含めて、あり方を検討、研究された

いという御指摘もあります。それもやはり自分た

ちで何とか財源を集めようという意欲のある補助

の出し方の部分と、事業によっては補助金に非常

に頼っているなあというようなイベントも見受け

られる。そこあたりを監査委員のほうからも御指

摘があったのなというふうに思っておりますので、

今の観光という部分もあわせて、イベントにつき

ましても、自分たちで何とかしていこうという民

の意欲を喚起するという部分も、また意を尽くし

ていただきたいなというふうに一応、御意見だけ

申し上げておきます。 

 以上です。 

○委員長（川添公貴）この決算の中の補助金の

扱いについて、どのように考えるか、それが有効

活用されているのかという質問であると思います。

それを監査委員の指摘を受けて、平成２８年度に

どのように生かすのかというような御質問だろう

かと思いますので、そこをまとめてお答え願いた

い。 

○観光・スポーツ対策監兼観光・シティセー

ルス課長（古川英利）イベント補助金につきま

しては、二つ効果がありまして、一つは、地元の

盛り上がりをつくり出すということと、もう一つ

は、観光客に対しまして目新しさという部分で、

きっかけになるというところの売り込みにぜひ使

いたいというふうに考えています。 

 監査のほうからの御指摘は、もうおっしゃると

おりでございますが、私どもといたしましては、

実行委員会がここも自主的に自主財源をつかんで

いくような機運というか、お願いといいますか、

そういったコミュニケーションをとりながらやっ

ていくという部分と、観光目的のイベントと従来

は伝統的にやられていた部分の性格的なところが

今混在しているところもございまして、いずれに

いたしましても、実行委員会の方とよく話をしな

がら変えていきたい、見直していきたいというふ

うに思っているところでございます。 

 以上です。 

○委員長（川添公貴）ほか御質問ありませんか。 

○委員（成川幸太郎）一つだけ教えてください。 

 きゃんぱくが大分定着してきているんじゃない

かと思うんですが。１万５,３６１人のうち観光と

いうことでは、できたら市外からどういうふうに

集めるのかということが大きなポイントだろうと

思うんですが、このうちの市外から来られた人数
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というのがわかっていれば教えてください。 

○観光・スポーツ対策監兼観光・シティセー

ルス課長（古川英利）市外に対しましては、私

どもは二つやり方がありまして、コンビニなどを

通じて直接ガイドブックを手にとってもらうとい

うことと、フェイスブックなどを使って勧誘する、

あるいはテレビで取材で取り上げていただくとい

うところでありまして、現実的には今、市内の方

がプログラムでも違うんですけども、全体として

は３割から４割を行ったり来たりしているところ

でございます。 

 川内川花火大会のようなのがあれば、市外県外

もあるんですけども、ハンドメイド的なものにつ

いては、市内がほとんどでありますので、今考え

ていますのは、参加した人が口コミで市外の人を

誘ってくださいというようなこともあわせて今取

り組んでいるところでございます。全体的には

３割から４割を行ったり来たりという状況でござ

います。 

○委員長（川添公貴）質問は市外の方がどれぐ

らいかということでしたけど、差し引けば７割が

市外ということやと。 

○観光・スポーツ対策監兼観光・シティセー

ルス課長（古川英利）済いません。市外が３割

から４割を―全体に対する市外からが３割から

４割を、ということです。 

○委員（瀬尾和敬）先ほど附属書の１１８ペー

ジのところで、いこいの村いむた池の温泉送湯管

移設工事４,５００万と言われました。名前も変わ

っているのに、やっぱりこれを使うというのは、

このころのための工事だということでこうされた

んだろうなと思うんですが、口さがない人に言わ

せますと、あそこはＣｏＣｏフォレいむた清風と

いう名前に変わって、最近は……名前が変わって、

犬を遊ばせたりする、そういう施設になっている

と。実際、あそこに行きますと、料理もいい料理

を出してくださるし、中身は充実しているんです

が、こういう４,５００万以上約５,０００万ぐら

いかけてやるというのは、市として当然のことだ

ったかもしれませんが、こんだけの大金を投入す

るのに、果たしてそれが十分に生かされているの

かというものが一つにあります。 

 その辺のところについてのお考えをちょっとお

伺いしたい。 

○観光・スポーツ対策監兼観光・シティセー

ルス課長（古川英利）予算を提案させていただ

いたときも、苦渋のやっぱり決断であったんです

けども、あの施設を整備されるときに、登記をし

ていない状態で給湯管を配管されているというこ

とに対しまして、それを新しい事業者に引き継ぐ

ことが契約的にはできても、後で瑕疵担保という

ことで責任がとれるかということで、登記を全部

やる、登記をする、地上権の設定も含めて、そう

いったことと市道に全部移す、二つ検討したんで

すけども、やはり相続が明治時代まで上がってい

ますので、簡単にできないだろうということで、

これだけのまた投資になってしまったというふう

に考えております。 

 ただあと、その効果があるかということについ

ては、今のところは犬に特化したホテルというこ

とで、犬を飼っていらっしゃらない方も利用され

ているようなんですけども、施設として生き残っ

ている状態があるので、今のところは何とか大丈

夫なんですが、ただ、ラムサールの１０周年を迎

えて、まだまだ一般のお客が来たり、それから登

山も含めて、あそこに観光客がまだどんどん来て

るかというと、まだ不十分であると思いますので、

そこはまたホテル側とも話をしながら、あるいは

愛好家の方々とも話をしながら活性化をしていき

たいとは考えているところです。 

 以上です。 

○委員（瀬尾和敬）あの施設は旧祁答院町にと

っては、町民のよりどころである施設でありまし

た。そういう意味で、できるだけこういう約

５,０００万近くも投入して市が何とかあの施設を

しっかりと維持してもらいたいという思いがある

とするならば、あそこがもうちょっと、もうちょ

っと人気が出て、はやってもらいたいなという思

いがあります。 

 たまに中に行きますと、私は犬が嫌いなもので

すから、犬がほえると、しぴっとひったまがって、

そういうのもあります。 

 だから、地域の人たちにとってあれが本当に安

らぎの場とかいうみたいになるのはちょっとほど

遠いのかなという気もしますが。ただ、もう九州

リゾートさんにお任せしたからには、もうしよう

がありませんので、これから見守っていきたいと

考えます。あなたもそう思いですね。 

○委員長（川添公貴）質問の内容は、施設だけ

残して市民が有効活用できない状況にあるんじゃ



－13－ 

ないかと。それを危惧されての質問だと思うんで、

そこ辺をしっかりと答弁するように。 

○観光・スポーツ対策監兼観光・シティセー

ルス課長（古川英利）料金設定等で使いにくく

なったということも含めて、地元からのお声は聞

いているんですけども、逆に犬を飼っている方は、

喜んでいただいている部分がございます。施設の

存続と藺牟田池全体がもっと観光客がふえるよう

にということで、ホテル側とも事業者側ともよく

話をしながら、お客様に評価されるように、市民

の方にも評価されるようにしたいと思います。 

○委員長（川添公貴）ほかございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（川添公貴）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で、観光・シティセールス課を終わります。

御苦労さまでした。 

────────────── 

△商工政策課の審査 

○委員長（川添公貴）次に、商工政策課の審査

に入ります。 

 部長の説明を求めます。 

○商工観光部長（末永隆光）それでは、決算附

属書の１０４ページをお開きください。 

 商工政策課に係ります平成２６年度決算の概要

につきまして御説明申し上げます。 

 まず、２、商業の振興では、（１）において太平

橋通り商店街振興組合が実施した商店街共同施設

整備、いわゆるアーケード改修に対し補助金を交

付しております。 

 （２）から（４）までにおいて、商工会議所及

び商工会に対し、各種指導補助金などを交付した

ほか、中小企業の経営安定及び地域成長戦略ビジ

ネスを支援するため、中小企業対策利子補助や中

小企業元気づくり補助金などを交付しております。 

 １０５ページの（５）、（６）におきまして、創

業支援を促進するため、企業にかかわる経費の一

部を補助する新産業創造事業を実施するとともに、

産業競争力強化法に基づき関係団体で連携して、

創業支援ネットワーク会議を立ち上げ、創業セミ

ナーや創業スクールなどを行う創業支援事業計画

を策定し、国の認定を受けたところであります。 

 （７）から（９）において、法令に基づく立入

検査や指導を実施いたしました。 

 （１０）において、川内原発運転停止の影響を

受けております県料飲業生活衛生同業組合薩摩川

内支部など６団体が提案実施した、プレミアム商

品券発行事業に対し、プレミアム分と事務費の一

部を補助し、総額１億２,０００万円の販売を行い、

地域経済の活性化を図りました。 

 内訳は、１０６ページ、上段の事業実績の表を

御参照ください。 

 次に、３、中心市街地の活性化では、（１）にお

きまして、中心市街地活性化協議会にかわる組織

として、新たに薩摩川内わいわいタウンミーティ

ングが設立され、中心市街地におけるイベントや

空き店舗活用の検討など具体的な活動が展開され

ております。 

 １０７ページをごらんください。（２）におきま

して、株式会社まちづくり薩摩川内が実施するテ

ナントミックス事業に補助金を交付し、１５軒の

空き店舗の借り上げや３軒のシェアオフィスに結

びついております。 

 次に、４、緊急雇用創出事業臨時特例基金事業

では、起業支援や多様な人づくりを進めるため、

シティセールス物産販売事業など７事業を実施し、

１７名の雇用を創出しております。 

 次に、５、労働福祉行政におきましては、

１０８ページまでにわたりますが、（１）において、

ＦＩＭ及び豊瑛電研の工場閉鎖に伴い、引き続き

総合相談窓口の開設、特別労働相談会及び合同就

職面談会を開催し、離職者の再就職支援を行った

ところであります。 

 次に、６、企業工業の振興におきましては、

（１）におきまして、市内企業間の交流、情報交

換、技術提供によるビジネス拡大を進めるため、

薩摩川内市企業連携協議会と連携して講演会、セ

ミナー、企業見学会、企業マッチングフェアを開

催するとともに、市内企業、学校等と連携し、メ

イドイン薩摩川内独立電源型ＬＥＤ灯の開発・製

造を支援したところであります。 

 また、（２）におきまして、県外企業１４６社を

訪問するとともに、立地優遇制度の紹介や副市長

によるトップセールスを実施いたしました。成果

といたしまして、５社と立地協定を締結し、過年

度に立地協定を締結した企業を対象に４件の用地

取得補助金等の交付を行ったところであります。 

 以上で概要説明を終わります。よろしく御審査

くださいますようお願い申し上げます。詳細につ

きましては、この後、課長が説明をいたします。 

○商工政策課長（宮里敏郎）それでは、商工政
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策課に係る決算の状況について御説明いたします。 

 まず、歳出について説明いたします。 

 平成２６年度薩摩川内市各会計歳入歳出決算書

の１３５ページをお開きください。 

 ５款１項１目労働諸費のうち、本課分の支出済

額は、５,７９７万６,６９２円でございます。備

考欄を説明いたします。 

 事項、労働者福祉対策費の本課分は、支出済額

が１,４００万２８５円で、主な支出は、緊急雇用

として臨時職員１３人を市道伐採事業のために雇

い入れた賃金１,０６８万２,６００円と、それに

伴う社会保険料、予防接種委託料、草刈り機取扱

講習会受講料及び離職者のための合同就職面談会

の開催業務委託費でございます。 

 事項、勤労者福祉施設管理費の支出済額が

１,９３５万４,７８４円で、主な支出は、勤労青

少年ホーム指定管理業務委託、東郷共同福祉施設

指定管理業務委託など５件の委託料及び勤労青少

年ホームの借地料３０万円でございます。 

 緊急雇用創出事業臨時特例基金事業の本課分の

支出済額は、１１７万３,７６１円で、起業支援型

地域雇用創造事業として、株式会社まちづくり薩

摩川内に委託して実施した１事業分でございます。

１目労働諸費の１節５０万円以上の不用額はござ

いません。 

 次に、１４７ページをお開きください。７款

１項１目商工総務費で本課分の支出済額は２億

９,４９８万５,７４９円です。主な支出は、職員

給与費として商工観光部職員３７人分の人件費の

支出でございます。 

 １目商工総務費の１節５０万円以上の不用額に

ついて、職員手当等の７８万８,３８１円がござい

ますけども、これは商工観光部全体の職員の時間

外勤務手当の執行残でございます。 

 次に、同じく１４７ページ、２目商工振興費で

は、本課分の支出済額が２億７ ,７０１万

５,４１０円でございます。備考欄を説明いたしま

す。 

 事項、商工振興費の本課分の支出済額が１億

６,３６１万４,７４８円で、主な内容は、県中小

企業団体中央会への負担金１５万円、１４９ペー

ジからになりますけども、商工会議所等指導事業

補助金ほか１２件がございますが、これは川内商

工会議所及び薩摩川内市商工会への指導事業補助

金２,２００万円、中心市街地商店街アーケード維

持費管理費補助金として１２万６,０００円、太平

橋通り商店街アーケード改修費補助金として

２,３１３万９,５００円、中小企業対策利子補助

金といたしまして、１,１２７件分の８,８６３万

３,８００円、緊急保証制度保証料補助といたしま

して６件分の７１万２,２００円、中小企業元気づ

くり補助金といたしまして１３件分の１５０万

８,３００円、地域成長戦略に取り組む事業所のた

めの地域成長戦略対策利子補助金といたしまして、

７４件分の４０２万６,９００円、川内原発停止に

伴う緊急経済対策事業として実施しました提案公

募型プレミアム事業補助金といたしまして、６団

体に交付した１,５００万９,８８８円、商工業者

店舗改装費補助金として１３件分の２３３万

８,０００円、薩摩川内市商工会女性部のおもてな

し事業補助金として３０万円、新産業・新規創業

を支援するための創業チャレンジ支援事業補助金

として、１９件、２１７万８００円、中心市街地

以外における空き店舗改装費及び新規雇用補助金

といたしまして、４件分の２８８万９,０００円、

新産業創業補助金としての１件分、５万

７,０００円でございます。 

 なお、繰越明許費につきましては、太平橋商店

街 ア ー ケ ー ド 改 修 補 助金 の ２ , ３ １ ３ 万

９,５００円でございます。 

 次に、事項、中心市街地活性化事業費の本課分

の支出済額は４,８３８万９,００７円でございま

す。主な支出は、委託料といたしまして、株式会

社まちづくり薩摩川内に委託いたしました、まち

あいサロン運営業務委託、街なか情報発信等業務

委託、きやんせふるさと館管理業務委託、街なか

にぎわい支援事業業務委託、中心市街地花いっぱ

い運動委託、情報表示板点検業務委託の計

１,５４１万６,６６４円でございます。 

 備品購入費で市営横馬場駐車場の入出庫システ

ム１,２９６万円の購入をいたしまして設置をして

おります。また、株式会社まちづくり薩摩川内に

対しまして、中心市街地テナントミックス支援事

業補助金として、１,４４２万５,０００円を支出

いたしました。 

 なお、このテナントミックス事業によりまして、

現在、現時点で１７店舗が新規開業しております。 

 次に、事項、企業立地対策費の本課分の支出済

額は６,５０１万１,６５５円でございます。主な

支出で、企業立地審査会報酬につきましては、
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３回の審査会開催に伴う報酬でございます。委託

料では、企業連携協議会運営委託費としまして

４９５万７,２００円のほか２件、企業立地支援補

助金といたしまして立地協定を締結した４事業所

に対し、補助金５,５８３万８,０００円を交付い

たしました。 

 ２目商工振興費における１節５０万円以上の不

用額につきましては、１８節の備品購入費で本課

分の不用額が１５４万円でございますが、これは、

横馬場駐車場の入出庫システムの執行残でござい

ます。 

 次に、１９節の負担金補助及び交付金で本課分

の不用額が１,２４７万６７５円ございますけども、

これは商工業者店舗改装費補助金の申請件数の減

による執行残が１６６万２,０００円、新産業創造

事業につきましては、結果的に補助まで至らなか

ったことによる執行残が８６６万１,０００円、テ

ナントミックス支援事業補助金の執行残が

１７２万６,０００円等が主な理由でございます。 

 次に、歳入について御説明いたします。資料

１９ページのほうになります。 

 １４款１項５目、１節商工使用料で、本課の収

入済額が８０６万３,４２０円でございます。内容

は、勤労青少年ホーム、きやんせふるさと館、東

郷共同福祉施設、入来勤労者技術研修館の使用料

及び各施設に係る行政財産使用料でございます。 

 次に、４７ページをお開きください。１０目労

働費補助金、１節労働諸費補助金で、緊急雇用創

出事業臨時特例基金事業は各課が取り組んだ７事

業に係る補助金２,４６２万１,６２３円を受け入

れたものでございます。 

 なお、この事業の補助率は１００％となってお

ります。 

 次は、５１ページになります。３項５目１節の

商工費委託金で、本課分は、計量法に基づく商品

量目調査に関する権限移譲事務委託金３５万円を

受け入れております。 

 次は、５３ページになります。１７款１項１目、

１節の土地建物貸付収入でございますが、本課分

は、ワーキングプラザけどういんにおける九電・

ＮＴＴ電柱に係る借地料９,０００円を受け入れて

おります。 

 次は、６９ページになります。２１款５項４目、

１節雑入で、本課分の収入済額は４７８万

３,５１０円でございます。内容は、きやんせふる

さと館ほか２施設に係る電気料等の実費収入金で

ございます。 

 次に、財産について御説明いたします。資料

３８０ページになります。 

 まず、有価証券についてですけども、こしき海

洋深層水株式会社の２５０万円及び株式会社まち

づくり薩摩川内の３００万円でございますが、こ

れは前年度と変動はございませんでした。 

 続きまして、３８１ページに記載してございま

す県信用保証協会の出捐金３,３２５万円について

も、年度中の増減はございません。 

 次が３８３ページでございます。重要物品の現

在高調べでございますけども、本課分につきまし

ては、機械器具類の増、１０のうち一つになりま

す。これは先ほどから説明しております市営横馬

場駐車場に設置いたしました駐車場の入出庫シス

テムの購入によるものでございます。 

 以上で概要の説明を終わります。御審査のほど

よろしくお願いいたします。 

 なお、質疑に対する数値的な答弁につきまして、

課長代理、グループ長を含め回答させていただき

たいと思いますので、御了承くださいますようお

願いいたします。 

○委員長（川添公貴）ありがとうございました。 

 これより質疑を行います。質疑はございません

か。 

○委員（成川幸太郎）業務委託のところで花い

っぱい運動の委託があるというふうに言われたん

ですが、これはどこへ委託して、どういう形の委

託業務なのでしょうか。 

○商工政策課長（宮里敏郎）花いっぱい運動に

つきましては、実施場所については、駅前の昭和

通り、それから向田本通りの一部、それと太平橋

通り会の一部になりますけども、業務で委託して

いる分については、昭和通りのフラワーポットを

置いてある分についての管理委託についてをシル

バー人材センターのほうに委託して維持管理して

もらっている分でございます。 

○委員（成川幸太郎）花いっぱい運動にはいろ

んなコミュニティとか自治会とかに補助金的な形

でされていると思ったんですが、それを委託でさ

れてるというのはちょっとどういうことかなと思

いました。 

 で、通り会とかそういうところでできないのか、

委託までしなきゃいけないのか、従来のほかのと
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ころと一緒で補助金的な扱いでやることはできな

かったのかなというのを感じますけど。 

○商工政策課長（宮里敏郎）このことにつきま

して、先ほど言いました太平橋の分については、

これは中身的には花の苗だけをやって、管理につ

いては地元でやっていただくということにしてい

ますけども、今おっしゃったように、昭和通りに

ついては、当初通り会等でやっていただけないか

ということで御相談申し上げたんですが、通り会

が解散しておりまして、なかなかそれが受託して

いただけなかったと。本年度については、ちょう

ど昨年度までは玄関口であるということで、その

まま市が委託をお願いして維持管理しております

けども、今年度まで委託しておりますけども、来

年度の取り扱いについては、今検討中でございま

す。 

○委員（成川幸太郎）いろんなコミュニティで

もこの花いっぱい運動については、余りにも分散

化してちょっと集中的にしたほうがいいんじゃな

いかとかということもあるんですけども。市民団

体とかボランティア関係にして補助金的な形で、

コミュニティは大体５０万じゃなかったですかね、

１６０万ここの地区だけに出るというのはすごい

大きな金額で、みんないろんなところで苦労をさ

れて、自分たちのコミュニティの負担金やら出し

ながらやられているんですけども、ここだけ

１６０万こうして出るということ自体に不満が出

そうな気がするんですけども。今後、そういった

ことも考えながら、執行していただければなとい

うふうに思います。 

○商工政策課長（宮里敏郎）済いません。今言

われた１６０万という金額ではなくて、花いっぱ

い運動事業の委託については１９万９,１８８円で

執行しているものでございます。 

○委員長（川添公貴）質問の趣旨は、金額の見

間違いはあったにしても、委託でやるのはおかし

いんじゃないのと、が結論です。ほかがみんな補

助金なりをいただいて、各団体が努力をされてい

る中で、ここだけなぜ委託をかけなきゃいけない

のかというのが質問の本旨でありますので、そこ

を十分踏まえて答弁をお願いします。よろしいで

すか。 

○委員（小田原勇次郎）私は、２点あるんです

が、まず１点目から、中心市街地の活性化事業に

ついて、今回、監査委員からも中心市街地活性化

事業について費用対効果の面からも、事業収入で

設定するなど事業のあり方を今後関係団体と意見

調整図られたいという御指摘が入っています。 

 それにも関連してなんですが、中心市街地活性

化の中で私がお伺いしたいのは３点、まちあいサ

ロン運営業務委託料で５２２万９,０００円を払っ

ています。そして、街なか情報発信に同じく業務

委託料が２６２万８,０００円お支払いしています。

この二つの事業による事業効果をどのように捉え

ておられるのかというのかという部分、それとあ

と、中心市街地については、横馬場の駐車場の件

です。 

 今回、備品購入で１,２００万、いわゆる入出庫

のシステムを購入されているんですが、これは委

託料の中でちょっと横馬場駐車場の委託料を探し

切らんかったので、横馬場市営駐車場の委託の実

態をお聞かせ願いたい。要は、横馬場駐車場の中

で、無料台数、有料台数は実績として報告してあ

りますけれども、半分は無料台数であると。 

 そうした中で、行政財産使用料で上がってくれ

ば、１万七千幾ばくかの行政財産使用料があった

んですが、その部分が駐車場料金として捉えてい

いのかどうか、そこあたりを。要は横馬場駐車場

について何が言いたいかというと、この入出庫で

１,２００万、要するに備品購入をしているもので

すから、半分はもう無料の人たちが使う部分、そ

うした中において、民間だったらこういう経費の

かけ方はせんだろうなと。何かお金がかからない

ような駐車場の利活用策という部分を、入庫管理

だけに経費をかけないようなそういう利活用、中

心市街地の活性化ですから、そこあたりを念頭に

置いた御施策はないのか、ちょっとそこあたりも

お聞かせください。 

 以上です。 

○商工政策課長（宮里敏郎）まず、まちあいサ

ロンと、それから情報発信業務についての費用対

効果ということだと思うんですけども。まちあい

サロンにつきましては、大体年間１,３００人程度

の方が利用していただいておりまして、特に山形

屋前にありますので、高齢者等に非常によく利用

していただいている施設だということで、これは

十分中心市街地のにぎわい、あるいは情報発信等

を行える拠点として十分機能ができているものだ

と、我々のほうは認識しているところでございま

す。 
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 また、情報発信業務につきましても、情報表示

板の活用については、いろいろ御指摘をいただい

ておりますので、ここの活用法については、音声

と連動していないという大きな欠点がございます

けども、映像だけで見えるようないろんな情報に

ついては、例年ずっと中身を入れかえて情報発信

をしているところでございます。 

 また、情報発信については、ライブ中継ができ

るということで、そういう機能を持っております

ので、先般、実施されました大綱引のときには昨

年度からライブ中継もそこで発信はしておりまし

ているところですけども、情報発信業務について

は、それ以外にペーパーでも発信情報の、新しい

店舗等の情報発信をしていただくような業務を委

託しておりますので、中身についてはまだまだ検

討する必要があると思いますけども、ある程度費

用対効果としては持ち得ているというふうに当課

としては考えております。 

 また、市営横馬場駐車場の委託料が出てこない

分につきましては、市営横馬場駐車場、今、利用

料金制にしております。ですので、指定管理の利

用料金制ですので、予算として歳入も歳出も予算

のほうには計上はされていないということでござ

います。 

 それと、入出庫システムの取りかえにつきまし

ては、これできてから２０年近くたつ施設でござ

いまして、もう数年前から出庫の際にトラブルが

相当発生しておりました。これはもう機材全体を

取りかえないと、部分的な取りかえができないと

いうことで、昨年予算をお願いして取りかえさせ

ていただいたもので、これも利用者にとっては利

便性の向上につながっているというふうに判断し

ております。 

○委員（小田原勇次郎）１点目のほうの中心市

街地につきましては、おおむね御答弁、あとはま

たこの横馬場駐車場についてのいわゆる指定料金

制の収支の部分についてはまた後ほど原課さんの

ほうで教えていただいて、採算の部分については

また議論をさせていただきたいと思います。 

 あと、街なか情報発信につきましては、画面は

生きているんですけども、アーケードの中で流れ

ているのはＦＭさつませんだいがアーケードで流

れておるという実態の中において、ちぐはぐな情

報発信をなさっておられるなあという、どちらを

メーンで情報発信機能として考えておられるのか

なというのを、今後また、検討される必要がある

のかなというふうな認識を持っておるところでご

ざいます。 

 この中心市街地については、これで終わりたい

と思います。 

 次の質問をさせていただきたいんですが、平成

２６年度の当初で、いわゆる緊急経済対策事業と

していろんな事業を取り組まれました。御報告で

もあったところです。その中で、主には方針とし

て、提案公募型のプレミアム商品券の事業がござ

いますね、ことしはもうとり行っていたかどうか、

私も提案公募型につきまして、平成２５年度と比

較したときにもう同一団体が実施しておるという

のが実態であります。 

 ですから、この緊急経済対策事業は原発の１号

機、２号機が停止していることによって、いわゆ

る経済的な影響を受けている人たちを救済するた

めの事業であるという認識で始まった予算ですか

ら、今後、これらについても、縮小していくお考

えであるのかどうかの確認。 

 それと、ちょっと私の認識不足で済いません。

この提案公募型につきましては、プレミアム分に

ついて上限１００万円、事務費については補助率

５０％の上限５０万円という書き方がしてあるん

ですけれども、補助実績は１５０万円を超えてる

部分があるものですから、そこあたりの実態をち

ょっと教えていただきたいんですが。 

○商工政策課長（宮里敏郎）まず、緊急経済対

策としての捉え方ですけども、今、小田原委員言

われたとおり、これは原発１・２号機あるいはそ

の前からいうと、リーマンショックからの緊急経

済対策として支援してきたものでございますので、

一応、これについてはおおむね平成２６年度をも

って緊急経済対策という事業については、一旦あ

る程度目的は達成できたというふうな判断を当課

ではしております。 

 ですから、平成２７年度において、一部緊急経

済対策については、予算も含め大きな見直しをさ

せていただいているところでございます。 

 あと、提案公募型のプレミアム事業、１団体当

たり１５０万を超えている分については、これ実

績といたしまして１団体当たり１回１５０万が限

度だったんですけども、これ１回で予算の範囲内

でと思っていましたので、当然１弾が終わって、

またさらに予算の中で２弾目を実施された分がご
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ざいますので、その分補助金の分も１団体当たり

の分が１５０万超えているところがあるというこ

とになります。 

○委員長（川添公貴）あと特定の者に偏ってい

るんじゃないかという質問があったんですよ。 

○商工政策課長（宮里敏郎）この提案公募型の

プレミアムについては、特に原発１・２号機の停

止に伴って影響を受けている団体ということで、

ある程度我々のほうで団体絞った経緯がございま

す。これは小売業であったりとか、飲食業であっ

たりとか、地域の商店街、サービス業というよう

なことで、業種を絞った中で提案公募をさせてい

ただいた関係で、この３年間、同じような団体が

申請されていたということになりますが、今年度

からはこのような実は提案公募型実施しているん

ですけども、今実施しようとしているんですが、

今回からはもう地域活性化ということですので、

その団体には限らず、どうぞ地域の活性化事業と

いうことで提案を上げてくださいというふうに中

身変えておりますので、ことしからはその辺がま

たばらけてくるというふうに予想しているところ

です。 

○委員（小田原勇次郎）はい、わかりました。

一応、平成２６年度でこの緊急経済対策という部

分については終結したという見通しであると、判

断であるという部分については理解をいたしまし

た。 

 一番懸念しておったのは、こういう補助金関係

はいわゆる既得権益、もうもらい始めるとそれが

もう当たり前になってしまって、なぜ来年出さな

いのかというような部分がどうしてもつきまとう

制度が補助金制度ですから、そういう判断という

のは、行政はある程度毅然とした態度で臨んでい

かれるような補助制度であってほしいというふう

に、これは要望じゃないですけども、そういうふ

うに考えての質問でありました。 

 以上です。ありがとうございました。 

○委員（江口是彦）１点だけ、お聞かせくださ

い。附属書の１０６ページに示されている買い物

不便地域支援モデル事業についてです。これは平

成２５年度から５年間でいわゆるモデル事業とし

て今進められていると思うんですが、４７自治会

を対象になっているということで、これを今後の

可能性っていうか、実績どうなんだろうかな。甑

島でいうと自治会にお店がないところもいくつか

も今高齢化になってきていますので、お店がなく

なったりしたところあるんですが。例えばこの事

業で言うと、週１回の定期的な訪問っていうのは

わかりますが、１回以上の、４００品の商品をと

なるとなかなかそのときの、例えば昔の魚とか野

菜の生鮮食料品を担いで売りに歩いていたという

時代と違うから、軽のバンにしても結構積めるの

かなとは思いますけど、そういう田舎で４００の

品物を揃えてあれができるのか。これはもう条件

ていうか、基準なんでしょうから、まず今の、こ

れはコープかごしまだけでしょうけど、効果と今

後の可能性について、ちょっと教えてください。 

○商工政策課長（宮里敏郎）買い物不便地域の

支援モデル事業につきましては、これはモデル事

業として、今、平成２５年から行っているもので

ございますけれども。コープかごしまのほうが当

初４０自治会ということで取り組んでいましたが、

今４７、実際５０近くまでふえてきているところ

で、コープかごしまさんの事業としては、もうい

っぱい、いっぱいの状況までなっております。実

態といたしましては、取扱品目４００っていうこ

とで、一応していますけれど、コープさんについ

ては店舗の品物がそのまま持ってこれる状況でご

ざいますので、当然これらの条件はクリアしてい

ただいて、車のほうにもその都度必要なものを入

れかえて持って来ていただくということで、住民

の方には相当喜ばれているようでございます。あ

と、今後の進め方について、これ川内地域に限定

しておりますので、今後甑島を含めた支所地域に

ついては現在商工会等を含めて支所地域でもメー

ル的な事業ができないかっていうのを今検討して

おります。できれば来年度中に支所地域でも１カ

所ずつでもこういう買い物不便地域の買い物車、

移動販売事業ができないかっていうのを取り組ん

でいきたいということは検討しているところでご

ざいます。 

○委員（江口是彦）今、下甑だけに限っても、

お店がない自治会っていうのは数カ所あるんです

が、そういうところにこの事業に参入する事業者

っていうのはなかなか大変だと思いますので、例

えば自主的にコミュニティ協議会あたりがグルー

プを立ち上げて、いわゆる買い出しを含めて定期

的に、週に１回はコミュニティでみんなの要望の

あるような品物を仕入れてきとって売り出すとか

いう事業とか、こういう例えばコミュニティ事業
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でそういうのまで認めてもらえれば、非常に可能

性あるのかなと。 

 それからあと一つは、例えば子岳、片野浦地域、

二つの自治会のうち、一つの自治会には小さなお

店が、私もこの間ちょっと様子を見ましたが、お

ばあちゃんがされているんですけど、なかなかい

つ閉めようかというような状況でもあると思うん

です。そういう継続してもらうための補助ってい

うか、そういうのは何か考えられないのか。これ、

上甑のあちこちの周辺の自治会でも言えることな

んですが、そこの地元の人にとって、なくなって

もらうと困るっていうお店でもあるんですけど、

そういうのの維持とかです。この、結論的言うと、

ここにモデル事業でやれっていうのは、なかなか

参入する事業、私が今言ったようなところでは想

定がしにくいんですけど、そういう地域を含めた

いろんな可能性、コミュニティの自主事業も含め

て考えられないんですか、というふうに結びつか

ないのか。 

○商工政策課長（宮里敏郎）今、川内地域でや

っているこういう買い物の支援モデル事業ってい

うのは、今おっしゃったように核となる商店があ

って、それらがうまく活動できるような状況であ

れば、確かにできるんですけども、支所地域、甑

を含めてそういう場所がない場合について、やは

り商工会の各店舗が共同して何かできる方法がな

いかっていうのを今から検討していかなければな

らないと思っています。特に、甑地域については

商店が行くっていうことも含めて、逆に商店のほ

うに来てもらうというのも、交通のほうともリン

クするんですけども、それらについても今後検討

していかないといけないという課題として捉えて

おりますので、十分検討させていただきたいと思

います。 

 それから、後継者の部分についても、今、市が

独自で持っている制度はございませんが、県の制

度等にも確か継承の部分があったような気もしま

すので、その辺はきちんと商工会のほうと情報交

換をしながら、支援ができる分については、どん

どん紹介していきたいと思います。 

○委員長（川添公貴）あと、コミュニティ協議

会等がこのモデル事業に参入するような形で検討

はできないかという御質問もあったんですけど。 

○商工政策課長（宮里敏郎）そこは、まず一義

には商工会の事業者がしていただければ、それが

一番いいんでしょうけども、そこまでできない地

域については、今、御提案があったように、例え

ばコミュニティ事業の中の一環としてできないか

ということについてもこれは地区コミの意見を聞

きながら商工会とも意見調整をしていきたいと思

います。 

○委員長（川添公貴）ほかございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（川添公貴）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で、商工政策課を終わります。御苦労さま

でした。 

────────────── 

△交通貿易課の審査 

○委員長（川添公貴）次に、交通貿易課の審査

に入ります。 

 部長の説明を求めます。 

○商工観光部長（末永隆光）それでは、決算附

属書の１１０ページをお開きください。 

 交通貿易課にかかわる平成２６年度決算の概要

につきまして御説明申し上げます。 

 １、地域公共交通におきましては、（１）におい

て、肥薩おれんじ鉄道の利用促進のための各種事

業が実施されるとともに、同鉄道への経営安定基

金が枯渇する見込みであることから、県、沿線市

及び非沿線市も含めて新たな経営支援策の資金を

決定し、支援を行ったところであります。 

 次に、（２）におきまして、各地域にコミュニテ

ィバスを運行したほか、１１１ページなりますが、

昨年４月に就航した高速船甑島に合わせ、全国初

となる大型電気バスを導入し、川内駅、川内港

ターミナルを結ぶ川内港シャトルバスを運行いた

しました。平成２６年度１年間の利用者数は延べ

２万１,１８３人、１便あたり７.１１人でありま

す。また、旅客運送の確保、利便性向上等を図る

ため、地域公共交通活性化協議会を開催し、国の

事業を活用し、コミュニティバスの実証運行等を

支援したところであります。 

 次に、（３）において、昨年４月川内甑島航路が

開設され、高速船甑島が就航したところでありま

す。同時に甑島島民の利便性向上を図るため、離

島住民運賃割引制度を拡充するとともに、同割引

カード作成に係る補助を実施いたしました 

 １１２ページをごらんください。寄港地集約さ

れた中甑港、手打港待合所を地域活性化施設とし

て利活用するため、自主運営する団体を決定し指
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導を実施いたしました。甑島航路の利用実績であ

りますが、フェリーが対前年比９３.８％に対し、

高速船は１１１.５％であり、人口減少や少子高齢

化によりフェリー利用が減少する一方、交流人口

増により高速船利用が増加しております。 

 ２、川内港では、（１）において、川内港の利用

促進を図るためにポートセールスを積極的に実施

するとともに、韓国定期コンテナ航路１０周年に

合わせ、記念式典とポートセミナーを同時開催し

たところであります。 

 コンテナ取り扱い量は、中国定期コンテナ航路

が昨年５月で休止となりましたが、木材の輸出等

が伸び、過去最高の２万４２ＴＥＵとなりました。

しかしながら、京泊埠頭が手狭になっていること

や、今後のコンテナ船の大型化に伴い、唐浜埠頭

への移設が大きな課題となっているところであり

ます。 

 次に、１１３ページをごらんください。３、国

際交流では（１）におきまして、常熟市からの公

式来日団の受け入れ、昌寧郡への公式訪韓団とス

ポーツ交流団の派遣を行い、友好都市間の交流促

進を図るとともに、１１４ページまでにかけまし

て国際交流協会において、語学講座や異文化理解

講座等の開催や同協会への国際交流センター等の

指定管理料も委託し、維持管理に努めたところで

あります。 

 以上で、説明を終わります。よろしく御審査く

ださいますようお願い申し上げます。 

 詳細につきましては、この後、課長が説明をい

たします。 

○交通貿易課長（佐多孝一）平成２６年度薩摩

川内市一般会計歳入歳出決算に係る交通貿易課分

について、御説明申し上げます。 

 一般会計歳出について御説明します。 

 決算書の９１ページをお開きください。まず、

２款１項８目国際交流費は、支出済額４,５２７万

３,９８０円であります。 

 備考欄をごらんください。支出の主なものを御

説明いたします。 

 事項、国際交流事業費では国際交流員１名分の

報酬、及び友好都市交流に係る韓国昌寧郡との公

式訪韓団、日韓友好スポーツ訪韓団の渡航及び中

国常熟市からの公式来日団の受け入れ業務委託、

国際交流協会運営補助などであります。 

 次に、事項、国際交流施設管理費では、国際交

流センターの指定管理料、国際交流センター敷地

法面復旧工事が主なものであります。 

 なお、本執行額のうち、平成２５年度からの繰

越明許費は国際交流センター敷地法面復旧費の工

事費でございます。 

 ８目国際交流費の１節５０万円以上の不用額に

つきましては、工事請負費の９０万１,０００円が

ございます。これは先ほど説明しました国際交流

センター敷地法面復旧工事の入札残となっており

ます。また、未執行となったものは事業費、修繕

料の１０万円で、外国人研修宿泊施設の修繕がな

かったため、未執行となったものです。 

 次に、１４７ページをお開きください。７款

１項１目商工総務費は支出済額３億１６３万

７,６０３円でありますが、本課分は支出済額

６６５万１,８５４円であります。 

 備考欄をごらんください。支出の主なものを御

説明いたします。事項、在来線鉄道対策事業費で

は、鹿児島県鉄道整備促進協議会負担金、川内駅

開業１００周年記念事業補助金などでございます。

次の並行在来線鉄道対策事業費では、肥薩おれん

じ鉄道車両ラッピング等業務委託、肥薩おれんじ

鉄道利用促進協議会負担金、肥薩おれんじ鉄道経

営安定化支援事業補助金などでございます。 

 次に、同項２目商工振興費は支出済額６億

５,６５１万４,０８６円でありますが、本課分は

支出済額３億７,９４９万８,６７６円であります。 

 １４９ページをお開きください。備考欄をごら

んください。支出の主なものを説明いたします。

事項、川内港利活用推進事業費では、川内港利活

用推進員１名の報酬、川内港高速船ターミナル施

設管理業務委託、川内港待合所指定管理料、かご

しま川内貿易振興協会運営補助及び川内港におけ

るコンテナ貨物に対する貿易補助金などが主なも

のでございます。 

 次のコミュニティバス等運行対策費では川内地

域のくるくるバス東回りのほか、各支所地域で運

行しているコミュニティバス運行事業の委託料、

下甑地域に小型路線バスの備品購入、平佐東地区

が実施している地区コミデマンド運行モデル事業

補助金、南国交通株式会社が運航している京泊線

に対する運賃差額補助金などが主なものでござい

ます。 

 本執行額のうち、平成２５年度からの繰越明許

費、下甑地域の小型路線バス購入費がございます。 
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 次の事項、甑島航路事業費でございますが、

１５１ページをお開きください。備考欄ごらんく

ださい。支出の主なものを御説明いたします。中

甑、手打地域活性化施設利活用団体支援業務、船

舶用陸上電源高圧受電設備工事、高速船建造に係

る公有財産購入費、甑島航路高速船に係る維持補

助金などでございます。 

 本執行額のうち、平成２５年度からの繰越明許

費は委託料と工事請負費、船舶用陸上電源高圧受

電設備工事設計業務委託、船舶用陸上電源高圧受

電設備工事費であります。 

 また、委託料１,２６７万４,０００円は平成

２７年度へ繰り越しております。 

 ２目商工振興費の１節５０万円以上の不用額に

つきまして、１３節委託料で本課分の不用額は

２,９８０万３,１４７円で、主なものはコミュニ

ティバス運行委託料に係る運行事業者への国の補

助金が確定したことによる執行残です。 

 １ ５節工事請負費の不用額は１８２万

６,２４０円で、高速船甑島のための船舶用陸上電

源高圧受電設備工事に係る入札残でございます。 

 １９節負担金補助及び交付金で本課分の不用額

は１,０２３万９,９４０円で、川内港利活用推進

事業のかごしま川内貿易振興協会に対する補助金

の清算金とコミュニティバス等運行対策費の民間

路線バス運賃差額補助金に係る市の補助金が確定

したことによる執行残、それと甑島航路事業費の

高速船甑島運行に係る国・県の補助対象外経費が

確定したことによる甑島航路高速船維持補助金の

執行残となっております。 

 続きまして、一般会計歳入について御説明いた

します。決算書の１５ページをお開きください。

１４款１項総務使用料でございます。本課分は

１７ページをお開きください。備考欄にあります

とおり国際交流施設等自動販売機、電柱に係る行

政財産使用料でございます。 

 次に、１９ページをお開きください。同項５目

商工使用料でございます。本課分は２１ページを

お開きください。備考欄にありますとおり、川内

港及び甑島各港の旅客待合所に係る行政財産使用

料であります。なお、平成２６年度から高速船

ターミナル使用料がふえております。 

 次に、４５ページをお開きください。１６款

２項５目商工費補助金でございます。まず、地方

公共交通特別対策事業補助金であります。これは

甑島地域コミュニティバス運行に対する県の補助

金であります。 

 次は、鹿児島県地域振興推進事業補助金で、肥

薩おれんじ鉄道車両ラッピングに対する県補助金、

補助率５０％であります。 

 次は、特定離島ふるさとおこし推進事業補助金

で、中甑港、手打港旅客待合所の利活用検討した

中甑手打地域活性化施設利活用支援事業業務委託

に対する県補助金で、補助率が７０％であります。 

 次に、５１ページをお開きください。１７款

１項１目財産貸付収入でございます。本課分は

５３ページをお開きください。備考欄にあります

とおり、外国人研修生宿泊施設貸付料で、鹿児島

純心女子大学へ貸し付けているものでございます。 

 次に、同項２目利子および配当金でございます。

本課分は５５ページをお開きください。備考欄に

ありますとおり、九州海運株式会社からの株式配

当収入でございます。 

 次に、６１ページをお開きください。２１款

５項４目雑入でございます。本課分は６９ページ

をお開きください。備考欄にありますとおり、川

内港待合所高速船ターミナルの公衆電話、国際交

流センター、甑島各港の待合所、高速船ターミナ

ルの電気、水道料の実費収入金であります。 

 なお、平成２６年度から高速船ターミナル分が

ふえております。 

 次に、財産に関する調書について御説明いたし

ます。 

 ３８０ページをお開きください。有価証券につ

きましては、肥薩おれんじ鉄道株式会社、九州商

船株式会社、九州海運株式会社、甑島商船株式会

社の４件でございます。平成２６年度中の増減は

ございませんでした。 

 次に、３８３ページをお開きください。重要物

品現在高調で、本課分は車両類の増２８台のうち、

２台になります。これは下甑地域コミュニティバ

ス購入によるものです。なお、２台は運行事業者

の南国交通株式会社へ無償貸し付けしております。 

 次に、同じく車両類の減４０台のうち、１台が

本課分になります。下甑地域コミュニティバス購

入２台のうちの更新によるものでございます。 

 以上で、一般会計の交通貿易課分の説明を終わ

ります。よろしく御審査賜りますようお願いいた

します。 

○委員長（川添公貴）ありがとうございました。
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これより質疑を行います。質疑はございませんか。 

○委員（江口是彦）甑島航路事業について、二、

三質問いたします。一問一答でいきます。１点は、

島民利用のトラブルが起きるのはお盆のときだけ

なんです、ほとんど。昔は徹夜で並んで帰りの切

符を、整理券を確保するっていう時代もありまし

たが、今はなかなかそこまではなくて、何時間か

並べば済むだけの話ですけど、この限られた枚数

の、現実を言うと実績に応じて──実績に応じて

というのは里港は何枚、長浜港は何枚っていうふ

うに案分をされて整理券が配付されるんです。こ

れはフェリーの話ですけど、里が実績は一番多い

ですから、里に大多数配分されて、トラブルが起

きるのは下だけなんです。実際そうなんです。里

の人たちは余裕がありますからお盆だって何時間

も並んで整理券をとるっていうことはないと思い

ます。ないんですけど、下甑は限られていますか

らとれない人もいるんです。これが困ったことに

よそから来た人は飛行機のあれがあるとか大騒ぎ

になって、私はじゃあ私が娘たちのためにとっと

った整理券をあげましょうって言って高速船で渡

ってきた例もあるんですが、この実態を当局とし

ても年に１遍のことですから、調査してどうだっ

たのか、これは毎年続くことですから、本当にこ

れが普段の乗船実績の応じて案分するのが妥当な

のかどうかも含めて、その便に利用する客はどっ

ちが多いかでしてもらえばいいなと言うのが１点。

このことについて、どのぐらい把握されているか。 

○商工観光部長（末永隆光）これは以前からの

課題として我々も話しは聞いております。結論か

ら言いますと、調査はしてみたいと考えておりま

す。やはり最近観光客数もふえてきておりますの

で、各港における利用実績というのも以前とする

と変わってきている可能性もあると思いますので、

実態を調査してみたいと考えております。 

 整理券については、下のほうが厳しい状況だと

いうことでありますけれども、そういう方に対し

ましては高速船をできるだけ事前に予約をしてい

ただいて、確実に乗れる体制をとってもらうよう

なことも甑島商船のほうで事前に周知をしている

ところでございますので、そういった利用のやり

方とかも検討していただければと思います。まず

は調査をした上で、またこの整理券の割り当てと

いいますか、それについては商船とも協議をして

みたいと思います。 

○委員（江口是彦）もう一点は、昨年度の高速

船の３便体制、３便の実績どうだったか。臨時便、

これはどれぐらいの実績があったか。わかってい

たら教えてください。 

○委員長（川添公貴）どなたかわかる方が手を

挙げていただければ。 

○交通貿易課長（佐多孝一）高速船の利用実績

が２６年度が４万８,５７５人となっております。 

○委員長（川添公貴）臨時便の入れたその効果、

その差。甑島航路に関するこの事業費の中でそう

やっていますので、それについてお答え願いたい

と思います。答弁に時間が要るようでしたら、こ

こで休憩しますけど。よろしいですか。 

○委員（江口是彦）あと１点だけ調べとっても

らいましょう。 

○委員長（川添公貴）ここで休憩します。再開

は１３時ちょうどとします。 

         ～～～～～～～～～～ 

         午前１１時５７分休憩 

         ～～～～～～～～～～ 

         午後 ０時５７分開議 

         ～～～～～～～～～～ 

○委員長（川添公貴）休憩前に引き続き、会議

を開きます。 

 それでは、先ほどの質問に対しての答弁をお願

いします。 

○交通貿易課長（佐多孝一）先ほどの高速船の

平成２６年度の臨時増便の人数と便数のことでし

た。まず、合計人数が４万８,５７５人です。４万

８,５７５人中、臨時増便５月３日から５日の３便、

これが１８４.５人。あと、８月が１１日から

１７日、７便出しております。これが８０８人で

す。合計９９２.５人の方が臨時増便に乗船してら

っしゃいます。 

 以上です。 

○委員（江口是彦）私、あんまりどうだろうか

と思ってたんですけど。離島住民運賃の割引カー

ド、非常に好評のようなんですけど、実績だけわ

かってたら教えてください。 

○交通貿易課長（佐多孝一）カードの実績でご

ざいます。平成２７年９月末現在で１,８９８枚の

カードの配布になっております。 

○委員（江口是彦）私なんかのように、しょっ

ちゅう行き来する人はあれがないと不便なんです

けど、年に１回また数年に一遍、子どもに連れら
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れて旅行行こうとかいう人たちは、なかなかメリ

ットはないかもしれませんけど、その場合の手続

が簡単ではないですよね。やっぱり何週間かかか

るし、その辺は何年にか一遍しか乗らん人は、そ

んときの身分証明書で保険証とかで大丈夫なんで

しょうけど、今でも手続をとる人はいるんですか。 

○交通貿易課長（佐多孝一）当初はカードを

３,０００枚、商船のほうが購入しております。今

現在１,８９８枚で、当初の３月末と比べれば鈍く

なってきてますけども、徐々にふえてはきている

状況です。串木野港のほうでは、土日以外販売を

しております。配布をしております。川内港のほ

うでは、土日も含めて配布をしておりますので、

ただ、手続をしてその後の配布になりますので、

郵送となりますので少し時間はかかると、手元に

届くのは時間がかかるというふうに思っておりま

す。 

○委員長（川添公貴）ほかございませんか。 

○委員（小田原勇次郎）１点目は、ちょっと総

論で聞かせてください。まだ１年しかたってない

ので、平成２６年から、いわゆる川内と甑航路が

高速船で結ばれて、その大前提としては、いわゆ

る航路改善協議会に基づく収支改善というのが一

番の大題目ですよね、この航路については。そう

した中において、例えば賃金がどうしても引き上

げざるを得んかったと、高速船も、それを公費で

使いやすいような補助制度を設けたというのが今

の流れですから。この今の考え方の中において、

航路を今新しく平成２６年度以降、航路として見

たときに、経営が改善が図られていく見通しであ

るというふうに認識すればいいのかを、ちょっと

総論としてお答えください。 

○委員長（川添公貴）済いません、小田原さん、

総論はありがたいんですが、決算のどの部分に対

しての総論という形でお示しいただければ助かる

んですが。 

○委員（小田原勇次郎）いわゆる健全経営のた

めに行政として補助制度を設けました、新たに

２６年から。運賃の要するに引き上げに基づく運

賃の助成、そして、航路に基づく国県の補助が出

ない分については、その経営の部分について補填

するという考えで行政が新しい制度で補助金も創

設されました。そこらあたりも踏まえて、この取

り組みで航路が健全に堅持できていくという認識

でおればいいですねという確認であります。 

○商工観光部長（末永隆光）昨年の４月に高速

船の川内航路が開設いたしまして、ちょうど決算

上は、昨年１期はずっと赤字で通ってたんですが、

この年はシーホークの売却益が計上されたもんで

すから黒字に転じておりますが、それを除くと、

やはり赤字体質には変わりないということであり

ます。 

 この離島航路については、国、県を初め補助制

度が確立されておりまして、これまでも補助が出

ております。そして、さらに今御指摘のありまし

た国、県の補助にならない部分についても市の補

助金を創設して、離島航路を維持するための体制

をとっているところであります。 

 運賃については、離島に住む島民の皆さん方に

は、割引の制度も導入しておりますし、一つの国

道として島民の方々が利用されるわけですから、

できるだけ安い運賃で乗っていただくようにして

おります。高速船につきましては、航路距離が短

くなった分だけ運賃を下げているところでありま

す。 

 そういった形でできるだけ支援をしながら、こ

の離島航路を維持できるような形で、我々として

は支援を続けてまいりたいと思いますが、できる

だけ早く収支が改善して黒字化されることを期待

するものでありますが、今のところ、観光による

利用客もふえてきておりますので、まだまだ島民

の皆さん方が減る分をカバーできてないんですけ

ど、交流人口がふえることによって収支が改善さ

れるのでないかというふうに期待をしているとこ

ろであります。 

○委員（小田原勇次郎）質問の趣旨がるる江口

委員も航路については言及されますように、島民

にとって重要な生活航路ですから、やはり大事に

我々は守っていかなきゃいけない。そうするため

には、やはりできるならば公費を投入している以

上は、健全経営に持っていくような御努力にやは

りなっていかなきゃいけないという考えでありま

すので、今後とも意を尽くしていただきたいとい

うのが総論部分です。 

 あと、一点は、決算の、今度は各論の部分。高

速船ターミナルの売店の経営の部分について、一

番最初の募集の段階で、いわゆる補助金の出すタ

イミングの部分とかで少しかけ違いの部分があっ

たので、今の現状の運営になっておるんですが。

短くしますから。例えばサンアリーナの売店の運
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営形態、御存じですか。売店があるじゃないです

か、アリーナの真ん中に。あの売店は、まち公さ

んが自主事業で売店経営をされているんです。あ

の場所を使用貸借で黒字が出ないから、減免をと

って無償、要するに使用料免除でお貸しして、そ

して、決して黒字経営じゃないけれども、まち公

の自主事業の中で相殺してもらっているというの

が、アリーナの売店の実態なんです。 

 それを考えたときに、片や高速船のターミナル

を商船のほうに管理委託業務で出してると。そし

て、今度は売店に入ってる部分については、

２６０万近くの補助金を出してると。売店に係る

経費の穴埋め補助金を出してるという部分の考え

方において、スケールメリットをもっと使ったい

い経営形態ができんもんかなと思ったときに、や

はり今行政がやっておる、いわゆる観光物産協会

ですよ。観光物産協会には販売促進業務委託をし

てるんですよ。物販の販売促進業務委託の委託料

を払ってるんです。そこらあたりを活用した中に

おいて、スケールメリットであの部分については

物産協会さんに面倒を見てもらうと。そこあたり

でこの補助金の部分については、少しでも減額し

ていけそうな気はするんですが、そこあたりはも

しお考えがあったら、聞かせていただきたいんで

すが。 

○商工観光部長（末永隆光）川内港ターミナル

の売店につきましては、当初、公募をいたしまし

たが応募者がなくて、しかしながら、やはりあそ

こを使う利用者の皆さん方にとっては売店は必要

だということで、どうしても必要だということで、

商船のほうにお願いをして、商船の名義というか、

形で入っていただいて、「和の郷」がその中に売店

を経営している状況であります。経営としては非

常に赤字でございまして、運営補助を入れても、

なおかつ赤字の状態であります。この状態がずっ

と続くというのは非常に問題であるというふうに

考えておりますし、今年度までの状況を見ながら、

今後また指定管理者制度が来年度から始まります

ので、その中でどういった形態がいいのか。今、

小田原委員がおっしゃったように、観光物産協会

のほうにお願いしたほうが、スケールメリットを

発揮できるということでいいのか。そういったこ

とも含めて、ここの部分については検討させてい

ただきたいというふうに思います。 

○委員（小田原勇次郎）決して私は、今、一生

懸命－月に１回はターミナルの皆さん方もイベ

ントを開いて、そして一生懸命、現在の運営の皆

さん方が取り組んでいただいておられる御努力に

は敬意を表しつつも、一応、決算ですから、経費

削減につながる方法等はないのかという議論をし

ていかなきゃいけませんので、そうしたときにア

リーナの売店の経営実績を見たときに、ちょっと

格差があるよなと、考え方に。あったもんですか

ら、今後、いわゆる支出の削減につながるような

経営形態を模索していただければなというところ

でありました。 

 以上です。 

○委員長（川添公貴）ほかございませんか。今

の小田原委員の高速船ターミナルの売店の運営支

援補助金についての質問ですが、今、部長から答

弁がありましたように、１２月議会である一定の

指針をお示しいただければ、２８年度に向けてお

示しいただければと思います。というのは、委員

がおっしゃったように、経費削減、それから効率

化というのもある程度目に見えるようにお示しい

ただければ助かると思います。よろしくお願いし

ます。 

 以上で交通貿易課を終わります。御苦労さまで

した。 

────────────── 

△新エネルギー対策課の審査 

○委員長（川添公貴）次に、新エネルギー対策

課の審査に入ります。 

 まず、対策監のほうから説明をお願いします。 

○新エネルギー対策監兼新エネルギー対策課

長（久保信治）新エネルギー対策課でございま

す。 

 それでは、新エネルギー対策課の概要について

説明いたしますので、決算附属書の３６ページを

お開きください。 

 まず、１、次世代エネルギービジョンに関する

ことにつきましては、次世代エネルギービジョン

の推進会議に対し事業の進捗を説明したほか、導

入促進協議会においては、本市の取り組み状況や

次世代エネルギー関連の情報提供を行い、次に、

２の次世代エネルギー導入及び普及に関すること

につきましては、ビジョン及び行動計画に基づき

多くの事業を実施しました。 

 そのうち、（１）見守り支援サービス実証事業で

は、富士通株式会社と共同で電気の使用料等の情
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報を活用した見守り支援サービスの実用化に向け

た実証実験を開始し、高齢介護福祉課と連携し、

５６世帯がモニターとなり、実証機器の設置を行

っております。 

 （２）の小鷹井堰水力発電見学設備事業では、

日本工営株式会社と共同で実施している小鷹井堰

地点らせん水車導入実証事業の発電設備の整備に

あわせて見学施設等を整備。なお、水力発電所は

本年６月９日に竣工し、工事運転を開始しており

ます。 

 （３）の次世代エネルギー事業推進補助事業で

は、次世代エネルギー発電事業に伴うに当たり増

加しました土地、建物の固定資産税相当額を計算

根拠として補助金を交付。 

 ３７ページになります。（４）の普及啓発事業で

は、次世代エネルギーフェア、各媒体を通じた普

及啓発、出前授業等の実施を通じ、次世代エネル

ギーを活用した本市の取り組みを説明したほか、

次世代エネルギーに関するさまざまな情報発信を

行い、市民等へ普及啓発を図っております。 

 （５）のＬＥＤ街路灯導入事業では、市と

１８事業者に学校の産学官連携により、メイドイ

ン薩摩川内独立街路灯の開発を行い、市内１２カ

所に１２０基導入しました。 

 甑島ＥＶレンタカー導入実証事業では、平成

２５年度に引き続き、ＥＶ３台を導入し、各種

データを収集、７のスマートハウス実証事業では、

昨年１０月１日から一般公開しました創エネ、蓄

エネ、省エネを体感してもらう見学施設として利

用するとともに、まちづくりの拠点として市民参

加型プログラムを実施しております。 

 （８）産学官デジタルグリッド実証実験では、

スマートハウス内においてデジタルグリッドコン

ソーシアムと協定を提携し、デジタルグリッドセ

ンサーを設計開発し、電力のカラーリング実証実

験を行っております。 

 それから、（９）の再生可能エネルギーによる地

域防災機能強化に関する共同研究では、産学官連

携により研究会を設置し、実証試験に向けたモデ

ル構築や課題抽出を行い、（１０）の総合運動公園

防災機能強化事業では、平成２６年２月に導入し

た太陽光発電設備の保守管理を行ったほか、

（１１）の地球に優しい環境整備事業では、創エ

ネ、蓄エネ、省エネに関する設備導入に関して、

市民に対しての導入経費の一部を補助金として交

付しております。 

 めくっていただきまして、３８ページになりま

す。（１２）の超小型モビリティ導入実証事業では、

平成２５年度に引き続き超小型モビリティ導入を

行い、各種データを収集し、（１３）の川内駅ゼロ

エミステーション化実証事業では、次世代エネル

ギーの導入についてプロポーザルによる公募を行

い、平成２７年３月に三菱電機株式会社九州支社

と契約し、今、設計をしております。完成は今年

度中に完成する見込みでございます。 

 それから、東西自由通路の一部を利用し、市民

や観光客等の憩いの場「「つん広場」」を整備しま

して、平成２６年１２月末から供用開始しておる

とこでございます。 

 それから、（１４）の電気自動車充電インフラ整

備事業では、入来支所を除く本土側本庁支所、そ

れから書いてございますところは、計８カ所の急

速充電器を設置しております。 

 なお、整備に当たりましては、国の補助事業、

それから自動車メーカーの４社の支援をいただき

まして、経費削減についても最大限の努力を図っ

たところでございます。 

 （１５）の甑島電池導入共同実証事業では、住

友商事株式会社と共同で甑島において、定置型蓄

電池よりも経済性の高い電気自動車が走り終わっ

た後のリユース電池を活用した実証実験を開始し

ております。設備を始めておりまして、１０月に

は完成する見込みでございます。 

 次に、３でございますが、平成２６年５月に農

山村可能エネルギー法に基づき、基本計画を策定

し、また、本市またこの周辺の竹に着目しました

高機能材料をテーマとした研究会を設置して、そ

の後、薩摩川内市竹バイオマス協議会を立ち上げ

たところでございます。 

 以上で新エネ課の事業概要を説明を終わります。 

○委員長（川添公貴）ありがとうございました。

決算について詳細な説明をお願いします。 

○新エネルギー対策監兼新エネルギー対策課

長（久保信治）それでは、引き続きまして、新

エネルギー対策課に関する平成２６年度歳入歳出

決算について御説明いたします。 

 まず、歳出でございますが、決算書の８７ペー

ジをごらんください。 

 ２款１項６目企画費、総支出済額４５億

６,９０３万３,５３９円のうち、新エネルギー対



－26－ 

策課所管の決算額は、１ページめくっていただき

まして８９ページ、右側の備考欄のところにござ

います次世代エネルギー推進費３億８,３９７万

１,６３６円でございます。内訳は、行政事務嘱託

員に係る報酬と社会保険料、委託料は、川内駅東

西自由通路トータルコーディネート業務ほか

１２件でございます。前年度からの繰越事業とし

ましては、薩摩川内市スマートハウス実証事業

コーディネート業務委託でございます。工事費は、

スマートハウスモデル実証事業の工事費１６件ほ

かでございまして、１ページめくっていただきま

して、前年度からの繰越事業としましては、ス

マートハウスモデル建築工事に係るものと、普通

充電器のインフラに係るものでございます。 

 また、備品購入費は、電気自動車急速充電器

８台であり、全額が平成２５年度末の国の補正予

算を３月で補正し、予算化したものを前年度から

繰り越したものでございます。負担金は甑島蓄電

池導入実証事業に係る負担金のほか４件、補助金

は地球に優しい環境整備補助金のほか１件であり

ます。また、積立金は次世代エネルギー推進基金

積立金が主なものでございます。 

 次に、不用額について御説明しますので、

８７ページに戻っていただきまして、同目９節旅

費１９０万２,５７７円のうち、新エネルギー対策

課分は７３万８,３６０円であり、これは講演や招

聘会議については、なるべく相手方から負担して

いただくことにしましたことによる減でございま

す。 

 それから、１１節需用費１７２万７,８９２円の

うち、新エネルギー対策課分は１４８万

１,９１２円であり、急速充電器の九州電力への接

続を年度末にして一斉にスタートしたことによる

減でございます。 

 １５節工事請負費７４１万５５０円のうち、次

世代エネルギー対策課分は５１５万１,９５４円で

ございます。急速充電器の設置基数を最初は９基

としておりましたが、民間事業者との調整により、

１基を民間にしていただくということにして減に

したものでございます。 

 １ ９ 節 負 担 金 及 び 交付 金 ２ , ３ ４ ８ 万

７,１２７円のうち、次世代エネルギー対策課分は

８７１万１,８５９円であり、地球に優しい環境整

備事業補助金５２７万７,０００円と次世代エネル

ギー事業推進補助金３２５万３,０００円でござい

ます。主なこの２件の地球に優しいにつきまして

は、太陽光補助金につきましては、昨年度から国

の補助金がなくなりましたので、国の補助金の着

手前の申請を待たずに、我々が先に事前着手申請

を受け取ってからスタートするということとしま

したので、年度を越えての完成が出てきたため、

年度内の完成ができなかった方々につきましては、

不用額ができたものでございます。 

 次に、同目の繰越明許費について説明いたしま

す。決算書の８７ページの繰越明許費７億

７,９３３万３,０００円のうち、新エネルギー対

策課分は３億２,６１０万７,０００円でございま

す。１３節委託料２億１,５９８万円のうち、新エ

ネルギー対策課分は平成２６年度緊急支援補助金、

いわゆる地方創生先行と言われるもののＬＥＤ販

路開拓事業と竹バイオマス産業都市事業の各

３,０００万、合計６,０００万円でありまして、

これにつきましては３月補正で予算計上したもの

を繰り越したものでございます。 

 それから、１５節工事請負費３億１,８１５万

７,０００円のうち、新エネルギー対策課分は、川

内駅低炭素化実証事業費１億８,０００万、小鷹水

力見学施設整備工事の１,４５５万７,０００円で

あります。川内駅は補助採択の国との関係におい

て時間を要したためでございます。 

 歳入でございます。続きまして、歳入について

御説明しますので、決算書の３２ページをごらん

ください。（後刻発言訂正あり） 

 １６款２項１目総務費補助金、収入未済額１億

３,９５３万、済みません、３９ページでございま

す。１６款２項１目総務費補助金、収入未済額

１億３,９５３万２,０００円は、全額、新エネル

ギー対策課分でございます。これは先ほど説明し

ました川内駅低炭素化実証に係る県からの補助金

でございます。これにつきましては、関係機関と

の調整に不測の期間を要したため年度内にできな

いということで、収入未済となったものでござい

ます。 

 次に、５３ページをお開きください。 

 １７款１項２目利子及び配当金の１節利子及び

配当金の収入済額１,１３８万９,１７８円のうち、

新エネルギー対策課分は、次世代エネルギー推進

基金利子収入でございます。次世代エネルギー導

入及び普及を推進するために充てましたものの利

子収入でございます。 
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 次に、５７ページをお開きください。 

 １８款１項１目総務費寄附金の１節総務費寄附

金の収入済額７４７万４,１００円のうち、次世代

エネルギー対策課分は、次世代エネルギー推進費

寄附金でございます。これは、東郷町の斧渕の市

有地を南国殖産に売却した際にプロポーザルで行

いまして、そのときに協定を結びました年間発電

量掛ける２円に相当額したものを寄附されたもの

でございます。 

 次に、５９ページでございます。 

 １９款１項６５目次世代エネルギー推進基金繰

入金、１節次世代エネルギー推進繰入金の収入済

額９,４５２万７,０００円は、平成２６年度事業

を推進するために繰り入れたものでございます。 

 次に、６１ページをお開きください。 

 ２１款５項４目雑入の１節雑入の収入済額６億

４,６３８万５４３円のうち新エネルギー対策課分

は、１ページめくっていただきまして、６３ペー

ジの総合運動公園太陽光発電売電収入、それから

スマートハウスにおける太陽光の売電収入、そし

て、次世代エネルギー自動車充電インフラ整備促

進事業費補助金の三つでございます。 

 次に、財産に関する調書の重要物品について説

明いたしますので、決算書の３８３ページをお開

きください。 

 新エネルギー対策課分は、表にございます車両

類決算年度増減の増に当たります２８台のうちの

１台であります。これは、甑島における蓄電池導

入実証の共同実証者でございます住友商事からの

寄贈であります電気自動車、日産リーフでござい

ます。また、表の一番下の機械器具類決算年度中

の増減の増に書いてございます１０台のうち８台

が急速充電器でございます。 

 次に、基金について御説明いたしますので、決

算書の３８５ページをお開きください。 

 新エネルギー対策課分は次世代エネルギー推進

基金でございます。次世代エネルギーの導入及び

普及を推進するために必要な経費に充てることを

目的に平成２４年度に設置したもので、決算年度

末残高が２億３,１２５万５,０００円でございま

す。 

 以上で平成２６年度決算について説明を終わり

ます。よろしく御審査賜りますようお願い申し上

げます。 

○委員長（川添公貴）ありがとうございました。

１６款の説明があったと思うんですけど、もう一

回、私、済みません、聞き漏らしたと思うんで、

１６款について説明をお願いします。歳入１６款、

県支出金。 

○新エネルギー対策監兼新エネルギー対策課

長（久保信治）３９ページをお開きください。

歳入の収入未済額のところです。１６款２項１目

総務費補助金の収入未済額１億３,９５３万

２,０００円は、川内駅低炭素化実証事業に係る県

からの補助金が入ってこなかったということでご

ざいます。 

○委員長（川添公貴）了解。ありがとうござい

ました。 

 ただいま詳しく説明がございましたが、これよ

り質疑に入ります。御質疑願いたいと思います。

ございませんか。 

○委員（成川幸太郎）一点だけ、川内駅東西自

由通路トータルコーディネート業務委託ほか

１２件で１億３,１００万上がってるんですが、こ

の自由通路というか、いわゆる「つん広場」の委

託料とかっていうのが、どれだけになっているの

か。また、「つん広場」はつくられた後、当初予定

していた目的が十分に達せられているのかどうか、

ちょっと教えていただけませんか。 

○新エネルギー対策監兼新エネルギー対策課

長（久保信治）今でき上がった「つん広場」の

管理業務委託費が１３７万円でございます。これ

は土日の集客があるときに、４ちゃんといいます

自転車をこいでもらったりとか、そういったもの

の管理をしていただくということとしております。

あと、平日もいろんなものの管理をしていただく

ということとなっておりまして、今の段階で、全

体で平成２６年では土日だけですけども、

３,２０８名の方が４ちゃんについて乗っていただ

いているということでございます。平成２７年度

は、今７月末現在でしかございませんが……（「予

算についてだけで結構です」と呼ぶ者あり］）昨年

度は３,２００人ですということになります。当初

達成したものにつきましては、さらに今年度、ゼ

ロエミステーションということで、いろんな事業

を展開していきますので、さらに明るくなってい

くと思いますので、期待できるものと考えている

とこでございます。 

○委員（成川幸太郎）期待できると言われたん

ですけども、非常に問題も起こってるんじゃない
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かと思うんです。４ちゃんのあそこだけで捉えて

らっしゃいますけども、トータルの「つん広場」

としてつくったあの構築物が本当に有効に生きて

いるのかどうかということも、やはりもう一回細

かく検証をして、次へつなげていただければと思

いますので、よろしくお願いいたします。 

 以上です。 

○委員（小田原勇次郎）私は２点。１点目は、

スマートハウスのこの実証事業について、いわゆ

る建物なんかを管理する分について、業務の委託

料をお支払いされてますね。そうした中において、

負担金でも協定に基づく５００万という負担金が

発生しておるんですが、ここあたりのちょっとそ

の協定に基づくこの負担金、ずっと毎年この額で

払っていかなきゃいけないのかとか、そこあたり

の協定のちょっと内容を教えていただきたいのと。 

 もう一点、甑島の蓄電池の導入事業でも

４,５００万負担金が発生しております。今後、ど

ういう費用負担が、今年度の部分で済むのかどう

か、そこあたりのちょっと協定の内容をお示しい

ただきたいんですが。 

○新エネルギー対策監兼新エネルギー対策課

長（久保信治）スマートハウスにつきましては、

通常の見学施設とは別に、あそこで電力の自由化

を来年度から始まるんですけど。それを見据えて、

今、東京大学の主管をされてます阿部先生という

教授と協定を３年間基本協定を結びまして、昨年

度と今年度まで含めて３年間、協定を結んでおり

ます。私どもが３分の１負担するということで、

今はカラーリングということで、電力を例えば再

生可能エネルギーを買いたいという方々が今後出

てくると。電力を選択して買うことができるよう

なこうざいなことを今一緒になって実証するとい

うこととしてます。本年度も含めて３年間という

ことで、今年度終わることになっております。 

 それから、甑島における蓄電池実証でございま

すけども、去年を含めまして４,５００万掛ける

３年と。今年度が２年目になります。来年が３年

目になりますので、４,５００万掛け３年で今協定

を結んでやってるということでございます。昨年

度は協定に基づきまして設計調達ということをや

っておりまして、本年度は工事、来年度からそれ

に係る実証実験、今年度も含めて実証実験をする

ということとなっております。それ以降のランニ

ングに係る費用としましては、電気代それから電

気主任技術者等の費用等がかかりますが、太陽光

等がございますので、そちらの売電収入も得られ

るというふうなことでなっております。 

 以上でございます。 

○委員（小田原勇次郎）甑島のこの蓄電池導入

事業は、いわゆるバッテリーのリサイクル、リ

ユース、自動車の中古のバッテリーを持ってきて、

そして蓄電して、その島内の電力、電気を賄って

いこうという部分がありますので、一つの経営感

覚に基づく事業であるのかなという認識のもとに

４,５００万出してもいたし方ないのかなという部

分があるんですが。このスマートグリッドのこの

考え方の中で、いわゆる今後のペイするという考

え方、要するに収入に見込まれる取り組みという

部分についてはどういうお考えなんですか。 

○新エネルギー対策監兼新エネルギー対策課

長（久保信治）今後、電力の自由化になります

と、電力をアグリゲーターと言われる、要するに

コーディネートされるような業務というのが発生

するということになりますので、そういった業務

を地域の企業の方と一緒になって、雇用を生みな

がら、そういった事業を事業化できないだろうか

ということを検討として、雇用を生むことを前提

として今研究をしているというのが１点目で、も

う一点は、そういった産学官の研究してることで

非常に着目されておりまして、いろんな方々が視

察に来られると、そういったような交流、それか

らＰＲ効果といったものを図ることで、実証実験

を二つの目的において今やってるところでござい

ます。 

○委員（小田原勇次郎）最後に。新エネの皆さ

ん方は一生懸命いろいろＦＭでもいろいろコー

ナーを設けて普及活動に取り組んでおられる部分

で御努力は十分にわかるところです。ただ、かな

り冒頭、最初、対策監、向野さんがおられたころ

に、基金も２００億ぐらい必要だろうというよう

なすごい風呂敷があったもんですから、そうした

中において、実際にやっぱり薩摩川内市の雇用に

つながる事業として展開していただかないと、な

かなか巨額の出費で終わってしまうということで

進めていただくと、非常に市民に対してどうなの

かなと思いますので、今後やっぱり雇用につなが

るあり方というのを大いに模索していただきたい

というふうに一応、意見を申し上げておきます。 

 以上です。 
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○委員長（川添公貴）ほかございませんか。 

○委員（瀬尾和敬）附属書の３６ページを見な

がら、いろいろ考えてるんですが、次世代エネル

ギー対策室というのが誕生してから、おおむね

１年間、一体何をやってるんだろうと思うぐらい

に、なかなか表立った事業展開がされなかった。

それが平成２６年度にこうやって一挙に花開くよ

うに事業展開されてきたということであります。

まるでシティセールスをしていらっしゃるかのご

とくマスコミにも登場されまして、これはこの平

成２６年度は大変なお忙しい時期も迎えられたこ

とと思います。次世代エネルギー、新エネルギー

というぐらいですから、ここだけにとどまらず、

今年度ももちろんそうですが、来年度以降にも、

やはりある程度の目標といいますか、そういうも

のも持ちながら日々努力されていることと考えて

います。 

 中越パルプも木質バイオマス発電もそれに呼応

するかのように始まりますし、これはなかなか市

を挙げて、いい取り組みだというふうに考えてい

るところですが、その辺の意気込みについて対策

監のお気持ちをお伺いしたいと考えます。 

○委員長（川添公貴）竹バイオマスについての

決算内容について、それを踏まえてどのように考

えるのかということで答弁をお願いします。 

○新エネルギー対策監兼新エネルギー対策課

長（久保信治）来年度以降も決算におけるその

予算の成果において、今後、考えられる成果がど

のように考えられるかということでございますの

で、私ども、今、やっと昨年度でこういった事業

が、３７ページにございますとおり花開いてきて

いるとこでございまして、先ほど小田原委員から

もおっしゃったとおり、最終的には雇用を生み出

すということが最大の目的において、今の事業を

展開しているところでございます。最終的に地域

の課題と資源を生かすというところに着目してお

りますので、今、委員長からございましたように、

竹にも着目したり、さらには植物であったり、い

ろんなバイオマス資源であったりといったところ

まで最終的には行き着くように持っていきたいと

いうふうに考えているところでございますので、

まずは中越パルプさんが木材に着目されて、山か

ら流通、そして紙をつくる過程において、それを

発電というふうな形にエネルギーという形に持っ

ていっていただきましたので、その流れを活用し

ながら、竹バイオマスについても一つ花が咲くよ

うに、雇用を生むような、山から裾野のところま

で全て雇用が生むような施策にしていきたいとい

う意気込みで頑張っているとこでございます。 

○委員長（川添公貴）ほかございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（川添公貴）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で新エネルギー対策課を終わります。御苦

労さまでした。 

────────────── 

△企画政策課の審査 

○委員長（川添公貴）次に、企画政策課の審査

に入ります。 

 まずは、部長の説明を求めます。 

○企画政策部長（永田一廣）この後、企画政策

課を筆頭に企画政策部内の決算審査、ひとつよろ

しくお願いいたします。 

 それでは、早速、企画政策課をスタートに説明

いたします。 

 説明につきましては、主要施策の成果説明書に

よりまして説明いたします。企画政策課３０ペー

ジお願いいたします。順を追って説明いたします。 

 まず、第１項目１、（１）市政の総合的な企画政

策、アの国県要望につきましては、本市の市政発

展、課題解決に向けて、表に記載してありますと

おり県に要望してございます。 

 次のイ、産業振興と雇用創出を目的としました

地域成長戦略は、今般スタートしました第２次総

合計画の重点的取り組みとしても位置づけており

まして、昨年、研究会の立ち上げ、事業化モデル

の策定のほか、記載のとおりアクションプランに

関する業務を進めたところでございます。 

 次の（２）のア、総合計画、実施計画につきま

しては、事業費おおむね１億円以上の主要な事業

等の進行管理、進捗管理を行いました。 

 次のイでは、これまでの実施計画対象として整

理してきました大型の投資事業につきまして、財

源の効率的な活用などの視点から審査しまして、

財政運営プログラムに沿いました施策展開を図っ

たところでございます。 

 次の３１ページ。ウ、第２次総合計画につきま

しては、（ア）から（エ）に記載のとおり、各政策

担当課に対しますヒアリング、また市民アンケー

ト調査を実施しまして、また、自治総合審議会へ

の諮問、答申を経まして、本年３月の定例会にお
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きまして、第２次総合計画の議会議決をいただき、

本年度を初年度としてスタートしております。 

 次のエ、行政経営システムでは、施策事務事業

の評価などと予算編成をつなぐシステムとして、

その構築を図ったところでございます。 

 一つ飛びまして、（４）広域行政、これにつきま

しては鹿児島川薩地域振興協議会、地方拠点都市

法にそのもとを置くものでございますが、幹事会

を経まして、表記載のとおり県へ要望を行いまし

た。 

 次に、（５）定住自立圏につきましては、役所庁

内の作業部会を中心にしまして、共生ビジョン登

載事業の進捗管理を行ったところでございます。 

 次に、３２ページになります。 

 （６）電源地域の振興。まず、アといたしまし

て、鹿児島県と九州地方のそれぞれの電源地域連

絡協議会の一つの構成員として国関係機関への要

望を、次に、イでは、電源立地地域対策交付金の

統括課といたしまして、昨年度、約１３億

７,０００万円の交付金を得まして、１８の事業に

充当し、事業につきましては各担当課におきまし

て執行しております。 

 （７）過疎辺地の振興は、計画に登載しました

事業の計画的な実施のほか、事業の進捗にあわせ

まして所要の計画修正をしております。 

 （８）定住促進におきましては、よかまち・き

やんせ倶楽部を中心に各種施策を記載してござい

ますとおり、継続して実施。なお、昨年度新規の

取り組みといたしましては、（キ）になりますが、

借り上げ型移住体験住宅を昨年度からスタートし

ております。 

 次のイ、定住促進事業、これは３３ページにわ

たっておりますけれども、これまでの定住促進補

助、また、ゴールド集落定住促進補助の二つの制

度につきまして、実績を検証し、これを踏まえま

した制度変更を行いまして、昨年４月から新たな

制度としてそれぞれ運用しております。実績は表

に記載のとおりでございます。 

 次に、（９）空き家につきましてですが、空き家

を資源として利活用を進めるために、地区コミュ

ニティ協議会や個人が空き家を改修する際に活用

できる制度として、昨年度からスタートしたもの

でございます。初年度ということでもございまし

て、残念ながら実績としては１件にとどまったと

ころでございます。 

 一つ飛びまして、（１１）のア、鹿児島純心女子

大学の関係です。大学と地域住民との交流、情報、

意見を交換する懇話会を開催。 

 次に、イです。川内駅東口市有地利活用は、昨

年、事業募集をいたしましたけれども、最優秀提

案者はなかったという、これは昨年度の実績とい

うことで記載しております。 

 なお、本件につきましては、昨日の全協でも市

長から御報告いたしましたけども、当該市有地の

一画を使いまして、また、電源の共生交付金

２５億円を活用しまして、コンベンション施設を

今後整備するという方針を決定し、今後、昨日議

決いただきましたが、基本構想、基本設計など、

この後の事務作業を計画的に速やかに進めたいと

いうふうに考えてございます。 

 次に、３４ページになります。旧樋脇高校跡地

利活用、県から土地、建物の譲渡を既に受けまし

て、不要な建物の解体工事に昨年度着手しますと

ともに、地元とのいろんな協議を行ってきており

ます。 

 次のエ、大学連携、これは鹿児島大学の関係で

すが、地（知）の拠点整備事業──地面の地、あ

るいは知るという知という両方かけておりますが

地（知）の拠点整備事業、片仮名的にはＣＯＣ事

業と言われるものですが。課題のこのＣＯＣ事業

採択に際しまして、本市、文部科学省への副申書

の提出の際に協力連携しております。 

 次の大項目の２番目、統計調査、（１）県人口移

動調査以下、記載のとおり調査を実施しておりま

す。 

 以上、企画政策課の事業概要でございます。 

 決算の内容につきまして、課長から説明いたし

ます。審査方よろしくお願いいたします。 

○委員長（川添公貴）ありがとうございました。

では、課長、お願いします。 

○企画政策課長（上大迫 修）では、企画政策

課に係ります決算概要の説明をさせていただきま

す。 

 まず、歳出になります。決算書は８７ページを

お願いいたします。 

 ２款１項６目企画費でございます。企画政策課

分の決算額につきましては、４１億３,０６８万

３,８１８円でございます。備考欄にて事項ごとに

主な内容を説明させていただきます。 

 まず、事項、企画総務費でございますが、部内
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の臨時職員の賃金に係る経費が主なものとなりま

した。 

 二つ目に、事項、企画開発費では、第２次総合

計画策定に係る自治総合審議会（９回分）の報酬、

計画策定に係ります支援業務ほか７件の委託費並

びに旧樋脇高校校舎等の解体工事ほか２件、さら

に鹿児島県過疎地域自立促進協議会ほか７件の負

担金に、最後になりますが、地域活性化基金積立

金が主なものとなったものでございます。 

 次に、８９ページでございますが、土地対策費

につきましては、土地対策に係る臨時職員の賃金

が主なものとなりました。さらに事項、定住促進

対策事業費につきましては、定住支援センター業

務嘱託員の報酬のほか、定住住宅の取得補助金等

が主なものとなっております。なお、ほか２件は、

住宅リフォームと新幹線通勤に対します補助でご

ざいます。 

 次に、事項、ゴールド集落活性化事業では、

ゴールド集落定住促進補助金が主なものとなって

おります。 

 めくっていただきまして、９１ページになりま

す。事項の空き家利活用対策事業費では、１件の

空き家改修支援補助金の支出があったものでござ

います。 

 なお、企画費におきまして、５０万円以上の不

用額につきましては、普通預金が５０万

９,２８５円ございましたが、主なものとしますと、

先ほど説明申し上げました企画総務費での庁内総

括会議の出席に係るもの及び電源地域の補助金申

請等に係ります出張旅費の不用が大きく発生した

ものであり、また、補助金におきまして６４１万

８,０００円の不用額が生じておりますが、定住促

進対策におきます各種補助金の執行が見込めなか

ったものということでございます。 

 次に、１０３ページ、統計費に移らさせていた

だきます。 

 ２款５項１目統計調査総務費の決算額は

１,４９１万６,３０２円でございます。備考欄で

ございますが、事項、一般管理費では、統計業務

に係ります職員２名分の職員給与費のほか、市町

村民所得推計事務の委託費及び県統計協会の市町

村負担金が主なものとなっております。 

 さらに同項２目の基幹統計調査費の決算額でご

ざいますが、ごらんのとおり１ ,４５６万

１,５８７円であり、同じ調査費でございますが、

２０１５年農林業センサス調査員等の報酬及び職

員の時間外が主なものとなったものでございます。 

 なお、この統計費におきまして、５０万円以上

の不用額は発生いたしませんでした。 

 次に、歳入の説明をさせていただきます。

１３ページをお願いいたします。 

 ９款１項１目国有提供施設等所在市町村助成交

付金、一般的に基地交付金と呼ばれておりますが、

自衛隊が使用します川内駐屯地及び下甑分屯基地

の固定資産税相当分が交付されているものでござ

います。 

 次に３１ページをお願いいたします。 

 １５款で国庫支出金になりますが、２項１目総

務費補助金、１節でございます。総務管理費補助

金のうち企画政策課分につきましては、定住促進

に係ります補助金がございまして、定住促進地域

活性化事業補助金で、国土交通省の社会資本整備

総合交付金に関連します効果促進分として交付さ

れております。これは、定住促進補助金のほうに

充当いたしたものでございます。 

 次に、３３ページでございます。 

 ３３ページは、同項２節の電源立地地域対策交

付金となりますが、国から直接交付される三法交

付金でございまして、長期発展対策交付分でござ

います。交付額につきましては、既に御承知のと

おり、発電電力量、長期稼働の実態及び使用済核

燃料の貯蔵量等を基礎に算定されており、平成

２６年度につきまして、９億６ ,１３２万

７,０００円の交付を受けたものでございます。み

なし適用の部分がございます。 

 次に、１９節になりますが、地域活性化地域住

民生活等緊急支援交付金、通称、地方創生先行型

の交付金となりますが、３月補正におきまして計

上したものであり、交付決定を受けましたが、歳

出に充てる財源としましては、いずれも歳出とと

もに翌年度に繰り越したため、平成２６年度につ

きましては、収入額ゼロ、全額が収入未済となっ

たものでございます。 

 次に、３９ページをお願いいたします。 

 １６款県支出金でございます。２項１目総務費

補助金、１節総務管理費補助金のうち、企画政策

課分になりますが、まず一つ目でございます。土

地利用規制等対策交付金１３万６,０００円につき

ましては、国土利用計画法に基づきます土地売買

届に係る事務交付金であり、過去の実績、特に違
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反件数等に対応した件数等で歳出配分されている

ものでございます。 

 同項５節電源立地地域対策交付金につきまして

は、県を経由し市町村に交付されるものでござい

ます。電力移出県等交付金及び原子力発電所施設

等周辺地域交付金のこの二つとなっており、移出

県交付金につきましては１億８ ,７３８万

８,０００円が、周辺交付金につきましては２億

１,７８１万６,０００円、これは全会計の分を含

めて、今、説明申し上げましたが、このような額

が入っております。 

 次に、４１ページをお願いいたします。 

 県支出金のうち、同項６節のかごしま応援寄附

金市町村交付金でございますが、ふるさと応援寄

附金の制度を活用し、県に対し寄附いただいたも

ののうち、本市に指定のあったものの一定割合が

交付されることとなっており、平成２６年度はご

らんのように１７４万７,０００円余りの収入を得

たものでございます。 

 次に、４９ページでございます。 

 同じ県支出金のうち、３項１目委託金になりま

すが、５節統計調査費委託金は、先ほど歳出のほ

うに触れましたけども、各種統計調査事務に係り

ます県からの委託金となっております。 

 次に、６節権限移譲事務の委託金については、

新たに生じた土地の確認に係る委託金でございま

す。平成１９年の際に設けられたもので、基本額

２万円等の収入となっております。 

 ５１ページをお願いいたします。 

 １７款財産収入のうち、１項１目財産貸付収入

でございますが、平成２６年３月に県から無償譲

渡を受け、建物解体等を進めております樋脇高校

跡地におきまして、イベント等の利用等があった

ため、６件の貸し付けを行ったもの、また、ＮＴ

Ｔ柱、九電柱の架設柱の専用使用に係る収入とい

うふうになっております。 

 ５７ページで１８款でございます。１項１目の

総務費寄附金のうち、企画政策課分は直接市にふ

るさと納税制度を使って寄附いただきましたふる

さとよかまち薩摩川内応援寄附金であり、３８件

の収入金としてごらんの額を歳入いたしました。 

 次に６３ページでございます。 

 ２１款５項４目で雑入の欄となっておりますが、

企画政策課分は中段よりやや下でございます。地

図の実費収入などの臨時の収入のほか、過年度の

定住促進補助金の返納金、また、市内の２カ所で

ありますが、ミニボートピアさつま川内及びサテ

ライト薩摩川内からの環境整備協力金並びに定住

住宅の事業等を展開するに当たりまして、地域活

性化センターからいただいた助成金などでござい

ます。 

 なお、歳入説明全体終わりますが、歳入のうち、

調定未収入が発生しておりますのは、雑入におき

ます定住促進補助金返納金の１件、またゴールド

集落定住促進補助金の６件の合計７件で、

１８７万７,５００円の収入未済が生じているとこ

ろでございます。 

 次に、財産に関する調書について説明申し上げ

ます。３７８ページをお願いいたします。 

 ここは公有財産に関します土地、建物の異動に

ついての記述でございますが、下段にあります普

通財産の土地、建物について、先ほど説明いたし

ております樋脇高校跡地の無償譲渡を県から受け

たことから、土地４筆で６万２３７平米、建物

４棟、これは今現在残っているものでございます。

解体したものについては増減に加えておりません。

建物４棟で６５２.５４平米の増加となったもので

あります。 

 次に、３８１ページでございます。 

 出資に関する権利のうち、普通財産出資金及び

出捐金の項でございますが、企画政策課が所管い

たしますのは、土地開発公社への出資金５００万

であり、平成２６度中の異動はございません。 

 最後になります。３８５ページをお願いいたし

まして、基金について説明申し上げます。平成

２６年度、最下段になります地域活性化基金を

４０億円積み立て、今日に至っております。 

 以上が歳入歳出決算及び財産に関する説明書等

の説明でございます。よろしく御審査賜りますよ

うお願い申し上げます。 

○委員長（川添公貴）ありがとうございました。

これより質疑に入ります。御質疑願います。御質

疑ございませんか。 

○委員（小田原勇次郎）それでは、まず一つは、

決算附属書の３１ページの行政経営システムの構

築という部分について、どっかの委員会で御説明

があったのかもしれませんけども、ここの部分を

ちょっと詳細を。決算の数字には出てこんかった

ので、ひょっとしたら第２次の総合計画策定業務

委託の委託料の中に含まれてるのかなと思いなが
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ら拝見したところですけど、ちょっと中身を教え

ていただけませんか。 

○企画政策課長（上大迫 修）行政経営システ

ムという言葉のほうを用いておりますのは、今回、

先般つくらせていただきました第２次総合計画の

行財政運営の項の中にこの行政経営システムとい

う言葉を使わさせていただいております。 

 目的は、重点的な政策及びその実現のための事

業に対し、資源を集中させるような効率的な運用

をするための仕組みをつくり上げるということで

掲げたものでございます。その細部を申し上げま

すと、例えば事務事業評価みたいなものをきちっ

と全事業行えるものは行いまして、さらにその上

部にあります施策につきましても評価を行うこと

で効果の上がってないものを見直し、効果を高め

る上で、その施策や事業に資源を投入していくと

いうような考え方、効率的、効果的な予算編成に

結びつけていくというものを評価制度を導入して、

組み立ててきているというのが、その行政経営シ

ステムの全体像でございます。 

○委員（小田原勇次郎）ということは、そのシ

ステム相対の考え方であって、例えばシステムに

伴う経費部分とか、そこあたりの発生はないとい

う考えでよろしいんでしょうか。 

○企画政策課長（上大迫 修）行政経営システ

ムの部分で、直接その運用を図るための委託費と

いうのは発生しておりません。平成２５年度にお

きまして、事務事業評価、施策評価の手法を検討

するときにアドバイスいただいた経費はあります

が、平成２６年度におきまして、これを切り盛り

するための外部委託はございませんで、専ら担当

職員、グループ長、課長によります事務事業評価、

施策評価において内部事務的には処理を行ってお

ります。 

○委員（小田原勇次郎）それでは、今度は極め

て微視的な部分でちょっと教えてください。予算

で決算書を見てて気になった、気になったといっ

たらおかしいですけど、負担金の中に植物工場視

察の研修参加負担金というのが出て、極めて少額

なんですが、この中身がわからずに、ひょっとし

たらこれは私の考えでは、今成長戦略の中に食品

ビジネスという部分がまだちょっと、手つかずと

いったらおかしいですけど、なかなか進捗してな

い案件があったので、そこらあたりを研修に行か

れたのかなと思いながら、この植物工場の視察と

いう部分の視察の内容と成果がありましたら、お

聞かせ願いたいんですが。 

○企画政策課長（上大迫 修）植物工場を視察

する、これは千葉大学の視察受けに対する負担金

でございますが、ご見察のとおり、地域成長戦略

の食品に係る分野において、一つの方向性として

植物工場の検討ができないのかということで外部

からのアプローチもあり、市としても検討するた

めに実施したものでございます。調査におきまし

て見てきたものにつきましては、九州県内にもあ

る程度事業化されてるところもあります。天然の

光、ＬＥＤ等を使った光で害虫のつかない、また、

洗わなくても市場に出せるような植物を供給して

るのがありまして、一定程度あるんですけど、単

価が高かったり、市場がまだ開拓されてなかった

りというような部分等もありまして、具体的に本

市において、例えば某、どこどこ用地において企

業を連れてくるといったところまでの議論という

のはできておりませんで、仮にこれを進めようと

したときには、どのような認識でその事業者と対

峙といいますか、当たっていくべきなのかという

状況リサーチをしたということでございます。 

 今後、地域成長戦略に掲げたものを動かしてい

く中で、具体的にその事業者が植物工場みたいな

ものを議論し、検討の要請があった場は、ここに

行ったノウハウを使って協議させていただこうか

なというふうに考えております。 

○委員（小田原勇次郎）わかりました。以上で

す。 

○委員長（川添公貴）ほかございませんか。 

○委員（江口是彦）歳入の数字の確認だけをさ

せてください。ふるさと納税寄附金で４２５万

４,０００円、これはもういつも話題になってるふ

るさと納税だと思うので、寄附金だと思うんでい

いんですが。その上のほうで、かごしま応援寄附

金市町村交付金１７４万ほどありますよね。これ

は鹿児島県に入ったこの寄附を県もとるわけでし

ょう。県自身もいろんな事業に使う。そして、各

市町村へも案分、人口比なのか、何なのか、その

辺を。それとも、ひもつきで、これは薩摩川内市

に使ってくださいとか、薩摩川内市と南大隅とか、

そこに使ってくださいといって県に窓口で寄附さ

れたものが回ってくるのか、その仕組みを、この

１７４万をちょっと教えてください。 

○企画政策課長（上大迫 修）直接入りますの
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は薩摩川内市の寄附金で入ります。県を経由する

のは、県の支出金のほうでうちらは歳入を受け入

れるわけですが、県のほうに寄附をする際に、こ

れは薩摩川内市に向けた寄附金です。ただし、県

に納めますからという形と、何も指定せずに県に

納めますからということで、それを全部受け取っ

た上で、薩摩川内市指定のあるものについては市

のほうにお金がまいります。何ら指定がない場合

は、一定のルールにおきまして案分して来ますの

で、ふるさと納税という制度は同じなんですけど

も、県という受け皿を経由して来るものと直接来

るものに分かれているところです。全体感覚とし

ますと、県を経由しますと、約４割が県の取り分、

６割が市の取り分というふうに感覚的には理解い

ただければというふうに思います。 

○委員（江口是彦）了解しました。 

○委員長（川添公貴）いいですか。ほかござい

ませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（川添公貴）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で企画政策課を終わります。御苦労さんで

した。 

────────────── 

△甑はひとつ推進室の審査 

○委員長（川添公貴）次に、甑はひとつ推進室

の審査に入ります。 

○企画政策部長（永田一廣）引き続きまして、

甑はひとつ推進室でございます。成果説明書のほ

うは３５ページになります。なお、これまで甑島

の振興につきましては、先ほど審査を終えました

企画政策課の甑島振興グループで昨年度事務をと

ってきておりましたけれども、本年４月に甑はひ

とつ推進室を設置し、４月以降、ツーリズムビジ

ョン関連業務を含め、これまでのグループでとっ

ておりました事務も含めまして、室で業務を進め

ております。 

 それでは、まず（１）甑はひとつ推進会議、こ

れにつきましては甑島の市民の方々の主体的な議

論によりまして、今後の甑島のあり方について検

討、議論いただくために昨年１０月にこの会議を

立ち上げております。委員の構成、会議の経過は

記載のとおりでございます。 

 一つ飛びまして、（３）離島活性化交付金は離島

振興法の改正に伴い、平成２５年度に新設された

ものでございまして、記載のとおりの定住促進、

交流促進の事業を実施しました。 

 （４）です。国定公園化事業、観光を軸といた

しました甑島の振興を図るため、ツーリズムビジ

ョンを昨年度策定しました。御案内のとおり、本

年３月には国定公園の指定を受けまして、３月末、

県主催、市は共催という形でしたが、記念式典が

開催されたところでございます。 

 最後になります。（５）全国離島交流中学生野球

大会は、第７回大会への参加に向けまして、昨年、

関係者と協議調整してまいりましたけれども、所

要の参加生徒数選出を確保できず、残念ながら、

この第７回大会への参加は断念、見送ったところ

でございます。 

 以上、甑島はひとつ推進室の概要でございます。 

 決算内容につきまして、室長から説明いたしま

す。よろしくお願いいたします。 

○委員長（川添公貴）ありがとうございました。 

○甑はひとつ推進室長（古里洋一郎）甑はひ

とつ推進室でございます。それでは、甑はひとつ

推進室に係る平成２６年度決算概要の説明をいた

します。 

 まず、歳出になります。決算書の８７ページを

お開きください。 

 ２款１項６目企画費、甑はひとつ推進室分につ

きましては、甑島地域振興費でありまして、決算

額は４,５２１万６６３円でございます。備考欄に

て主な内容について説明いたしますが、まず、離

島活性化交付金事業の甑島ツーリズムビジョン策

定業務委託ほか１件の委託料、先ほど説明いたし

ました国定公園の記念碑設置工事、鹿児島県離島

振興協議会一般会計負担金ほか２件の負担金、甑

島輸送支援協議会補助金ほか１件が主なものでご

ざいます。 

 次に、甑島地域振興費では補助金において不用

額が生じておりますけども、これは、甑島輸送支

援協議会への補助金でございまして、戦略産品の

年間輸送量の見込み、特にマグロの出荷が大幅に

減少したためでございます。 

 また、全く執行しなかった予算としましては、

役務費の通信運搬費がございますが、これは国定

公園記念式典において甑島パネル展示のための甑

島から本土へのパネル送料として予算を計上して

おりましたけども、本庁各課のパネルでの対応や

職員で運搬したことにより未執行となったもので

ございます。 
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 次に、歳入になりますが、３３ページをお開き

ください。 

 １５款２項１目総務費補助金、１５節離島活性

化交付金でございますが、これは４,７７０万

６,００４円、これは平成２５年度に制度が創設さ

れました交付金で、甑島戦略産品、三つの産品で

ございますが、これの海上輸送費に対する助成と

甑島自然公園活用事業として実施しましたツーリ

ズムビジョン策定に対する補助が主なものでござ

います。 

 なお、７３９万３,０００円は、下甑地区の子岳

地区避難道路整備事業、これは防災安全課が所管

となっていますけど、歳出につきましては。これ

が保安林解除の手続に期間を要したために繰越事

業となって収入未済となっております。 

 次に、３９ページをお開きください。 

 １６款２項１目総務費補助金、１節総務管理費

補助金のうち、甑はひとつ推進室分の特定離島ふ

るさとおこし推進事業補助金１５９万５,０００円

は、上甑島に建設しました国定公園記念碑に対す

る補助で、８割の補助制度でございます。 

 以上で平成２６年度決算についての説明を終わ

ります。御審議賜りますようよろしくお願いいた

します。 

○委員長（川添公貴）ありがとうございました。

ただいま説明がありましたが、これより御質疑願

います。御質疑ございませんか。 

○委員（江口是彦）離島甲子園中学生のこの件

についてだけ。平成２６年度参加できずに残念で

したけど、これは全国的にも、なかなか、今７回、

８回かな、ことしが。離島をずっと回りますので

大変なんですけど、今後の見通しはどうなんです

か。今後もこういう事業を継続していけるんでし

ょうか。 

○甑はひとつ推進室長（古里洋一郎）今、第

７回、ことしが、平成２６年度が第７回になって

ますけども、参加チームが２３チーム、全国でご

ざいます。この大会自体はこれからも続いていく

というふうに考えておりますけど、薩摩川内市と

しては平成２６年度に参加できなくて、平成

２７年度についても参加していない状況でござい

ます。 

○委員（江口是彦）ぜひ中学校生徒もどんどん

少なくなっていく中で、少なくとも平成２８年度

はもう一回、ちょうど３年生は数も多いですから、

多分人数的には足りると思うんですけど、努力し

てほしいなと。甑島全体の中学生の交流にも重要

だし、全国的な交流の機会という、なかなか離島

の子どもというのは、そういう交流が少ないです

から。 

 それと、僕は離島甲子園、薩摩川内市にも誘致

していいんじゃないかなって。３日ぐらいの開催

ですけど、離島を抱える川内市の中であって、決

勝戦を含む数試合か、里と上でグラウンド整備を

したら可能なような気がしますので、もちろん

３日間大会を甑島でやるというのは不可能でしょ

うけど、宿泊体制含めて。薩摩川内市で誘致でき

ないのかなっていう、１０年に１回ぐらい、一回

り大体してきましたので、できないのかなと思う

んですけど。今後、ぜひ第９回には参加されるよ

うにお願いしたいと思います。 

○甑はひとつ推進室長（古里洋一郎）参加さ

れた子どもたちの声は、本当に交流ができてよか

ったという声も多いところでございました。ただ、

一方で、なかなか県総体が終わってからの練習に

なるということで、本当勉学との両立が難しいと

いう声とか、一番は、このごろは、なかなか急造

でつくったチームなもんですから、ほかのところ

は結構強い、県内でも種子島中とか県でも１番、

２番のチームとかそういうチームが出てきますの

で、実は点数がかなり１点とるのも難しい状況に

なって、点差も２桁とか、そういう実際声もあっ

て、なかなか参加意欲が低下した状況もあるんじ

ゃないかと思っております。ただ、今後は確かに

地域の方の子どもたちとか保護者の方とか、地域

の方々が本当出たいという、またそういう機運が

また高まれば、ちょっと検討はしていきたいと思

うんですけど、今のところはそういうちょっと機

運というのが見えてない状況でございますので、

ちょっとまた検討していきます。 

 あと、本市で開催なんですけども、ちょっと問

い合わせしたこともございました。ただ、やはり

離島甲子園ということで人数的にも６００名から

集まると思います。といったときに甑島での開催

単独ということで、薩摩川内市で本土でして決勝

だけということも話をしたんですけど、やはり離

島甲子園ということで予選から離島でやっぱり開

催したいという大会の意向でございまして、今の

ところは誘致というのは厳しい状況でございます。 

 以上です。 
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○委員長（川添公貴）ほかございませんか。江

口委員、頑張って子どもたちに野球を教えていた

だきますように私のほうからもお願いをしておき

たいと思います。 

 以上で甑はひとつ推進室を終わります。御苦労

さんでした。 

────────────── 

△行政改革推進課の審査 

○委員長（川添公貴）次に、行政改革推進課の

審査に入ります。 

 部長の説明をお願いします。 

○企画政策部長（永田一廣）続きまして、行政

改革推進課のほうは、成果説明書３９ページにな

ります。 

 まず、（１）都市経営への挑戦、アといたしまし

て、部局・支所経営方針でございますが、毎年そ

れぞれの部局また支所の使命を念頭に置きまして、

各部局長・支所長が策定するものでございます。

策定後、これを公表し、１年間これを基本にとい

いますか、これに基づき事務事業を推進するとい

う仕組みをつくっております。 

 飛びますが、ウ、組織機構の見直しに関しまし

ては、この４月から先ほど審査いただきました甑

はひとつ推進室の新設など、その他見直しを行っ

たほか、エでございます、定員適正化につきまし

ては、職員数といたしまして、昨年度より２１名

の減員、本年４月現在で１,０５５名でのスタート

となっております。 

 最後に、（２）です。サービス向上への挑戦、ア

といたしまして、３１の事務事業などについて外

部評価をお願いしております。 

 以上、行政改革推進課の概要でございますが、

決算につきまして、課長から説明いたします。よ

ろしくお願いいたします。 

○委員長（川添公貴）ありがとうございました。

では、課長、説明お願いします。 

○行政改革推進課長（上戸理志）行政改革推進

課の決算状況について御説明いたします。 

 初めに、歳出を説明いたします。 

 決算書の８１ページをお願いいたします。 

 ２款１項１目一般管理費のうち、行政改革推進

課分は次のページ、８３ページの備考欄のちょう

ど中段ぐらい、ちょうど真ん中ぐらいになります。

市政改革費で決算額は１,０６２万９,５０２円で

す。主なものは、行政改革推進委員会の委員等報

酬等に係る経費と内部情報システムの保守業務委

託料で、１節５０万円以上の不用額につきまして

は、７節賃金に行政改革推進課分として５２万

５,０００円がございます。これは業務量の増加な

どに対応するための臨時職員の全体調整用として

確保していた分の執行残でございます。全く執行

しなかった予算はございません。 

 次に、歳入につきましては該当はございません。 

 以上で説明を終わります。御審査賜りますよう

よろしくお願いいたします。 

○委員長（川添公貴）ありがとうございました。

ただいま説明がございましたが、これより質疑を

行います。ございませんか。 

○委員（小田原勇次郎）１点だけ。前ちょっと

触れたかもしれません。私、前、監査委員をして

たころに、この部局経営方針はよく成果達成とい

う指標の中でチェックをさせていただいておった

もんですから、たしか二、三年ぐらい前の部局経

営方針というのは、割と目標設定、いろんな微に

入り細に入り、いろんな詳細を部局経営方針にう

たっておった時代があったんですが、ここ２年、

３年でしょうか、２年ぐらいでしょうかね、非常

に大きな柱だけを掲載して公表しておるという実

態があって、私は個人的には市民の側で公表をし

て、それを見た場合には、主管課部の経営方針と

いうのは、ある程度もう少し詳細に書かれてた時

代のあの部分のほうがわかりやすかったかなとい

う気持ちは持ってるんですが。それは事務量とす

れば、大項目だけ並べたほうが、それは簡素にで

きる部分があるんですけども、そこらあたりは今

行革の課長としては何か御認識があられますか。 

○委員長（川添公貴）小田原さん、決算のどの

部分に関連しての質問でしょうか。 

○委員（小田原勇次郎）決算の中に部局経営方

針の策定公表という実績がありますので、ここの

今の捉え方、いわゆる公表したときにわかりやす

い部局経営方針の公表につながっておりますでし

ょうかという観点で御回答願いたいと思います。 

○行政改革推進課長（上戸理志）部局経営方針、

確かに３年前までは非常に細かく書いておりまし

たが、例えば予算作成の場面におきましても、非

常に細かい作業を課単位で取りまとめて、それを

部ごとに資料としてつくったりしております。 

 事務の効率化等も含めて、なおかつわかりやす

く市民にお知らせするという意味で、大項目、大
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きな項目に絞り込んだというそういう経緯もござ

いますので、逆に細かいものよりも今のほうが見

やすくなったという、そういったところもあると

いうことで御理解いただければと思います。 

 以上でございます。 

○委員（小田原勇次郎）お考えはわかりました。

あと、私が申し上げた一つの観点は、要はいわゆ

る部として、課として持っておる業務管理の部分

を大きく捉えるのではなくて、やはり業務の進捗

状況なり達成状況という部分についてを職員の皆

さん方がやはり網羅した形で把握していくと。常

にやはり業務管理という部分の中で、以前の管理

の仕方もよかったんだがなという観点でありまし

た。今、考え方は考え方としてお受けしたいと思

います。 

 以上です。 

○委員（成川幸太郎）一つだけ、ちょっと教え

てください。職員の推移のところで、今まで見た

数字なんですがこの下に米印で平成２６年４月以

降の職員数は再任用職員を含まないということで

書いてあります。予算書の括弧書きで再任用と入

れてあるんですが、あれ除外して見るべきなのか。

予算書ではその再任用も職員としてカウントされ

ているのか、ちょっとどうなってるのか、そこを

ちょっと教えてください。 

○行政改革推進課長（上戸理志）予算書のほう、

直接行革のほうの予算のほうには人件費持ってご

ざいませんが、総務課と管理してる人件費の中で

は、再任用の職員ももちろん含まれております。 

○委員（成川幸太郎）今この資料にあるやつは、

再任用の職員は含んでいないということですね。

再任用の職員はどういう形でどこにカウントされ

るんですか。 

○行政改革推進課長（上戸理志）再任用職員に

つきましては、企画経済委員会の６月に今年度も

昨年度も報告させていただきました。今年度

１７名、昨年度は１４名ということで、具体的に

配置場所についても説明させていただきましたの

で、今回、こちらの資料では省略しているとこで

ございます。 

 以上です。 

○委員（成川幸太郎）だから、その再任用の人

たちがこの職員数とか嘱託員数の中に入らないわ

けですね、この中では。全然カウントされない人

員なのかなということです。 

○委員長（川添公貴）統計のあり方について前

段で御説明をいただいて、６月報告はいただいた

んですが、統計の仕方についての説明をしてから

回答いただければわかりやすいと思います。 

○行政改革推進課長（上戸理志）こちらのほう

の今回の職員の推移というのは、これは定員適正

化方針に基づいた推移でございます。平成１６年

１０月の１,３６６人、現在３１１人削減して

１,０５５人と。当初の策定の中で再任用というの

は、この中に想定しておりませんでしたので、統

計の中では、まず再任用職員は含まないというこ

とで、今全体的な統計推移をとってるとこでござ

います。 

 ただ、やはり人件費としては、もちろん再任用

もこれも費用は発生しておりますので、予算の中

ではカウントしているという状況でございます。 

 以上です。 

○委員（成川幸太郎）統計の数字と実態の職員

数の数字というのは、違ってくるということにな

りますよね。 

○委員長（川添公貴）先ほど言いましたように、

この改革の中の数字の捉え方がこの数字であって、

嘱託の数字はその一部、それから再任用もその一

部という統計のあり方だと思うんですよね。予算

とおっしゃるんで、予算はここでは関係ないんで、

その数についてだけを話をされれば、話が通じて

くると思うんですけど。よろしくお願いします。 

○行政改革推進課長（上戸理志）委員長が私の

発言も今アドバイスいただきましたが、委員長今

申されたとおり、あくまでも第３次適正化方針に

基づいた数値をこちらに出しておりますので、う

ちのほうの予算については人件費含めておりませ

んので、そちらとの実際のリンクという形は、私

のほうからはお答えできないとこでございます。 

 以上です。 

○委員（成川幸太郎）１７名の職員は厳然とし

ているわけですね。統計上はその１７名は全くカ

ウントされないということになるんですか。 

○行政改革推進課長（上戸理志）再任用、勤務

体系も違います。実際に責任等含めて勤務条件等

も違いますので、私たちがあくまでもここの

１,３６６人から１,０５５人に職員の推移と書い

てるのは、これは第１次、第２次、第３次、最新

の第３次適正化方針まで含めた推移でございます

ので、再任用というものは考慮しておりません。 
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 以上です。 

○委員長（川添公貴）なかなか決算の中でこの

数字でお互いちょっと質問と答弁がかみ合わない

ようですので、１２月で結構ですので、定員適正

化計画の一覧表とそれにあわせて再任用が何人ぐ

らい動いたのかということと、この嘱託職員の数

の推計をもってして御説明いただければわかると

思います。多分、質問の意図は、ここで出てるの

が嘱託、それと正規職員、間がない。その間をど

こであらわすのという質問だと思うんです。です

から、その一覧表をつくっていただければ、今こ

れは決算ですから、決算外になってしまいますん

で、１２月に御説明できる。その形で御説明でき

るようであればお願いをしたいと思うんです

が…… 

○行政改革推進課長（上戸理志）１２月の企画

経済委員会の中で、こちらの経営の定員適正化の

推進と書いてございますこのイの表、職員の推移

の中に再任用まで含めたもので、２年しか今のと

ころ実績ございません、再任用については。そこ

を含めたもので提出させていただきたいと思いま

す。 

○委員長（川添公貴）ここで協議会に切りかえ

ます。 

      ～～～～～～～～～ 

          午後２時３１分休憩 

          ～～～～～～～～～ 

          午後２時３２分開議 

          ～～～～～～～～～ 

○委員長（川添公貴）本会議に返します。ほか

御質問はございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（川添公貴）以上で行政改革推進課を

終わります。御苦労さまでした。 

────────────── 

△コミュニティ課の審査 

○委員長（川添公貴） 次に、コミュニティ課

の審査に入ります。 

 部長から概要をお願いします。 

○企画政策部長（永田一廣）続きまして、コミ

ュニティ課でございます。 

 成果説明書のほうは４０ページになります。 

 まず、第１項目、自治会活動支援事業では、

５８２の自治会の地域活動に対する支援を始めま

して、自治公民館の新築、あるいは増改築工事に

対する助成などを実施しました。なお、今年度

２７年度自治会数が５つほど減少して、現在

５７７の自治会となっておりますことを申し添え

ます。 

 ２番目です。市民防犯対策事業では、自治会な

どが設置また管理します防犯灯の設置補修に対す

る補助及び市が直接管理しております防犯灯の修

繕等を行いました。 

 ３点目、コミュニティ施設の維持管理事業は、

集会所施設の維持管理、地区コミュニティセン

ターの指定管理者による管理代行を行い、地域の

活動、また交流の場としてその利用促進に供した

ところでございます。 

 ４番目、地区コミュニティ協議会活動支援事業

は、４８地区コミへ運営交付金を交付し、またコ

ミュニティ主事を配置しております。地区コミュ

ニティ活性化事業につきましては、昨年度から地

区コミのコミュニティビジネスの展開を促進する

ために、上限額２００万円でございますが、ビジ

ネスコースを新たに設置しております。 

 ５番目、市民活動支援事業では、地区コミなど

の活動状況の情報発信を目的としました市民活動

情報サイトを運用しまして、市民ネットワーク会

議開催による関係団体の情報共有、交流を図った

ところでございます。 

 また、市民活動支援補助金によりまして二つご

ざいますが、スタートアップ、またもう一つはス

テップアップ補助金、計２５団体の活動を支援し

ましたほか、可愛地区コミ、また湯田地区コミの

二つの地区におきまして地域資源利活用事業を実

施いたしました。 

 次の４１ページになります。６番目、ゴールド

集落活性化事業では、記載のとおり四つのメニ

ューによります助成のほか、市職員の協力を得ま

して集落支援のため１５２名をゴールド集落に配

置し、活動を支援したところでございます。 

 ７番目、男女共同参画推進につきましては、審

議会、まちづくり塾、男女共同参画フォーラムな

どの開催、また女性５０人委員会による提言など、

男女共同参画社会の形成促進のための事業をそれ

ぞれ継続的に実施しております。 

 ８番目、生涯学習推進につきましては、生涯学

習推進本部を核といたしまして、生涯学習の推進

に努め、その成果発表の場でもあります（３）生

涯学習フェスティバルは、本土甑島、甑島は今回、
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里町のほうで実施いたしました。 

 最後になります、９番目、災害復旧対策では、

台風被害によります地区コミセン、集会所の補修

修繕を行いました。 

 以上、コミュニティ課の概要でございます。 

 この後、課長から説明します。審査方よろしく

お願いいたします。 

○委員長（川添公貴）ありがとうございました。 

 では、課長、説明をお願いいたします。 

○コミュニティ課長（十島輝久）それでは、決

算書のコミュニティ課について御説明をいたしま

す。 

 歳出について説明をいたしますので、決算書の

８５ページをお開きください。 

 ２款１項２目秘書広報費のうちコミュニティ課

分の支出済額は６２４万５,６８１円で、備考欄で

説明いたします。 

 ２番目の事項、文書発送事業費で、各地域の自

治会への広報誌などの文書送達業務の委託料が主

な支出でございます。 

 次に、８９ページを開いてください。 

 ６目企画費のうちコミュニティ課分の支出済額

は９１６万７,４２２円で、備考欄で説明いたしま

す。 

 ページ中ほどの事項、男女共同参画政策費で、

主な支出は、男女共同参画審議会委員の１６人の

報酬及び昨年１０月１９日に開催をいたしました

男女共同参画フォーラムの開催に要しました経費

などが主なものとなっております。 

 次の事項、生涯学習推進事業費の主な支出は、

本年２月２１日、２２日にサンアリーナ川内で開

催をいたしました生涯学習フェスティバルに係り

ます経費で、演出業務委託料などが主な経費でご

ざいます。 

 次に、９５ページを開いてください。 

 １２目市民相談交通防犯費のコミュニティ課分

の支出済額は１,２６０万１,９９７円で、備考欄

の一番上の事項、防犯灯管理費で、主な支出は市

が管理する防犯灯の電気料と維持管理に要した修

繕料などの経費及び自治会等で設置する防犯灯へ

の補助金９３件を支出しております。 

 次に、同ページの一番下の１５目コミュニティ

費でございます。支出済額は４億２,９６５万

１,０３３円です。 

 備考欄で説明いたします。事項、自治会育成費

の主な支出は、鹿島地域の自治会の再編協議に伴

います補助金３件と、５８２自治会に対する自治

会交付金が主なものでございます。 

 次に、事項、自治会館施設整備補助費の主な支

出は、自治公民館の増改築及び補修に対する

２５件の補助金と、次ページでございます。コミ

ュニティセンター助成事業補助金は、永利町の野

首自治会館の新築に対する補助に伴うものでござ

います。 

 次の事項、集会所管理費の主な支出は、樋脇地

域総合休養会館等管理業務のほか、集会所の樹木

伐採業務などの委託料及び網津集会所の法面改修

ほか、集会所に係ります工事請負費及び集会所へ

設置したガステーブルなどの備品購入費が主な経

費でございます。 

 次に、事項、コミュニティセンター管理費の主

な支出は、セントピアと３８地区コミュニティセ

ンターの指定管理料、また西方地区コミュニティ

センターほか１４件のコミュニティセンターに係

ります工事請負費と長浜コミュニティセンターの

空調設備などの備品購入費が主なものでございま

す。 

 次の事項、コミュニティ推進費の主な支出は、

コミュニティ協議会で直接雇用されております亀

山、川内、平佐東、隈之城、峰山、藤川地区を除

くコミュニティ主事４２名の報酬、社会保険料と、

一般コミュニティ助成事業と、コミュニティ活性

化事業補助金、基本コース、２６年度からビジネ

スコースを新設したものでございます。それと、

市民活動支援補助金はスタートアップコース、ス

テップアップコースの２コース及び４８地区コミ

ュニティ協議会への運営交付金ほか、可愛地区、

湯田地区で実施した地域資源利活用事業業務委託

が主なものでございます。 

 次の事項、ゴールド集落活性化事業費の主な支

出は、高齢化率６０％以上のゴールド集落重点支

援地区補助金、ゴールド集落自主活動支援補助金、

ゴールド集落支援地区コミュニティ協議会への活

動補助金、ゴールド集落を支援する市民活動団体

１９団体への補助金など、ゴールド集落の活性化

を図る補助金を支出しております。 

 ここで、コミュニティ費におきます主な不用額

などについて説明をいたします。 

 ９５ページの１３節委託料の不用額でございま

すが、９１万１,８７６円はコミュニティセンター



－40－ 

や集会所の樹木伐採及び指定管理委託などの不用

額によるものでございます。 

 次に９７ページの１９節負担金補助及び交付金

の不用額は１６３万９,７２０円で、各地区コミュ

ニティ協議会や自治会等に交付した各種補助金、

運営交付金の不用額によるものでございます。 

 また、２２節補償、補填及び賠償金につきまし

ては、地区コミセンなど公共施設における事故な

どに対する全国市長会市民総合賠償保障保険金を

考えておりましたが、事故などによる賠償金の支

払いが生じなかったために、全く予算の執行はし

ておりません。 

 次に、１７３ページでございますが、９款１項

６目災害対策費の事項、災害予防応急対策費でコ

ミュニティ課分といたしましては、災害に伴いま

す自治公民館施設等の崩土除去のための特別災害

復旧補助金５０万円を予算措置しておりましたが、

予算の執行はございませんでした。 

 次に、２０３ページを開いてください。 

 １１款４項１目現年公用・公共施設災害復旧費

では、コミュニティ課分といたしまして、台風被

害によります大馬越地区コミュニティセンターの

玄関屋根補修のほか、２件の５１万４,９００円の

修繕料を支出しております。 

 それでは、続きまして歳入について説明をさせ

ていただきます。 

 なお、コミュニティ課の歳入につきましては、

収入未済額はございませんでした。 

 決算書の１５ページをお開きください。 

 １４款１項１目１節、総務使用料で、備考欄の

下段から次ページにかけてコミュニティ課分でご

ざいますが、コミュニティセンター、集会所、セ

ントピアの施設使用料及び冷暖房使用料などが主

なものでございます。 

 次に、２７ページでございます。 

 １４款２項１目、１節総務手数料の備考欄のコ

ミュニティ課分ですが、自治会など地縁団体への

証明書を交付する際の手数料でございます。 

 次に、４７ページでございます。 

 １６款３項１目総務費委託金で、１節総務管理

費委託金のコミュニティ課分は、鹿児島県の広報

紙の配付に係ります事務の委託金でございます。 

 次に、４９ページです。 

 同目の６節権限移譲事務委託金は、特定非営利

活動法人への設立認証事務、届出事務等の県から

の権限移譲に伴いますものでございます。 

 次に、５３ページです。 

 １７款１項２目１節、利子及び配当金のコミュ

ニティ課分につきましては、市民活動支援基金の

利子収入で、市民活動支援基金に生じる利子相当

分の収入でございます。 

 次に、５９ページを開いてください。 

 １９款１項６１目市民活動支援基金繰入金で、

地区コミや市民団体の活動補助金などに基金を取

り崩し繰り入れたものでございます。 

 次に、６３ページでございます。 

 ２１款５項４目雑入の備考欄の下段から次ペー

ジにかけてコミュニティ課分で、県の環境整備公

社の印刷物の配付に係る手数料ほか、各種実費収

入財団法人自治総合センターによります自治会へ

の自治会館建設補助のコミュニティセンター助成

事業助成金と地区コミュニティ協議会への備品購

入助成の一部であります一般コミュニティ助成事

業助成金などが主なものでございます。 

 最後になります。財産に関する調書でございま

す。 

 決算書の３８５ページを開いてください。 

 基金の表中コミュニティ課分は、下から６番目

の市民活動支援基金で、前年度末現在高が３億

２９６万５,０００円、決算年度中の増減高は、地

区コミュニティ協議会の活性化事業、市民活動支

援補助金などで取り崩した分がマイナス

２,３７０万１,０００円で、決算年度末現在高は

２億７,９２６万４,０００円となっております。 

 以上で、コミュニティ課に係ります決算内容に

ついて説明を終わります。 

 よろしくお願いいたします。 

○委員長（川添公貴）ありがとうございました。 

 ただいま、説明がございましたが、御質疑願い

たいと思います。御質疑ございませんか。 

○委員（江口是彦）大きくは二つ、ちょっと質

問させてください。 

 一つは、文書発送事業費などに関連して自治会

活動に係る問題を、それから二つ目、地区コミュ

ニティのいわゆるコミュニティ事業といわれる部

分とか、それから市民活動のここではスタートア

ップ事業、ステップアップコース、その辺のこと

についてまとめて質問させてください。 

 まず、自治会のほうに関して。この文書発送事

業費で、これは全自治会に配られてるんですけど、
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私は本土での生活も、どうしてもチリ捨てとかお

世話になる関係で、自治会二つ入ってるんですが、

もう全然、田舎の自治会とこちらの自治会とは、

活動様式も含めていろいろ違うなという感想を持

ってるんです。特にこちらの自治会についてなん

ですけど、自治会はまず、任意加入になってます

よね。自治会に入らない人も結構いると。アパー

トとかマンションでは特に入らない方もいらっし

ゃいます。このときの文書は自治会にだけ配って

らっしゃいますよね。それはそうでしょう、とい

うことは、まず前提、自治会に入ってない方って

のは結構多いんでしょうか。まず、その確認。 

○コミュニティ課長（十島輝久）自治会の加入

率は、現在８１.４３だったと思います。ですから

２割弱が現在未加入者ということになっておりま

す。 

○委員（江口是彦）それと関連して、自治会に

入ってなければいろいろ不便をこうむるというこ

とで、新たに小さくても自分らで自治会つくろう

かというような人がいたとします。そのときの自

治会をつくる基準とか、例えば、自治会は、今ど

んどん数は減ってるっていうか、どんどん隣と合

併してコミュニティ単位で。手打地区コミュニテ

ィ協議会の範囲で二十数自治会あったのが、今も

う３つに絞られてます。そういうふうにして

５８２あったのも今ではもう５７７、どんどん吸

収されていってますよね。それと逆に、大きいか

らいろんな意見の食い違いもあるでしょう、具体

的な例もあるんですけど、自分たちで別個につく

ろうという動きもあっですよ。つくられたり、い

わゆる分割、一つの自治会が二つになったりする

場合もあるでしょう、その自治会をつくる基準っ

てのは、どうなってるのか、それも含めて。それ

からさっき言った自治会に加入してない人に対し

てのそういうフォローっていうか、例えば、特に

広報等の、県からも県の広報紙の補助金がちょっ

と出てるようですけど、それもまとめて配付され

ますので、この自治会員以外へのその辺のフォ

ローはどうなのかってことと、今言った自治会を

新たにつくるときの基準とか何か、それはもう自

主的にお任せなのか、関与してらっしゃるのか、

そこをお聞かせください。 

○コミュニティ課長（十島輝久）まず、ちょっ

と答えやすい部分から、未加入者への文書配付の

対応ですが、いろんな要望がございます。未加入

者に自治会文書を自治会長が配るってなると相当

な抵抗がございますので、原則配っておりません。

そういう方たちにつきましては、いろんな支所と

か置いてある箇所が何箇所かありますので、そう

いう所でみてくださいという形でやっております。 

 それと、新しい自治会の基準でございますが、

明確には定めたものはございません。ただ、余り

にも小さい、１０世帯にも満たないような所で自

分たちだけでするよっていうのも、業務的にも効

率的にも悪いですので、そういうところはお断り

は、まだそういうケースございませんので、今後

出てきたら話をしないといけないのかなという気

はしております。 

 あと、分裂した場合とかこういう場合、大きな

規模のところが分裂したというケースはございま

すので、そのときそのときで状況に応じて対応せ

ざるを得ないのかなというふうには考えておりま

す。 

 以上です。 

○委員（江口是彦）自治会に関してはもう１件。 

 文書発送事業等関連して、自治会長さんは何連

絡員でしたっけ。（「行政連絡員」と言う者あり）

行政連絡員ということで委託されてるわけですね。

これは、だから手当もちゃんと行政のほうでその

分は出されるんでしょうけど、その辺は申告され

た、ことしは誰が自治会長さんになりましたよっ

ていうのはスムーズに引き継がれていくわけです

ね。 

○コミュニティ課長（十島輝久）行政連絡員は、

当然自治会長さんが変わったときには受けてする

ような形にするんですが、報酬につきましては、

行政連絡員ということで報酬を支払ってはおりま

せん。自治会のほうに交付金という形で出してる

中で、自治会員の会費をもとに、会費も含めた中

でそれぞれの自治会で報酬は定められております。 

○委員（江口是彦）自治会の問題についてはそ

れだけにします。 

 今言うように連絡員については、嘱託員みたい

にして、昔は合併前はずっと報酬をやっていたも

んですから、これは特に、今ちょっともう文書で

はがきで出されますけど、選挙の入場券等を非常

に重要な仕事も課せられていましたので、今も全

部そういう大事なことは封書っていうかはがきで

出されているようですので、そこは置いときます。 

 次に、コミュニティ事業に関してだけ。大ざっ
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ぱに二つ、市民活動支援のスタートアップ、ステ

ップアップという、この補助をもう２５団体ぐら

い受けてるんですか。それからコミュニティ事業

のほうで基本コース７団体、ビジネスコース５団

体、よく地域のコミュニティを回ったとき、うち

もコミュニティ事業費から上限２００万円もらえ

るんだよねっていう相談を田舎で受けるんです。

どんなことをすりゃその事業をもらえるのという

ことも含めて、基本コースとビジネスコースの具

体的なことを教えてほしいのと、それから市民活

動の支援活動、これはもう相当前からされている

とは思うんですけど、どうしたらコミュニティ課

に直接、任意の団体とかＮＰＯでなくても、市民

グループとかいう方たちがこんなことをしたいと

いうことで出されてきたやつでしょうから、その

審査受付の方法含めて、大きくはコミュニティ事

業のほうとこの市民活動のほうにわけて、ちょっ

と説明してくだされば。 

○コミュニティ課長（十島輝久）まず、地区コ

ミュニティのほうの補助金の関係で、基本コース

とビジネスコースについて基本的な部分を教えて

ほしいということでした。まず、基本コースにつ

きましては、２０万円を上限に、２６年度から

３年間で１事業ということで、各地区コミで自主

事業をする場合に申請をいただくという形を取っ

てます。同じようにビジネスコースにつきまして

は上限が２００万でございますが、これも同じよ

うに２６年度からスタートしておりますけど、こ

れは３年間継続してもらえるということで、ただ、

補助率が初年度が９０％、２年目が７０％、３年

目が５０％ということで、少しずつ補助率が下が

るようになっております。 

 事業の内容といたしましては、基本コースは地

区コミが行う自主的な事業、いろんな活動をされ

ておられますのでそれらに活用していただくとい

うことになりますが、ビジネスコースについては、

ある意味、収益事業ということで、収益性がある

ような事業に、初期投資的な備品購入とかそうい

うのを主に初年度はされて、いろいろ生産活動を

されてるというのが現状でございます。 

 それと、もう一つの市民活動のほうの補助金も

お尋ねだったと思いますが、市民活動にもスター

トアップとステップアップ、これも二コースござ

います。 

 スタートアップコースにつきましては、対象団

体でございますが、活動を開始して間もない団体、

基準的には３年未満ぐらいの新しい団体について

は、スタートアップの申請を認めていると。団体

につきましては、おおむね５名以内のボランティ

ア団体ということで、別にＮＰＯとかそういう縛

りはございませんので、いろんな活動団体、そう

いう方たちで結構でございますので申請ができる

ようになっております。 

 あと、ステップアップにつきましては、おおむ

ねそれを超す経験豊富な団体ということで、ステ

ップアップの場合は金額が１００万円で、スター

トアップについては２０万円の補助金ということ

になっております。同じように市民活動団体とい

うことでＮＰＯに限らず、各種市民の団体で結構

ですので、いろんな活動をする中で資金が不足す

る場合には、ステップアップコース、スタートア

ップコース２コース、その組織の規模、または実

績に応じてされてるというのが現状でございます。 

 あと、申請の方法につきましては、ステップア

ップにつきましては、前年度の１月から２月にか

けて申請を出していただいております。あと、ス

タートアップにつきましては、新年度始って早々

と夏場に２回ということで申請をしていただくよ

うにしているところです。 

○委員長（川添公貴）課長、ありがとうござい

ました。短く簡潔に答弁をお願いできませんか。

それとスタートアップとステップアップについて

は、今ホームページ上に載ってるはずでこのス

タートアップとステップアップについては、地区

コミュニティ協議会、自治会を除くとか、議員は

除くとか、政治家は除くというのが、確か載って

たはず。そこら辺を詳しく説明して短く簡単に説

明するように。まだあるんでしょ。どうぞ。 

○コミュニティ課長（十島輝久）はい、済いま

せん。ちょっと、スタートアップとステップアッ

プ、基本コースとビジネスコースということで混

乱しまして失礼しました。 

 まず、市民活動のほうから。 

○委員長（川添公貴）待って。わかりますか。

懇切丁寧に答弁をいただくのはありがたいんです

が、質問の主旨のどうやって入るのかっていうそ

の部分を簡単に回答をお願いしたいと思います。 

 答弁が紆余曲折っちゅうか、ぐるぐる回ってま

すんで。江口委員、もう一回質問をしていただけ

れば助かりますが、よろしくお願いします。 
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○委員（江口是彦）今、５名以内って言われた、

後半の質問だけに絞ります。５名以内と、僕はも

っと大きな団体も申請できるのかなと思ってた、

５名以内なんですか、以上でしょう。５名以上で

理解できました。それで、１月、２月に申請する

ということでしたので、直接コミュニティを通し

てがいいのか、それとも直接でいいんですか、そ

こだけ聞かせてください。 

○コミュニティ課長（十島輝久）直接申請され

てもホームページ等には掲示しておりますのでそ

れでも結構ですし、わからないときはコミュニテ

ィ課のほうに御質問いただければと思います。 

 以上です。 

○委員（江口是彦）最後にします。さっきコミ

ュニティビジネスっていうので、私はいろいろあ

っちこっちコミュニティに連絡を取ったり、聞き

回りしたときに、１０団体ぐらいしてるんだと思

ってましたけど。５団体なんですね、２６年度は。

２７年度はふえてるんだろうと思うんですけど、

５団体の数だけ、私は１０団体ぐらいあると思っ

てたもんですから。 

○コミュニティ課長（十島輝久）５団体の申請

でございます。 

○委員（江口是彦）以上で終わります。 

○委員（小田原勇次郎）私は２点質問させてい

ただきます。 

 １点目は、決算のコミュニティ推進費の中で、

先ほど課長が御説明されたように、コミュニティ

主事の報酬４２名分をお支払をされてるという形

の中で、コミュニティ主事の嘱託員さんのいわゆ

る派遣はいらないよということでコミュニティ主

事を置かないコミュニティもふえておる中におい

て、地域力を高められる、いわゆるコミュニティ

主事の役割というのは、コミュニティ活動の指導

助言というのが一つの大きな柱ですから活動を支

援していくと。例えば今、江口委員がおっしゃっ

たようなそういう事業を、もしコミュニティです

るというのであれば、コミュニティ主事さんが学

んで核となってやっていくというのが、私はコミ

ュニティ主事の努めだと思ってるんです。そうし

た中において、果たしてこの地域力を高めるため

にコミュニティ主事を指導助言という立場の活動

が成果を上げるような、いわゆる行政としての立

場が果たされてるかというのをお伺いしたい。 

 なぜ、この考え方を提示するかというと、いら

ないっていう地区コミがふえてきつつあるという

のと、いらないって言ったらおかしいけど、自前

の職員で雇うからコミュニティ主事の嘱託員は配

置しなくてもいいというところが出てきてるとい

うのもありますし、片や、今度の９月補正で部長

には申し上げたんですけど、来年度予算で企画総

務費の中に地区コミュニティ協議会に地域支援の

地域おこし隊を３年間賃金を払ってその後は定住

するという前提の中で、地域のコミュニティに住

まわせて地域おこしを加勢させるという事業が来

年度から起こると。今度は新たに人をふやすわけ

ですから、また人を雇って地域おこし協力隊を

５人予算計上されてるんですよ。公募をして地域

に派遣する、地域力を高めるための主事さんの育

成強化ができてるのかなと疑問を考えざるを得な

い、報酬を払ってますから。そこあたりを踏まえ

て、ちょっと今、地域力を高める主事さんの体制

がとられているのかどうか、報酬に見合う形の活

動が取られておるのかというのをちょっとお答え

願いたいんですが。 

○コミュニティ課長（十島輝久）主事の地域雇

用、直接雇用というのがふえているということで、

現在６名の方が２６年度は地域雇用という形でし

ております。平成２２年からですが、地域の要望

もあってなかなか市の嘱託では、思うように地域

で活用ができないという声がございまして、やは

り地域の、コミの直接雇用という要望があってこ

ういう形になっております。ただ、言われるとお

り、地域で働く中でコミ主事の位置というのは、

大変、核であるというのも認識しております。そ

ういった意味では、当然、毎月主事連絡会という

のを開いて直接雇用の方についてもコミュニティ

主事という委嘱をいたしまして来ていただいて説

明をしているというのが現状でございます。中に

は、ご存じのとおり嘱託員の５年の期限がある

（４４ページの発言により訂正済み）という方針

が出てるので、そういった形で直接雇用に切りか

えないと同じ人ができないというようなこともあ

ってふえてる現状もちょっとあります。そういっ

た意味では、本年度、総務課とも協議をしまして、

連続雇用というか５年しても同じ人がまた手を挙

げて主事に採用されるように応募ができるという

のをしていただくようにお願いしてるところです。

そういった意味では若干、またそこらは戻ってく

るのかなというふうには思っております。 



－44－ 

 以上です。 

○企画政策部長（永田一廣）後段部分に地域お

こし協力隊の関係がございますので、ちょっと蛇

足ながら補足させていただきます。 

 コミュニティ主事につきましては、直接雇用の

ところも、報酬は払ってませんけど委嘱状を交付

して市としての業務の示達とか、４８地区に整う

ようにそういったのはしっかりやってます。ただ、

おっしゃるとおりに地元で雇用した方という形態

も幾つかあることは事実ですが、市のほうからの

指導なり一斉通知なり、市としての考え方を全部

４８地区におろすという仕組みは、コミュニティ

主事側ではできてますので、ベースとして。 

それで、地域おこし協力隊員ですけども、今回

２名の５地区ということで１０名を９月補正でお

願いしてございます。当然のごとく５地区ですの

で、全ての地区に置くという考え方ではありませ

ん。要は地域のやる気というんですか、それと隊

員のやる気とうまくマッチングしたところに入っ

ていっていただこうということで、地区コミの運

営とかそれはコミュニティ主事のほうで、一般的

なベースのところは底上げをしていきたい。片や

地域によって大馬越が多いとか一生懸命既に動い

ているところがあります。しそジュース売ってビ

ジネスにつなげて地域を盛り上げていこうと、そ

ういう思いのところも４８地区のその他にもあり

ますので、手を挙げていただいてそこを会員とマ

ッチングしてぐっと地域の活力を上げていこうと

いうところに導入するものでございますので、決

してその地域のやる気とか自立性とか地域力をそ

ぐような協力隊では決してないと思ってますし、

そういう方向に持っていかなければならないと思

っております。 

 以上、地域おこし協力隊についての考え方、お

答えさせていただきました。 

○委員（小田原勇次郎）委員長のおられる斧渕

地区なんか、新聞紙上にもコミ協の活動が載られ

て非常に盛んにやってらっしゃるような地区もあ

り、そうした中において現状は、例えば今度の決

算の中に上がっておる地域資源の活用事業、委託

料が２３０万上がってますけど、この部分につい

ても課長が御説明をしましたように、要するに地

位で事業ができるプログラムを持ったＮＰＯ法人

が指導に上がりますよ、一緒にやりませんかとい

う中でも、なかなか地区コミから手が挙がらない

という現状の中において、それは私は可愛地区の

中においてこの事業の中で取り組んで、１年間は

そりゃもう１０回くらい何十回って語りあいをし

て、昨年から街歩きの事業をしたという部分があ

る予算なんですが。そういう状況の中において、

われわれも今後の課題ですけど、「やっぱり地域が

みずから我がたっの町やっで、我がたっで何とか

すっどという気概を持って取り組む、そりゃ可愛

は人間が多かでよかっじょ、若手がずんばおっで、

わいどんな、でくっとよ」という議論もあるかも

しれませんけども。できる範囲内のこと、やっぱ

りその地域でやれるという部分を主事さんを通じ

て働きかけていく必要性があるのかなというふう

に思うところです。主事連絡会等の中で、また、

多いにそういう地域で、「自分たちの地域を自分た

ちでしっかり支えていっが」と。職員も派遣され

てますから。そういう方々とも協力しながら活用

していこうという部分で、今後も取り組んでいた

だけたらありがたいなと思うことで御意見を申し

上げておきます。 

 それと、質問はもう１点です。防犯灯の維持管

理費についてちょっと教えてください。

１,２６０万の執行をしておりまして、市が設置す

る防犯灯の補修も行った１６２箇所という表記が

あります。現在、市が管理しなければならない防

犯灯というのは何基あるのかを、その実態をちょ

っとお示しいただきたいんですが。 

○コミュニティ課長（十島輝久）まず、先ほど

の答弁で不適切な発言がありましたので修正をさ

せていただきます。 

 足切りという表現を５年で足切りというふうに

言いましたが、期限があるということで期限があ

るというふうに修正をさせていただきます。済い

ませんでした。（４３ページで訂正済み） 

 防犯灯についてでございます。防犯灯につきま

しては、市で管理する防犯灯は全部で１,２２９基

でございます。ちなみに自治会等が管理するのが

６,１１３基となっております。 

 以上です。 

○委員（小田原勇次郎）原則、今の薩摩川内市

の考え方としましては、いわゆる自治会のはざま

にある防犯灯については、年次計画で防犯灯を設

置して市で管理していくという計画、５００基で

したかね、３年計画で設置をした部分があります。

それ以外については、防犯灯は自治会に交付金が
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出されてますから、運営交付金がその中で自治会

で防犯灯は管理していくというのが大前提であり

ますが、そこらあたりは、市が管理する防犯灯の

１,２２９基の中で自治会が管理すべき案件という

部分はないのか、そこあたりをちょっとお示しい

ただきたいんですが。 

○コミュニティ課長（十島輝久）実を言います

と、甑のほうが直接市が管理している防犯灯がほ

とんどでしたので、昨年度、いろんな意味で地域

を回りまして説明をし、４割程度を地元のほうに

移管するという作業をしております。まだまだ調

査をすればそういう箇所も地域によってはあるの

かなと思っておりますが、おいおいそういう所に

ついては地域と話をしながら進めていきたいなと

いうふうに思います。 

 以上です。 

○委員（小田原勇次郎）最後に、私と杉薗委員

は同じ地域なので実態はほぼ一緒ですけど、自治

会が防犯灯を管理したほうが即応力があるんです。

要は、電球が切れたりとかいろんな対応があった

ときに、電話一本ですぐに換えるという自治会の

即効性があるんです。行政が管理してしまうと、

幾つか溜まった中でそれを発注してどうのこうの、

工事前の写真を撮って報告せにゃいかんとかいろ

んなのがあって、「本当に防犯灯が切れてるのに、

いつ換えてくるっとよ」というのが起こりかねな

いのが、私、実態だと思うんです。ですから、や

はり、極力、運営交付金をちゃんと出していって、

自治会が交付金の中で防犯灯も管理しましょうと

いうスタンスがありますから、ここらあたりは即

効性で危機管理上の部分も含めて、自治会のほう

で管理していただけるような流れで話を進めてい

ただければというところであります。 

 以上です。 

○委員長（川添公貴）課長、答弁ありますか。 

○コミュニティ課長（十島輝久）自治会のほう

には、いろんな意味でお願いしてる部分がありま

す。新設自体は、実際、市では行いませんので、

特設防犯灯ということで通学路防犯灯をつけた

４６５基でございますが、それ以降は全て新設と

いうのはせずに、自治会でお願いしているという

のが現状です。 

 以上です。 

○委員長（川添公貴）ほかございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（川添公貴）以上でコミュニティ課を

終わるんですが、先ほど質問の中でステップアッ

プ、スタート事業について説明を求めることがあ

りましたので、たしかホームページにも載っとる

んですが、文書で質問者のほうにお渡しをお願い

したいのが１点。それから２点目、コミュニティ

ビジネスについての質問もあったんですが、この

概要についても書面でありましたらお願いをした

いと思います。本人で結構です。 

 何でかっちゅうと、コミュニティビジネスをす

ることによって国税局から追徴課税をかけられた

ところがあります。ですので、その辺をしっかり

と説明していただいたほうがありがたいのかなと

思いますんで、よろしくお願いしたいと思います。 

 以上でコミュニティ課を終わります。長時間御

苦労さまでございました。 

 それでは、ここで休憩をします。再開を１５時

３６分。 

         ～～～～～～～～～～ 

         午後３時２１分休憩 

         ～～～～～～～～～～ 

         午後３時３６分開議 

         ～～～～～～～～～～ 

○委員長（川添公貴）休憩前に引き続き会議を

開きます。 

────────────── 

△情報政策課の審査 

○委員長（川添公貴）それでは、次に情報政策

課の審査に入ります。 

 部長の説明をお願いします。 

○企画政策部長（永田一廣）引き続きまして、

次に情報政策課でございます。 

 資料のほうは４２ページでございます。 

 まず１番目、地域情報課の推進、（１）です。甑

島地域ライブカメラ整備では、一部県の補助金を

受けまして、ごらんの４箇所に設置し、広く情報

発信する環境を整備いたしました。 

 次の（２）公衆無線ＬＡＮ整備では、甑島の国

定公園化指定も踏まえまして、里、長浜の港ター

ミナルほか、アクセスポイントフリースポットを

設置しております。 

 大きな２番目、電子計算組織の運営管理におき

ましては、これまでどおり各業務システムの安定

稼働に努めますとともに、いわゆるマイナンバー

制度社会保障税番号制度の導入を見据えまして、
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昨年度からでございますがシステム整備等の関連

業務を進めております。 

 以上、簡単ですけれども情報政策課の概要です。 

 以下、課長から説明いたします。よろしくお願

いいたします。 

○委員長（川添公貴）ありがとうございました。 

 では、課長、説明をお願いいたします。 

○情報政策課長（瀬戸口良一）情報政策課に係

る平成２６年度の歳入歳出決算について説明いた

します。 

 まず、歳出から説明いたしますので、決算書の

９１ページをお開きください。 

 ２款１項７目情報管理費、支出済額２億

９,６３３万２,６８３円でございます。 

 備考欄で説明します。 

 事項、地域情報課推進事業費の主なものは、今

までに敷設しました光ケーブルや各業務システム、

ネットワーク機器の補修、昨年度実施しました甑

島地域ライブカメラ及び甑島港ターミナル等公衆

無線ＬＡＮ整備に係る委託料、そのほか光ケーブ

ルの補修や道路改良工事に伴う移設工事等、負担

金につきましては国、県、市町村とネットワーク

接続する総合行政ネットワークＬＧＷＡＮ負担金

などになります。 

 次の事項、情報管理費の主なものは、基幹系シ

ステムの２２課、６７業務の運用に関するものの

ほか、番号制度導入に伴う基幹系システムの整備

事業や総合窓口の改修に伴う委託料、そのほか負

担金は番号制度に伴います国、県、市町村間で情

報連携を行う中間サーバーの設置負担金等になり

ます。 

 次に、歳入の御説明をいたしますので、

３１ページをお開きください。 

 １５款２項１目総務費補助金、１節総務費補助

金では、情報政策課分はめくっていただき、次の

３３ページの備考欄、上から３行目になります。

社会保障税番号制度整備事業補助金は補助金名称

のとおり、税番号制度システム整備に係る補助金

で、満額補助であります。 

 次に、３９ページをお開きください。 

 １６款２項１目総務費補助金、１節総務費補助

金であります。情報政策課分は、地域振興推進事

業補助金、甑島地域ライブカメラ整備事業のうち、

下甑と鹿島地域の整備に係る補助金で、補助率は

２分の１であります。 

 次に、５３ページになります。 

 １７款１項１目財産貸付収入、３節財産貸付収

入内訳は、過去に整備いたしました携帯伝送路の

ＮＴＴドコモへの貸付料でございます。財産に関

する調書については、増減はありませんでした。 

 以上で情報政策課の説明を終わります。御審議

のほどよろしくお願いいたします。 

○委員長（川添公貴）ありがとうございました。 

 ただいま説明がございましたが、御質疑願いた

いと思います。御質疑ございませんか。 

○委員（江口是彦）昨年、ライブカメラを甑

４箇所設置、１,２００万、これは２分の１補助で

すか。まあいいです。これ以前に例えば、手打地

区コミュニティセンターでライブカメラを設置し

てホームページで、私はそれしか見たことないで

すけど、カメラの向きも自由にインターネットで

できるんです。この四つもそういう全く同じよう

な仕組みですか。私まだ見てないもんで。 

○情報政策課長（瀬戸口良一）ライブカメラに

ついては説明したとおり、下甑、鹿島について

２分の１の補助になります。 

 それと、手打地区コミのカメラと同じで、自由

に操作できます。 

○委員（江口是彦）自分のパソコンの中で、カ

メラの。 

○情報政策課長（瀬戸口良一）パソコン、ス

マートフォン、インターネットにつながる機器で

あれば何からでも。利用率も一番多いほうになり

ます。 

○委員（江口是彦）気になるところで、この維

持管理とか、地区コミの場合も前からずっとライ

ブカメラありましたから。台風のときそこ大変だ

なと思ってましたけど、維持管理等のどっか委託

してんでしたっけ。 

○情報政策課長（瀬戸口良一）委託はしており

ません。修理等発生した場合はこちらから行く形

になります。台風等の被害あったとき、そのよう

な維持管理になっております。 

○委員（小田原勇次郎）委託料のところでちょ

っと１件教えていただきたいんですが。情報管理

費の中の委託料で、総合窓口テレビ会議システム

構築業務委託というのが４６９万８,０００円執行

がありますけれども。この窓口テレビ会議システ

ムについて詳細を御説明していただけませんか。

とうのが、質問の前段が、以前、四、五年前だっ
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たと思います。国か何かの補助を受けて市民福祉

部のほうで、市民課が、例えば支所に来た方々が

本庁の人と相談をせないかんということで、相談

業務の窓口の画像で相談できるシステムというの

を国の補助だったと思います、受け入れて、なか

なか活用されてないという実例があったもんです

から、そこらあたりとの関係で、この総合テレビ

会議システムというのは生かされる部分の中でど

ういう概要かなということでのお問い合わせであ

ります。 

○情報政策課長（瀬戸口良一）これにつきまし

ては、総合窓口のシステムがあるんですけども、

市民課のほうにテレビ会議を置きまして、支所か

ら相談をテレビ会議で受け付けながら操作すると

いうシステムでございます。その中で運用に向け

てどのようにするかまだ調整中でございます。 

○委員（小田原勇次郎）今の御説明では、要す

るに数年前に導入したシステムをうまく利活用す

るために今回、三、四年前だったと思います。市

民部の予算の中で国の補助を受けて導入したシス

テムがあったんです。そのシステムを、今度うま

く回す、構築しようというのの委託料ということ

で認識してよろしいですか。 

○情報政策課長（瀬戸口良一）三年前、国の事

業で整備したものは、特別な相談ということで相

談室と相談室の間でするものです。 

 これは、窓口においてわからないことは連携し

て質問を受け付けたりとかするようにして、考え

て導入するものです。 

○委員（小田原勇次郎）ということは、総合窓

口で、今画面でいろいろと見ながら業務をされま

すよね、あのシステムに載せ込む。 

○情報政策課長（瀬戸口良一）別でです。相談

受けたり、総合窓口に限らずいろんな質問を受け

たりとかそういうような。 

○委員（小田原勇次郎）そういうふうに認識す

ればよろしいですね。 

○情報政策課長（瀬戸口良一）それでいいです。

窓口で、はい、済いません。 

○委員（成川幸太郎）甑島のほうに公衆ＬＡＮ

整備事業が行われてるんですが、甑島でちゃんと

整備されるのもいいんですけども、庁舎内でＷｉ

－Ｆｉが入らないところがあるっていうのは聞い

たんですが、それを把握されていらっしゃいます

か。 

○情報政策課長（瀬戸口良一）それにつきまし

ては、把握できております。ですから、ちょっと

遠くになるとできないというのがあって、どのよ

うに改善するか今ちょっと検討してます。一番、

簡単にできる方法はないかということで検討して

ます。 

○委員（成川幸太郎）使えるような形の方向に

もっていかれるということですね。 

○情報政策課長（瀬戸口良一）もっていくよう

に検討しております。 

○委員長（川添公貴）以上で情報政策課を終わ

りますが、議会運営委員会でタブレットについて

今検討中であります。タブレットはＷｉ－Ｆｉ環

境が整ってないと厳しいので、ＬＴＥだけじゃ通

信料が高くなるんです。だから、そこら辺をしっ

かりと次の３月議会ぐらいでも結構ですので、調

査したどういう環境かっちゅうのを教えていただ

ければ助かります。というのは、そこまでお願い

しておきたいと思います。よろしいですか。 

 以上で、情報政策課を終わります。御苦労さま

でした。 

────────────── 

△広報室の審査 

○委員長（川添公貴）それでは次に、広報室の

審査にはいります。 

 部長の説明をお願いします。 

○企画政策部長（永田一廣）企画政策部最後に

なりますが、広報室につきましては、資料は

４３ページになります。 

 まず、（１）広聴活動でございます。市長みずか

ら市民の皆さんの意見を聞くために開催しており

ますが、まちづくり懇話会を昨年度４回開催、ま

たアンケートモニター通信を通じまして、市政モ

ニターの方々の意見あるいは提言をいただきます

とともに、関係課１２件の計画等のパブリックコ

メント、いわゆる市民意見公募を実施しておりま

す。 

 （２）広報活動でございます。広報薩摩川内、

またＦＭ放送による広報など、記載のとおり例年

の事業を継続実施しておりますほか、昨年度は施

政施行１０周年の記念の年でしたので、昨年度広

報室におきましては、記念誌、また写真パネルの

作成などをしております。 

 以上、簡単ですが広報室の概要です。 

 広報室長のほうから説明しますので、よろしく
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お願いいたします。 

○委員長（川添公貴）室長、お願いします。 

○広報室長（屋久弘文）それでは、広報室に係

ります決算の状況について説明をいたします。 

 初めに歳出を説明いたします。 

 平成２６年度薩摩川内市各会計歳入歳出決算書

の８４ページをお開きください。 

 ２款総務費１項総務管理費２目使途広報費の支

出済額１億４,００３万６,５１０円のうち、広報

室分は３,６７９万６,２１３円でありました。 

 備考欄で各事項の説明をいたします。 

 ８４ページの下から３事項目になります。広聴

活動費は、まちづくり懇話会に係ります旅費や市

政モニターへの報償費などが主なものであります。 

 次に、その下、広報管理費につきましては、河

川情報表示板情報コンテンツ制作業務委託ほか

６件の委託料、日本広報協会への負担金などが主

なものであります。 

 また、１節５０万円以上の不用額並びに全額未

執行などにつきましては、該当はございませんで

した。 

 続きまして、歳入を説明いたします。 

 決算書の６６ページをお開きください。 

 ２１款諸収入４項４目、１節雑入でございます。

広報室関係は６６ページ備考欄の５行目米印の広

報室のところからで、広報紙の有料広告やホーム

ページのマナー広告に係ります広報紙等広告経済

収入のほか、広報紙誌送料と実費収入金、河川情

報表示板、電気料、実費収入金等でございます。 

 調定額、収入済額は同額であります。 

 以上で、広報室に係ります決算状況の説明を終

わります。よろしくご審議願いますようお願いい

たします。 

○委員長（川添公貴）ありがとうございました。 

 ただいま説明がございましたが、御質疑願いた

いと思います。御質疑ございませんか。 

○委員（江口是彦）広聴活動についてだけ１点

お伺いというか意見申し上げます。 

 パブリックコメントについては何か形式的な部

分もあるだろうということで目をつぶりますが、

市政モニターに対するアンケート調査、市政モニ

ター、特に意見を真剣にというか積極的に前向き

に出せるような意欲づけを、ただ一方通行に義理

で形式的に、おたくは今度ことしのモニターに推

薦されましたから御意見をお伺いしますという通

り一遍のあれじゃなくて、積極的に、自分がそう

いうモニターになったという意欲づけできる何か

ないんですか。どうしてもコミュニティで、こと

しは誰にしてもらおうかって。もうあれも大変だ

から「今度はしてくんやん」というような形で、

前役場職員をしちょった人とか、そういう人にお

願いをしてモニターになってもらっても、何か意

欲、その辺がうまくコミュニティとれないのかな、

広報室か行政のほうから意味わかりませんかね。

ただ形式的なモニター制度にしないで、実のある

ものにしてほしいなという気がするってことです。 

○広報室長（屋久弘文）ただいま御意見いただ

きましたが、とりあえず市政モニターにつきまし

ては、２６年度と２７年度を比較しますと、人員

は少し減らさせていただきました。その上で毎年

実施はしてるんですけど、市政モニターを１回年

度始めによってもらって、研修会を実施をいたし

ておりまして、市政モニターの意義というかこう

いう活動をやってもらうということを研修会の中

で説明をいたしております。各課からそういうア

ンケートの申し出があった場合はそれに基づいて

行いますが、先ほど言いました研修会の中で、ど

ういった立場で答えていただきたいというあたり

を説明をしておりますので、形式的と言われれば

そうかもしれませんが、少なく少数精鋭で、年度

以降はもう少しやっていきたいというふうに思っ

ております。 

 以上です。 

○委員（江口是彦）少数精鋭というか広くでも

いいんですけど、モニター制度を有効に。モニ

ターでアンケートに答えるだけじゃなくて、意見

聴取もするんでしょ。御意見もおうかがいするわ

けでしょ。 

そういうのがオープンにっておかしいですけど、

上がってきた意見に対してすぐ生かされるような、

反応できるような。これは昔の例で言っておかし

いですけど、もう六、七年前の話です。あいで出

しやった分どうなったどかいというようなことを

聞いたことがあるもんだから。今言われたように

研修会までされてというのは初めて認識しました

ので、やはりしっかりやろうとはされてんだと思

ったところです。 

 以上です。 

○委員（小田原勇次郎）広聴活動費に関して

２点。 
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 １点目は、今も鋭意、いわゆる広報誌の作成に

は読ませる広報誌を目指して、図書のコーナーが

あったり、いろんな新しいコーナーをつけたりと

いうことで広報室の皆さん方の御努力がうかがえ

る広報誌であるかなというふうに思うところです

が。やはり、市民の方々に読んでいただける広報

誌づくりに、これからも御努力いただきたいとい

う部分と。ちょっと最近気になる部分、広報活動

の中にＦＭ薩摩川内によるラジオ広報を行ったと

いうことで、私も監査委員の時代からラジオ広報

はＦＭをうまく活用しなさいということで申し上

げてましたから、そこの部分はわかるんです。た

だ、この前、今度の９月補正でＦＭに２,０００万

の運営補助が今年度予算で出たもんですから、そ

こでＦＭについていろいろと勉強してみたんです。

そしたときに、市長も今度の台風１５号の災害の

中でＦＭの利便性の役に立ったという部分でお認

めになる全協での発言もありましたから、今後も

広報にＦＭ薩摩川内を使っていこうという部分が

ある、それはよくわかるんです。私も応援の立場

ですから。ただ、誤解してほしくないのは、ＦＭ

薩摩川内は営業でやってる会社ですから、経営努

力で聴取率を得なければ広報の役を担っていけな

いという部分、だから聴取率を取るための広報Ｆ

Ｍの運営をしなければ、ＦＭで流しましたよ、広

報しましたよって行政が言ったとしても、「そんと

は聞いとらんど」と、聴取率が落ちていけば広報

の役を担っていけないという部分がありますから、

ただお金を出すだけではなくて広報のあり方とい

うのを、双方で市民に聞いてもらえる広報のあり

方というのを大いに研究していただきたいなとい

う部分でした。ただ、予算はＦＭのコミュニティ

の放送のほうに１８０万ぐらいの業務部分ですけ

ども、各課がいろんな新エネがお金出したりいろ

んな部署がそれぞれに広報を出してるのでいいの

かもしれませんけど、ＦＭの広報費というのは、

個人的にはもっと強化してもいいと思ってます。

そのかわり、ＦＭがもっと聞けるラジオ局になら

なきゃいけないという前提のもとにです。多くの

人に聞ける、おもしろい局運営をお互いに広報を

聞かせる部分を高めながらやってかないと、お金

が無駄になってしまいますから、そこあたりを大

いに研究していただきたいなというふうに思うと

ころでした。何かお考えがありましたら。 

○広報室長（屋久弘文）今、小田原委員のほう

から御意見いただきましたが、ちょうど今ここに

来る前に室内でも話をしてましたが、ＦＭができ

た段階で市政モニターを利用してアンケートをと

ったところなんですが。もう２年ほど経過しまし

たので、一体全体ＦＭどのぐらい聴取されてるの

かというあたりやら、興味を持っておられる部分

それから持っておられない部分そういったところ

まで、再度、本年度中にアンケートをしてみたい

なと。そういうのをもとに先ほど言われましたよ

うにＦＭなんかといろいろ協議をしたりして、よ

りよい放送のあり方というのを考えていけばどう

だろうかというふうに考えているところです。先

ほど言いましたうちは１８０万ですが、庁内全部

では４２０万円ほどＦＭにはお支払してますので、

やはり向こうは営業されるいわゆる企業ですので、

そこらあたりも頭に入れながら進めていきたいと

いうふうに考えております。 

 以上です。 

○委員（小田原勇次郎）所管は観光物産協会の

放送事業部になりますから、直接的には運営には

なかなかでしょうけど、広報の媒体としての一つ

のＦＭの今の問題点は、あれはコミュニティ放送

ですから全部のエリアをまだ網羅してない、薩摩

川内市の甑の地域でも一部入らない地域もありま

すから広報で打ちましたよって言ってみても、「あ

たいなんだ聞けんど」という地域があるというの

は認識する形で、広報の媒体として理解していか

なければならないというのだけは申し上げておき

たいと思います。 

 以上です。 

○委員長（川添公貴）ほかございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員（瀬尾和敬）月に２回広報紙を発行され

ておりますよね、この広報紙の購読率といいます

か。どのようなふうに何かチェックされたことあ

りますか、全世帯に配った。 

○広報室長（屋久弘文）自治会加入全戸にお配

りしておりますので、全戸が読んでいただいてる

ものというふうには考えておりますが。購読率は

済いません、把握しておりません。正確なところ

は。 

○委員（瀬尾和敬）私、今、自治会の班長をし

てるもんですからこういう配る文書がくるんです

が、まとまって、どばっとくるんです。例えばこ

の広報紙も広報紙だけでなくてほかのものも一緒
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に来る。これまでの班長さんは広報薩摩川内はし

っかりしてるもんだから、その間にほかのやつを

がばっと挟んでまとめて突っ込んであります。見

ただけでうんざりするような量のときがあるんで

す。私は何となくこの広報薩摩川内を読んでもら

わんといかんちゅう思いで広報薩摩川内を一番上

にして、あとのやつをしゃんと重ねてクリップで

とめて配るようにしてるんです。そうするとまず、

広報薩摩川内が開かれるだろうと、私自身はそう

やって努力をしてるんですが。配り方によっては

そうやってぞんざいな配り方をするとうんざりす

るんです。そういうのがありますので、中には入

念に読まれて情報をキャッチする方もおられれば、

そんなどばっとくれば、そのまま新聞紙と一緒に

なってしまうケースもあるような気がしています。

たまにはそういうところもチェックされることも

必要なのではないかなと思います。だって月に

２回ですから皆さんも大変な努力をされてる、そ

れが市民に広く知れ渡らないと意味がないわけで、

皆さん見ておられると思いますというだけでなく

て、市民の満足度はどうなのかとか、ちゃんと自

分たちの意図が通じてるのかとかいうのは、やっ

ぱりチェックされたほうがいいんじゃないかと思

います。私は、ここに広報紙に関する意見、提言

を聞くために委員会を開催したとあるもんですか

ら、こういうところでそういうのが調査されたの

かなと思ったんですけど、これはそれじゃないん

ですか。 

○広報室長（屋久弘文）広報委員会は６名のメ

ンバーがいらっしゃいまして、毎月出します広報

の中身についていろいろ御意見をいただく会議で

す。どれだけ見ておられるかとかそういうところ

はそこでも把握できまんので、広報委員会で出さ

れた、字が小さいとか、色がもう少し濃いほうが

いいとか、そういったのは次号以降にその意見を

反映するようにはしておりますが、そこはありま

せんが、ただ何年かに１回広報紙に係ります市政

モニターを活用してのアンケート等も実施をして

おりますから、今言われたような部分についても

そのアンケートの中ででもお聞きできるところを

聞いていきたいというふうに考えております。 

○委員長（川添公貴）ほか、ございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（川添公貴）以上で広報室を終わりま

す。御苦労さまでした。 

 

────────────── 

△農業委員会事務局の審査 

○委員長（川添公貴）次に、農業委員会事務局

の審査に入ります。 

○農業委員会事務局長（植村 豊）まず、農

業委員会の平成２６年度の決算に係る主要施策の

成果について御説明をしたいと思います。 

 決算付属書の１６０ページをお開きください。 

 ここに１年間の活動が網羅されてると思うんで

すが、総会及び運営委員会については毎月開催を

し、その月に出たことを審議していただいており

ます。なお、委員の定数についてですが、定数は

４２名なんですが－構成員３５名、選任が７名、

合計４２名ですが、２７年の２月に残念ながら選

任の方が御逝去され、現在は４１名ということに

なっております。 

 次に、農業委員会の選挙人当選名簿でございま

すが、昨年の３月３１日づけで確定した数字が記

載してございます。 

 また、次の段が農業委員会の農業者年金に係る

ことですが、ここについては農業者年金基金との

業務委託契約に基づいて年金受給者の現況届け、

死亡、資格喪失、被保険者の新規加入等に尽力し

てるところですが、最近、死亡者があり、昨年と

比較すると大体３８名程度死亡され、加入者のほ

うは３名程度と非常に厳しい状態が続いておりま

す。 

 それと農地の移動に関することにつきましては、

３条から４条、５条、それから１８条解約ですが、

これについて全体で９７４筆、８１万１,３１７平

方メートルの処理をしているところです。 

 次に１６１ページをごらんください。 

 農業経営基盤強化法に関することを掲げてござ

いますが、農地流動化推進委員の運用に協力しな

がら優良農地を担い手に貸し付けるという事業を

行っておりますが、昨年２６年が９９７筆、

１０１万２,７３４平方メーター、賃借権の契約を

しております。なお、３７筆２万４,２３７平方

メートルの所有権移転をやっておりますが、これ

につきましては畜産関係のものが多いということ

で御報告したいと思います。 

 農地流動化補助金につきましては、先ほどのと

リンクするわけですが、補助総額８５０万

４００円を交付したところです。 
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 地目の変更証明に関すること、これについては、

農地転用後の転用検証明とかそういう諸証明の事

務をやってるところですが、１３筆１万

５,７３３平米しております。また、地目変更に必

要な転用許可書を紛失されたという事例がござい

まして、７７筆ほど非農地証明を発行していると

ころです。 

 それと、農地を農地以外のものにする４条、

５条の規定による転用許可、それにつきましても、

転用許可に必要とする非農地証明を発行する事務

もやっております。 

 続いて、農地形質変更届これについては、形状

の悪いもの、あるいは排水不良とかそういったも

のについて盛り土をして条件を有利にするという

手続でございますが、これについては３２筆ほど、

１万８,８３４平方メートルほどやっております。 

 最後、８番目、耕作放棄地に関することという

ことで、最近、周辺部において森林原野化する農

地が復元不可能と見込まれる地域について農業委

員会のほうで流動化推進委員、あるいは農業委員

の力を借りながら調査し、農地基本台帳から農地

ではないというふうな形で整理するところですが。

２６年度についても川内、樋脇、入来、東郷、祁

答院のところを調査した結果として３５９.４ヘク

タールについて農地から外すという事務処理をし

たところです。この結果、平成２５年度からする

と ３ ９ ５ . ４ ヘ ク タ ー ル 下 が り ま す の で

８,４７２.４ヘクタールというのが、平成２６年

度の農地基本台帳上の農地面積になります。 

 以上で、簡単ですが成果のほうを御報告させて

いただきました。 

○委員長（川添公貴）ありがとうございました。 

○農業委員会事務局長（植村 豊）よろしい

でしょうか。 

 続きまして、歳入歳出決算書のほうの御報告を

させていただきます。 

 まず、歳出に関して１３５ページをお開きくだ

さい。 

 １３５ページ、備考欄については１３６ページ

になるわけですが、６款１項１目農業委員会費、

支出済額が１億１,３７４万５,６６１円というこ

とになっております。農業委員会のほうについて

は備考欄のところにありますが、農業委員の報酬、

あるいは費用弁償、農業委員の数について、先ほ

ども説明しましたが定数４２が現在４１というこ

とになっておりますがその方々の費用、それから

事務職員７名分の給与及び旅費並びに農業会議出

張等に対する負担金が主なものでございます。 

 次に、１３８ページの備考欄をごらんください。 

 農業者年金の受託事務費、これについて農業委

員会の専属的権限に属する事務の一つとして処理

をしているわけですが、これに係る経費として臨

時職員の賃金、社会保険料並びに川内、東郷、樋

脇、入来、祁答院に存在する農業者年金受給者会

への補助が主な経費でございます。 

 次に、農業経営規模拡大促進事業、農地の流動

化を促進するために交付する農地流動化促進事業

補助金として補助金、それと農家台帳システム及

び機器一式の補修委託料ほか６件が主なものでご

ざいます。 

 な お、ここで１２節役務費の１１３万

３,４９８円の不用額ですが、通信運搬費の残額で

あり、また１９節負担金補助及び交付金の

１００万３,２００円の不用額については、農地流

動化促進事業補助金の執行残になります。 

 続きまして、歳入について御説明をしたいと思

います。 

 ３０ページをお開きください。 

 １４款２項４目農林水産手数料のうち農業委員

会関係については、備考欄のところにありますが、

嘱託登記手数料８万１,１２０円と諸証明手数料

５万１,９１０円、不納欠損及び収入未済はありま

せん。 

 続きまして、４３ページをお開きください。 

 １６款２項４目農林水産事業費補助金、第１節

ですが、農業委員会関係については右の４４ペー

ジのほうに書いてございますけど、農業委員会補

助金２,２４４万９,０００円と、それから国有農

地等管理処分事業交付金３万４,０００円というこ

とで、こちらも不納欠損及び収入未済はありませ

ん。 

 続きまして、６１ページをお開きください。 

 ２１款諸証明諸収入５項４目ですが、農業委員

会関係は、済いませんが７６ページをお開きくだ

さい。 

 ７６ページの備考欄の下のほうにございますが、

農地売買等売買事業業務委託金５,０００円、それ

から農業者年金事務委託金８５万２,０００円、そ

れと農地流動化補助金返納金７０万３,５８０円と

いうことで、こちらも不納欠損及び収入未済はあ
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りません。 

 以上で説明を終わります。よろしくお願いしま

す。 

○委員長（川添公貴）ありがとうございました。 

 ただいま説明がございましたが、御質疑願いた

いと思います。御質疑ございませんか。 

○委員（小田原勇次郎）１点だけ。農業経営規

模拡大促進事業費の中で、いわゆる土地の利活用

の問題点は相続です。土地の所有者がもう亡くな

ってて相続がうまくいってないから、うまく土地

の利用ができないというのがネックなんですが、

２６年度は委託事業で相続調査の部分を執行がで

きました。この部分については、年度で見込める

事業としてどの程度捉えておけばいいですか。も

うちょっとやって終わりという部分なのか、もっ

と今後もこの事業は委託で、県からの予算の部分

もあるでしょうから、そこらあたりも、ちょっと

見通しを教えていただきたいんですが。 

○農業委員会事務局長（植村 豊）この事業

相続調査については、中間管理機構の事業を活用

しまして２カ年の事業になります。ですから、こ

としもやるわけですが、主に中間管理機構を利用

するであろうところを、中心に調査をかけると、

それ以外についてはこの事業は活用できないわけ

ですが、ほかに方法がないか今後検討していきた

いと思います。 

 また、未相続の農地についても２分の１を超え

る方が賛同していただければ、契約はできると、

農業経営基盤強化法でも、あるいは中間管理でも

できるというふうになっておりますので、ただ年

数が中間管理では１０年ということが主になりま

すが、先ほど言った未相続の２分の１を超えるも

のについては５年という縛りがございますので、

そこについては相続関係者が協力をいただけるよ

うであればそういう方向へ持っていきたいという

ふうに考えてます。 

○委員長（川添公貴）ほか、ございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（川添公貴）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で、農業委員会事務局を終わります。御苦

労さまでした。 

────────────── 

△延  会 

○委員長（川添公貴）本日の委員会は、これで

延会したいと思いますが御異議ございませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（川添公貴）異議なしと認めます。よ

って、本日の委員会はこれにて延会いたします。 

 次の委員会は、あした２日午前１０時に開きま

す。 
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